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はしがき

この研究は深セン家計調査(Shenzhen Househo一d SuⅣey 2005)による中国の

経済発展における所得格差問題を中心として行われた国際共同研究である｡

2006年3月に中国での最初の経済特区､現在でも経済の最先端都市である深

桝市にて家計調査を実施し､所得を中心とした1056世帯､ 3252人の個票デー

タを得たうえで学術的研究が進められた｡

また､研究企画の一環として2007年10月5-6日､所得格差研究分野の世界

的著名な学者John Knight ･オックスフォード大学教授､ ThomasGries ･パダボ

ーン大学教授､李実･北京師範大学教授ら､および張軍拡･国務院発展研究セ

ンター･発展戦略与地域経済発展部長などの政府関係者を招碑し､名古屋大学

で｢中国の経済発展と所得格差｣の国際シンポジウムを開催した(国内海外か

ら約400人が参加) ｡

さらに､研究成果の学術雑誌に掲載および本の出版: 2007年12月に研究論

文11本を英語･日本語で『経済科学』 ｢中国の所得格差研究特集｣に掲載され

た｡また､主な研究結果をまとめて本に編集し『中国の不平等』という本を日

本語で日本評論社にて(2008年6月刊行)
､中国語で中国社会文献出版社にて

(2008年8刊行)出版される｡本報告書は主にこの本を基に研究の内容をまと

める｡

本研究は以下の特徴を持つ｡

(1)独自の調査により得られた個票データに基づいている｡

(2)日･中･英･独からこの分野の専門家･第一人者による国際共同研究

の集大成である｡

(3)経済学､政治学､社会学､教育学などの多様な視点を盛込んだ学際的

な研究成果である｡

(4)政府の政策関係者も参加したので研究成果は政府の政策にも反映され

る可能性をもつ｡

本研究の効果について､本研究の分担者･協力者による中国の失業率､貧困

率､ジニ係数等の推計および格差是正の政策提案は世界銀行､ UNDP等多くの

関連機関と研究にも引用､日･中･英･米で新聞紙､テレビに大きく報道され､

2007年4月の全人大で所得税改正案, 10月の全国党代表大会での所得格差是正

の議案にも反映されている｡
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まえがき

所得格差は､いまや国際社会における最も大きな話題の一つである.なかでも､中国の所

得格差は特に注目されている｡中国の所得格差はどれほど深刻なのか､どこまで拡大してい

くのか､さらにはなぜ国際的な問題にまで発展したのか｡これがわれわれの研究の問題意識

であり､本報告書の目的でもある｡

所得不平等は､アメリカ､フランス､韓国などの先進国､ミャンマー､タイ､フィリピン

などの途上国を含む､多くの国で観察される国際的現象となっている｡比較的所得格差が低

いとされてきた日本でもまた近年大きく社会問題化し始めた｡特に東アジア諸国では､高度

成長に伴う所得不平等問題が顕著であり､深刻な政治･社会問題として注目されている｡ミ

ャンマーでの反政府暴動,タイの頻繁な政権交代､中国で急増している労働紛争やデモや犯

罪はその例である｡したがって､所得不平等の問題は21世紀における新たな国際的問題と

言え､経済学者､政策策定者､政治家が取り組むべき重要な課題である｡

中国経済は世界で最もダイナミックな経済の一つである｡ともに､世界経済ならびに経済

学者にとって､中国経済は最も複雑な研究対象であり､同時に最も挑戦的な研究対象でもあ

る.世界銀行およびWTO (世界貿易機関)によると､中国は購買力平価換算ではすでに世

界第二位の経済規模をもち､輸出の伸び率では世界で最も影響力のある貿易大国となってい

る.また､本世紀の半ばに中国経済はアメリカ経済を超え､世界一にな声という予測もある.

ここで､われわれが中国の成功について語る場合､遠く離れたアメリカやヨーロッパから

望遠鏡で中国を観察しているようなものである｡しかし､経済学者として中国経済を研究す

るには､望遠鏡だけではなく､顕微鏡も使わなければ実態を観察できない｡顕微鏡で中国経

済を観察すれば,成功という光の背後には多くの影が見える｡急速に拡大している所得格差

はその一つである｡

中国は50年以上もの間､社会主義計画経済を続けてきた｡毛沢東の平等主義的社会主義

のイデオロギーの下で完全雇用の状態が続いた反面,中国は非常に非効率な経済でもあった｡

郵小平の効率的な社会主義経済のイデオロギーの下で､経済改革と対外開放政策が進められ､

一部の人々と一部の地域が優先的に豊かになることが容認されたoこの政策により､中国は

高度成長を維持し､人々の生活水準も急激に上昇した｡しかし､その奇跡が成し遂げられた

一方で､都市･農村間､地域間､産業間,都市内部そして農村内部で､所得格差が急速に拡

大している｡

中国の所得格差問題を明らかにするために､われわれは日本､中国､イギリス､ドイツの

中国経済の専門家を集め､国際共同研究チームを組織し中国の所得格差研究をスタートさせ
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た｡しかし､これはけっして容易なことではなかった｡なぜならば､政府公表の統計データ

には多くの問題が存在する｡それは主に所得統計の不備､高収入者の所得隠蔽や政府官僚の

腐敗などの諸事情に起因するものである｡そのため､所得分布の不平等を正確にとらえるこ

とは実際のところきわめて困難であり､われわれが中国で独自の家計調査を行った理由もこ

こにある｡本報告は主にその調査に基づいた研究である｡

これまでの中国の家計調査については､中国社会科学院経済研究所(CASS)の｢中国家

計調査プロジェクト(China Househok=ncomeProject, CHIPと略称)｣が先駆的調査であり､

信頼性の高い調査として国際的に評価されている｡この調査に基づいて多くの研究成果が発

表されており､本報告に収録されているいくつかの研究(第2､ 3､ 6､ 8章)もその一部で

ある｡また､中国社会科学院人口･労働研究所や寧夏社会科学院も｢全国社会状況調査｣､

｢西部大開発と地域格差｣などの調査･研究が行っており､それに基づく研究成果も発表さ

れている(第5､ 9､ 10章)｡ただし､本報告の多くは､われわれが実施した深別家計調査

に基づく研究結果である(第7章および第11-15章)0

われわれが深酬を家計調査の対象とした理由は､深桝が中国初の経済特区であり､最も豊

かで発展している都市であるからだ｡周知のとおり､深j州ま中国における改革開放政策の実

験都市である｡このため､多くの政策がまず深桝で試され､そして全国に応用された｡その

意味で､われわれはこの深桝という実験都市における所得格差を､中国全土の縮図あるいは

｢盆栽｣としてとらえ､この｢盆栽｣を手入れするように分析を行い､中国の所得格差の全

体像を観察しようと試みる｡深別の現在は中国の未来という言葉もあるように､われわれは

深桝を研究することにより､中国の所得格差に対して何らかの独自の意義を提示したいと考

えている｡

深別家計調査は､文部科学省科学研究費補助金(基盤研究B ｢中国の所得格差に関する調

査研究一深酬市家計を中心に｣課題番号: 17402025､研究代表者辞進軍)ならびに深桝大

学の多大な支援を得て, 2006年3月に実施された｡そして一年間の研究と準備の後､ 2007

年10月､名古屋大学大学院経済学研究科附属国際経済政策研究センターと大分大学経済学

部の共催で｢中国の経済発展と所得格差｣の国際シンポジウムを開催した(名古屋大学総長

裁量経費｢中国の所得格差に関する国際共同研究｣､社団法人キタン会､日本経済新聞社名

古屋支社､株式会社サイマル･インターナショナルの後援と協賛による)｡その際には､ジ

ョン･ナイト･オックスフォード大学教授､張軍拡･国家国務院発展研究センター部長､李

実･北京師範大学教授､南亮進･一橋大学名誉教授･中国経済学会長､大竹文雄･大阪大学

教授など､この分野で国際的に著名な専門家に参加していただき､講演会ならびに各研究分

担者の報告会が行われた｡国内外から､専門家､学生､市民など約400人が参加し､活発

な討論もなされたoその後､さまざまな意見に基づき､講演､報告された一部の論文を選び､

大幅に修正したうえで本報告を構成した.

本報告書は三部､ 15牽から構成されている.第一部は中国の所得格差の総括的研究を扱

う｡第1章では､中国の不平等の全体像を示す｡高度成長に伴う地域格差､都市農村格差､
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都市内部と農村内部の格差を概説し､格差の深刻さを指摘したうえで､これからの中国の所

得格差の行方を分析している｡第2章では､ C川Pのデータを利用し､中国の貧困､失業お

よび所得不平等との関係を分析する｡第3章では､所得格差の特徴および要因が検討され

る｡市場化改革のもたらしたインパクトの大きさを検証しつつ､所得格差を広げることにな

った原因が､中国の財政､社会保障および医療の体制､就業および教育の制度に根付いた権

力と機会の不平等にあるとの指摘がなされる｡第4章では､地域格差の推移を分析し､最

近では西部大開発プロジェクトなどにより､経済の重心が北部そして西部の方向-移動しつ

つあることを指摘する｡第5章では､西部大開発前後の地域格差の変遷を調査し､西部地

域内の格差は収欽(縮小)する一方､地域間の格差､都市農村格差は発散(拡大)している

ことを示す｡この結果は西部大開発の地域格差の是正効果が限定的であることを実証してい

る｡

第二部は経済体制･政治制度･政府政策の不平等の角度から所得格差の実態と要因を検討

する｡第6章では､都市･農村戸籍という中国特有の政策の経緯およびその影響を詳しく

分析し､この｢目に見えない万里の長城｣が都市部と農村部を隔離し､都市･農村間の大き

な所得不平等を引き起こしたと主張している｡第7章では､深別市を事例として､戸籍制度

によって都市労働市場が二分化されており､農村戸籍をもつ移住者(出稼ぎ労働者)が雇用･

待遇の差別を受け､都市部における賃金･所得･住居･消費の格差が生じていることを検証

している｡第8章では､都市戸籍世帯と移住者世帯間の住居格差が所得格差より大きく､

移住者世帯の増加は都市全体の実質的な所得格差を拡大させたと指摘している｡第9章は､

`cASS人口･労働経済研究所の調査データを利用して学歴別の教育収益率を詳しく推計し､

学歴間での教育収益率の差が大きく､これが所得不平等の主たる要因となっていると主張し

ている｡第10章では､社会学の手法を使い､中国の経済発展における社会階級･階層の変

化およびその所得分布､格差-の影響､さらに格差の社会階級･階層化-の影響を検討して

いる｡

第三部は深別のケーススタディである.第11章では､深桝市の教育と所得の関係を主に

個人単位で分析し,学歴が高いほど所待は高いことを実証している｡第12章では､深別家

計調査に基づき､深別の所得格差は主に｢経済特区｣の優遇政策による地域格差と､戸籍制

度による都市農村格差によることを検証するとともに､ Oaxaca-Blinder分解によって教育

格差が所得格差の約40%を説明することを実証している｡第13章では､混合寡占市場モデ

ルを使って企業の所有形態と所得格差の関係を検証し､市場規模と相対的労働生産性の変化

が経営者の収入格差と労働者の賃金格差に影響を与えることを確認している｡第14章では､

深桝市の貧弱な社会福祉の現状を検討し､社会保障のない出稼ぎや貧困層などの社会的弱者

に対して､セーフティネット構築の必要性を訴えている｡第15章は､環境汚染､改治腐敗､

所得格差など中国政府が直面している問題を取り上げ､深別家計調査の社会意識問題-の回

答を利用し､中国はいま臨界点にいるのかという問題を検証している0

われわれが3年間にわたって国際共同研究を行い､その成果の集大成としてまとめられ
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た本報告書には､四つの特徴があると言える｡

第一に､本報告書の一部の研究は､中国社会科学院経済研究所の中国家計調査(CHIP)､

深別家計調査､全国社会状況調査など､政府による公表統計ではなく､独自の調査により得

られた個票データに基づいている｡

第二は､本報告書の研究が､国際共同研究の成果である点であるo第3章を担当した趨

人偉･中国社会科学院経済研究所教授､李実･北京師範大学教授は中国における所得格差研

究の先駆者であり､第一人者といっても過言ではない｡第6章を担当したジョン･ナイト･

オックスフォード大学教授はイギリスで最も権威のある中国経済の専門家であり､中国政府

の顧問も務めている｡第9章で共同研究したトマス･グリース･ドイツパダボーン大学教

授はドイツでのアジア･中国経済の専門家である｡したがって､本報告は中国の所得格差問

題を研究している専門家･第一人者による共同研究の集大成ともいえよう｡

第三に､本報告書に収録された研究の多くが､学際的な研究成果であることであるo所得

不平等は複合的問題であり､たとえば経済学の観点だけからでは解釈も､また､解決もでき

ない｡本報告では､経済学､政治学､社会学､歴史学､教育学､統計学などの多様な視点を

盛り込みながら､中国の所得不平等の問題-のアプローチが試みられているo

第四に､この研究には学者だけではなく､政府の政策諮問･策定機関の関係者である張軍

拡･国務院発展研究センター･地域発展戦略与地域経済部長,張車偉･社会科学院人口･労

働経済研究所副所長および政策の立案機関の関係者である呉海鷹･全国人民代表大会代表

｢日本の国会議員に相当｣ ･寧夏社会科学院長も参加しているoしたがって､われわれの研

究成果は政府の政策にも反映される可能性をもつ｡

本研究の意義は､中国の所得格差の現状を分析し､その間題の深刻さおよび影響を明らか

にすることである｡もし､これらの問題が速やかに解決されなければ,中国は社会的に不安

定な状態(臨界点) -と加速しながら向かっていく可能性があることを指摘したいoまた､

中国経済が成長するにつれ､その世界経済-の影響はますます大きくなるだろう｡そのため､

中国の不平等は中国だけではなく､世界全体の問題となるであろうQ先に述べたように､所

得の不平等は中国だけで観察される現象ではなく､世界中の国々で見られる現象であるo経

済のグローバル化と自由化が進むにつれ､多くの国の人々は急速な経済成長による所得増加

の恩恵を受けながら､所得不平等の痛みに耐えている｡この意味で､本報告における中国の

所得格差に関する問題の議論は､多くの国における問題解決にも役立つと考えるo
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第1華 中国の経済発展と所得格差

中国の著しい経済成長の｢光｣に対して､所得分配の悪化は高度成長の｢影｣として

国際社会から熱い視線を集めている｡その主な関心は､中国の所得不平等はどれだけ深

刻か､所得分配の悪化がなぜ続いているのか､さらに､所得格差はどこまで拡大してい

くのか､すなわちクズネッツ仮説が示すように､所得の増加により格差は改善に向かう

可能性があるのか､という点に集中している｡これらの疑問に答えるため､これまで多

くの学者､多くの研究機関が中国の統計データを用い,不平等を表すジニ係数､タイル

指数､変動係数などの推計を通し研究を進めてきたoしかし､政府公表の統計データは

一般に信漕性が低く､また､所得統計の不備､高収入者の所得隠蔽や政府官僚の腐敗な

どの問題が存在するため､所得分布の不平等を正確にとらえることは実際のところ非常

に難しい｡

この現状をふまえ､中､米､英､豪､目の経済学者が国際共同研究組織を結成し､中国社

会科学院(CASS)を主体とする研究機関において1980年代から｢中国家計調査｣
(中国語

では｢中国住戸調査｣､英語ではChinaHousehold Income Projectと呼ばれているo以下CHIP

と暗称)が開始され､これまで計3回の全国調査(1988､ 1995､ 2002年)､およびl回の都

市調査(1999年)が行われた｡

本章の分析では､政府の公表資料に加え､ ｢中国家計調査｣のデータを利用することで中

国の所得格差を推計し､中国の不平等の全体像の解明を試みるo

現在中国において問題とされ~る格差には､都市･農村間格差､地域間格差､都市部の格

差､および農村部の格差の四種類が存在しているo都市部の格差の分析は第3章に譲ること

とし､本章では､残りの格差についての綿密な分析結果を示す｡

本章は4節から構成されている｡第1節では､政府の公表データを使い､都市･農村

格差問題が分析される｡第2節では､地域格差問題を取り上げ､その中国の所得格差-の影

響が計測される｡第3節では､ CHIPに基づいて推計したジニ係数を引用し､世界銀行が実

施した推計結果と合わせて､中国全体の所得不平等の時間的推移を示すo第4節では､本章

の分析結果をまとめ､中国の所得格差のトレンドの予測を通し､所得格差のもつ経済･社会

的意味を論じる｡

1.都市･農村格差はなぜ発生したのか

毛沢東時代の中国は｢すべての人を平等に｣というスローガンを掲げ､ 1950年代初頭か
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ら約30年間､社会主義計画経済体制を維持してきたoこの体制の下で都市労働者の賃金は

一律に規定され､長い間据え置かれた｡農村においても人民公社制度の下で､貢献度と無関

係にほぼ平等な農業収入が分配された｡このため､所得不平等はある程度存在したものの､

深刻な社会問題とはならなかった｡ 1)その反面､このような平等の中では勤労意欲がわかず､

国レベルでは生産の非効率が顕著となり､貧困状態から脱出することはなかったoしかし､

郵小平の時代に入り､労働インセンティプを高めるため一部の人々および一部の地域を先に

豊かにする政策､いわゆる｢先富論｣が提唱され､地域間､産業間､職種間などあらゆる分

野で顕著に格差のある所得設定が行われたoその後市場原理が導入され､労働者の賃金､農

民の収入は市場の決定にまかせられることとなり､その結果､工業､農業の生産効率が改善

され高い経済成長は実現したが､都市･農村間､地域間､各階層間での所得格差は拡大を続

け､深刻な経済･社会問題を招く結果となった｡

1.1.都市･農村格差の背景

中国では､繁栄する都市と疲弊する農村の二極化を的確に表した言葉に｢都市は欧州､農

村はアフリカ｣という表現がある｡これは､かつて中国に駐在したドイツの大使が中国の印

象を率直に述べたものであるが､都市と農村の対比をうまく表現しているo

都市･農村間格差は今に始まったわけではなく､じっさいのところ1949年の新中国成立

の時代から始まっていた｡改革開放以降この格差はさらに拡大を示したoその要因はさまざ

まであるが､主に工業重視･農業軽視､都市重視･農村軽視の政策により生じたと言っても

過言ではない｡

政策要因の一つとして､政府の重工業主義戦略があげられるo 1950年代より中国はマル

クス経済学の理論に基づき､旧ソ連の重工業優先の発展戦略を実施し始めたo
1958年から

rlO年でイギリスを追い越す､ 15年でアメリカを追い越す｣というスローガンを掲げて大

躍進運動が開始された｡工業化･都市化が急速に進行する中で､工業を振興し､都市住民の

生活を保障するため､政府は工業製品価格を高く､農産物価格を低く設定する差別価格政策

をとった｡これにより農産物･工業製品価格の｢欽状価格差｣ (価格指数を時系列に図示し

た際､農産物の価格は下向き､工業製品の価格は上向きに変化し､鉄のような形が現れる状

況｡中国語では博刀差｣)が発生し､農民の利益が大きく減り､都市･農村間の所得格差

は拡大した.

もう一つの政策要因は都市･農村間の隔離戸籍制度の導入であるo中国の人口のうち､

1978年以前は約8割､現在でも約6割が農村戸籍をもつo大躍進運動の際､都市-の過剰

移民の防止および都市住民の食料確保のため､政府は1958年から都市住民と農村住民を分

離して管理する戸籍制度(都市戸籍のない農村住民は都市での生活､教育､就職､福祉など

1,しかし､実際には中国は改革開放以前でも平等な社会であったとはいえず､特に都市･農村

間の格差が大きかった｡
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を享受できない制度)を実施した｡このため､ 1990年代末まで都市と農村は隔離され､農

村から都市-の大規模な労働移動は発生しなかった｡しかし､ 1980年代後半から農村労働

力の都市-の移動が条件付きで緩和され､一部の都市において戸籍制度を見直され始めたo

その結果､農村部から大量の出稼ぎが都市部-流入し,その数は1990年代末には7000万人

であったが(南･辞(1999)､ 185頁)､ 2004年には1億2千万人､農村労働力の23･8%に達

することとなる｡ (察(2006)､45頁)｡一方で､このような都市部-の大量の出稼ぎの流入は

都市労働者との競合､社会治安の悪化､都市失業の増加､都市部所得格差の拡大などの問題

を発生させる原因ともなった｡

1.2 都市･農村格差の実態

戸籍制度に加え､農業･農村･農民軽視､工業･都市･都市住民重視の政策により､中

国は二重構造の経済･社会をもつ国となり､都市･農村間格差が拡大した｡図ト1によれば､
■

農村世帯の平均純収入(経営費用､税金などを除いた収入)と都市世帯の平均可処分所得(所

得税､社会保障費用などを除いた所得)の差は1978年時点ですでに2･6倍に達しているo

1978年から農家経営請負制を中心とした農村改革が実施されたため格差は1･8倍に縮′卜し

たが､改革の重点が都市部に移った1984年以降再び拡大し､ 1994年には2･9倍に増大したo

その後､農産物価格の大幅な上昇により格差は一時的に縮小したが､ 1997年の農産物価格

の下落によって再拡大し､ 2005年には3.2倍となった(国家統計局(2006))0

この結果でさえ格差は過小評価されているとの指摘もある｡その理由は､都市部の住民

には医療保険､住宅手当､企業年金､失業手当､最低賃金保障､学校-の財政支援､教育投

資などの福祉･社会保障があるが､農村部の住民には同様の待遇がないためである｡これら

を考慮すれば､都市･農村間の格差は6倍以上となり,中国は最も不平等な社会になってい

る｡･2)

2)都市･農村間格差については現在も論争が続いている｡李･岳(2004)は福祉､教育､政府の

補助金などを含めれば格差は5-6倍になると主張するが､ Sic山arなど(2007)は都市･農村間

の物価､生活水準などに関する差を考慮すれば格差ははるかに小さいと主張する｡ 2002年にお

ける都市･農村間格差は名目値で3.1倍であるが､実質値では2･3倍に縮小する｡

3) ｢三農問題｣は農業･農村･農民問題の略称であり､農業の低生産性､農村の疲弊､農民所得

の低迷を表すものである｡ 1996年に経済学者の温鉄軍博士がはじめてそれを提起したとされるo

2000年に､湖南省の農村幹部が朱鋒基首相(当時)に手紙を送り｢三農問題｣の実態を訴えた

ことを契機に､同問題に対する社会的関心が高まった｡また､ ｢三農問題｣を解決する方策とし

て農業の振興､農村の近代化､農民の所得増と負担減が挙げられる｡
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都市･農村格差は中国全体の所得格差に大きな影響を与えているoその影響の大きさ､

っまり寄与度を測るため､ 1995年と2002年のC=IPのデータを利用し､タイル指数によっ

て都市･農村間格差､都市内格差､農村内格差に分解し､それらの格差全体-の寄与度を計

算している(李･岳(2004))｡その結果､ ･寄与度はそれぞれ43%､ 19%､ 38%となり､都市･

農村間格差は格差全体の4割以上を占め､格差の最大要因であることが判明しているo
(表

トl)

表1-1各種要因の所得格差への寄与度

都市内部 農村内部 都市･農村間

三三度胃散,⊂∃[二∃

…三度事(敬,｢二∃[二∃
資料:李･岳(2004) ｡

中国政府もこの間題の重要性を認識し､農家所得の引き上げを重要な政策課題と位置づけ

た｡第11次5カ年長期計画では､最重点課題は都市･農村間格差縮小のための農村対策で

ぁると強調している｡また､ ｢三農問題｣ (農村､農民､農業の三間題) 3)の解消､農民の負

担軽減のため, 2006年1月1日から2600年続いた農業税制を撤廃した.さらに､農村貧困

の一因はインフラ整備の遅れにあるとして､ 2006年に政府は農村地区の道路建設に1513億

元を投じて32.5万キロメートルを整備するとともに､ 24･17億元を投じて全国の農村部に旅
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客ターミナル4646カ所､バスなどの停留所29300カ所を設置した. 2007年3月の全国人

民代表会議では､今後､西部農村住民の義務教育について学費･雑費を全額免除すること､

都市と農村をカバーする社会保障システムを確立して最低生活保障制度を制定すること､農

村の医療･衛生事業の改革法案を立案することなど､新たな政策を打ち出す予定となってい

る(『人民日報』 ｢海外版｣ 2007年3月18日)｡これにより農民保護の施策が加速され､農

村の相対貧困も緩和されると予想される｡

しかし､工業化､都市化の進展は都市住民の所得を急速に増加させていることから､都市･

農村間格差の解消は容易ではない｡

2.地域格差はどれだけ大きいのか

中国では､計画経済の時代から国土を東部､中部､西部と三つの経済地域に分けているo

東部は主に北京､上海､天津､江蘇､漸江､広東､福建など12の省･市であり､最も発達

した地域である｡中部は河南､山西､吉林､黒竜江,湖北など9の省･市･自治区であるo

西部は重慶市(直轄市)､四川､貴州､雲南､映西､甘粛,青海､新彊､チベットなど10

の省･市･自治区である｡計画経済の下ではバランスに配慮した均衡発展戦略が実施され､

財政投資は各地域に概ね平等に投下された｡また､毛沢東時代には､台湾問題､米･ソとの

対立などの軍事的･政治的理由で多くの国有企業､重工業企業が内陸部に配置されたoしか

し､その結果として資金､管理､技術面の問題で効率的な経済発展ができなかったo
1978

年以降､中国政府は｢先富論｣により棚田のような非均衡的発展(中国語では｢梯度発展｣)

戦略を選択し､国家資金､外国資本､技術､人材を東部に向け､沿岸部に対する優遇政策を

実施した.その結果､東部は優先的発展の恩恵を受けて先進地域となった.このように､東

部は中国の高度成長の牽引車の役割を果している一方､沿岸部と内陸部との経済格差は拡大

している｡

2.1地域格差の推移

表1-2によると､三地域の平均収入の差は東部を100として､中部､西部の指数(割合)

は1980年でそれぞれ68, 57であったが､ 1985年には67､ 55､ 1990年には64､
53､ 1995

年には54､ 44と次第に低下し､ 2000年には44, 35と格差が拡大している｡ 2005年には多

少の改善が見られるが､依然として格差は大きい｡

表1-2 地域格差の推移
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西部

指数(東部-100)

二: ･
･

-
･

資料:国家統計局(2006).

2.2.地域格差発生の要因

地域格差の主な要因は政府による差別的政策､地理的条件､インフラ整備の程度などが挙

げられるが､外資の導入額､輸出志向の有無､郷鎮企業の発達度､国有企業の数､さらには

住民の教育水準の差などにも関連している｡ここでは教育の地域格差に焦点をおいて調べて

みる｡

図ト2は､横軸に各省の1人当りGDP､縦軸に教育指数4)をとり､教育と所得の関係を示

している｡この図によれば､教育と所得の間には正の相関関係がある｡教育指数の高い上海､

北京､天津､漸江,江蘇などの省は1人当たりGDPも高く､逆に教育指数の低い貴州､育

海､寧夏､甘粛､雲南､安徴などの省は1人当りGDPも低い｡このように､低い所得の原

因は低い教育水準にあるものと考えられる｡

教育の地域格差は地理的､歴史的､民族的原因により生じたものとも言えるが､政府の政

策の歪みによることも否定できない｡ 2005年における中央政府から各地域-の教育経費の

配分率は､東部が56%を占めているのに対し､西部はわずか18.6%であり(表1-3)､中央

政府が東部を重視していることは明らかである｡

近年､政府は地域格差の問題を認識し､沿岸部に実施している優遇政策を内陸の一部に拡

張し､ 1992年から開放地域も内陸の多くの地域に拡張してきた｡さらに2001年から西部大

開発プロジェクトを打ち出して地域格差の是正を本格的に始めており､西部-の融資,イン

フラ整備､教育の

普及､技術移転､東部･中部からの支援などが行われている｡その結果､ 2000-2005年に

は西部と東部,中部と東部の格差は次第に縮小している｡しかし､西部･中部の東部との地

理的条件､インフラ整備､資本､人材､技術の差は依然として大きく､格差の本格的縮小に

はかなり時間がかかると思われる｡
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表1-3 中央政府による各地域への教育費の配分(2005年)

省/

地域

東口

教育費

比重

部地域

人口比重 省.自治区

中部地域

教育費比重 人口比圭 省.自治区

西部地域

教育費比重 人口比重

河北 3.93 5.34 安徽 3.ll 4.77 チベット 0.50 0.22

海南 0.56 0.65 河南 4.40 7.31 葺南 3.12 3.47

広西 2.37 3.63 書林 2.21 2､.12 甘粛 1.63 2.02

広東 9.44 7.16 湖南 3.l6 4.93 貴州 1.83 2.91

江蘇 6.94 5.83 湖北 3.43 4.45 四川 4.09 6.40

山東 5.74 7.21 江西 1.86 3.36 圭慶 1.$5 2.18

上海 5.12 1.39 黒竜江 3.07 2.98 新iI 2.07 1.57

天津 1.75 0.81 山西 2.27 2.61 青海 0.43 0.42

福建 3.ll 2.75 内モンゴル 1.92 1.86 辛夏
.0.50

0.46

北京

遼寧

漸江

6.68

3.97

6.39

1.20

3.29

3.82

陳西 2.56 2.90

合計 56.0 43.1 合計 25.4 34.4 合音十 l8.6 22.5

資料:国家統計局(2006).

3.中国の所得格差はどれだけ深刻か

所得の不平等度の計測にあたりよく使われる指標はジニ係数である｡しかし,中国では統

計･所得申告制度の不備などの原因で､全国民を対象とする家計調査が実施されておらず､

全国のジニ係数は推計できない｡国家統計局は1985年から毎年､定期定点調査の方法で都
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市･農村住民のサンプリング調査を行っているが､オリジナルデータが公表されないため､

全国についてジニ係数の時系列は得られない｡最近になり､ Ravallion and Chen (2004)が国家

統計局のデータを利用して全国のジニ係数を推計している｡また､ 2004年より国家発展改

革委員会は統計局の協力を得て､ 1978年からの都市農村別のジニ係数を公表している｡た

だし､これらの推計はいずれもデータおよび推計方法の説明が十分ではない｡特に､政府に

よる推計については所得の定義や調査方法が必ずしも国際基準と一致していないことから､

信頼できるものとはなっていない｡さらに､高収入者の所得隠しや政府官僚の腐敗などの問

題が存在するため､所得分布の不平等を正確に測ることはいっそう難しくなっている｡

このため､ 1980年代から多くの国際機関､国内外の経済学者は家計調査を実施して所得

不平等の実態把握に努めてきた.なかでもCASSのCHIPは信想性の高い調査として評価さ

れている｡ただし､この調査は予算制約などの関係で隔年(1988､ 1995､ 2002)でしか実施

しておらず､連続した時系列データは得られない｡ここでは､政府公表値､ cHIPおよび

Ravallion and Chen (2004)による推計結果をまとめ､表ト4に中国のジニ係数の推移を示す｡

それによると､全国のジニ係数は1978年の0.25から2002年の0.46まで大幅に上昇してお

り､所得格差の拡大傾向は明らかである｡

表1-4 ジニ係数の推移

年次 農村部 都市部 全国

公表値
CHⅠP

公表値
CHIP

公表値
CHⅠP

による推計
E]

による推計 による推計

1978

1979

19$0

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

1995

1996

1997

1998

1999

2000

0.21

0.24

0.24

0.24

0.23

0.25

0.26

0.26

0.29

0.29

0.30

0.30

0.31

0.31

0.31

0.32

0.33

0.34

0.32

0.33

0.34

0.34

0.35

0.34

0.42

0.16

0.16

0.l6

0.15

0.15

0.15

0.l6

0.19

0.19

0.20

0.23

0.23

0.23

0.24

0.25

0.27

0.30

0.28

0.28

0.29

0.30

0.30

0.31

0.23

0.29

0.25

0.27

0.29

0.31

0.29

0.28

0.29

0.29

0.32

0.32

0.33

0.35

0.35

0.37

0.39

0.42

0.43

0.42

0.40

0.40

0.40

0.42

0.44

0.38

0.45
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0.46

資料: 1980-2001年の全国ジニ係数はRavallionand Chen (2004)､ 2002年はUNDP

(2006)､ 5頁によるものである｡都市･農村別のジニ係数は張(2006)によるものである｡家計

調査による推計については､ 1988､ 1995年はKhanand Riskin (2001)､ pp.30-41､ 2002年
は李.岳(2004)によるものである｡

4.中国の所得格差はどこまで拡大していくのか

4.1主な結論

これらの分析から以下の4点が明らかになった｡

(1)都市･農村間格差は全国の格差に対する寄与度が依然として最も大きく､格差問題

の中心である｡

(2)地域間格差は2005年以降多少改善されているが､依然として格差の幅が大きく格差

是正-の道は遠い｡

(3)農村部でも都市部でも所得分布は不平等度を高めている｡最近では特に､都市部住

民内の所得格差の拡大が加速している｡

(4)中国全体として所得格差は大きく､しかもジニ係数は上昇している｡

4.2 所得格差の国際比較

中国の所得格差がどれだけ深刻かを理解するために､ここで国際比較をしてみよう｡表

ト5は各国の近年の所得分配の状況を示す｡これによると中国の不平等の程度がアジアの低

収入国のタイ､インド､ベトナム､バングラデシュより深刻であり､経済成長と所得不平等

の悪例であるフィリピンと並んでいることがわかる｡これが中国の所得格差に注目が集まる

原因である｡

表1-5所得格差の国際比較

順位 国.地域 調査年次 ジニ係数

1 南アフリ力 1993-94 0.593

2 ブラジル 1997 0.591

3 マレーシア 1997 0.492

4 ロシア l998 0.487

5 フィリピン 1997 0.462

6 中国(国家統計局推計) 2000 0.458

6 中国(CHⅠP) 2002 0.454

7 タイ 1998 0.414
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アメリカ

中国(世界銀行推計)

エチオピア

インド

ベトナム

バングラデシュ

インドネシア

ポーランド

韓国

日本

1997

1998

1995

1997

1998

1995-96

1999

1998

1993

1993

0.408

0.403

0.400

0.378

0.361

0.336

0.317

0.316

0.316

0.249

資料:中国のジニ係数は国家統計局(各年版)
､李･岳(2004) o各国のジニ係数はWorldBank

(2001) 0

4.3 中国の所得格差はどこまで拡大していくのか

本章の分析をとおし,中国における所得格差がどれだけ深刻かの解明を試みた｡いったい､

中国の格差はどこまで拡大していくのか｡ここでクズネッツ曲線を利用して所得格差の長期

トレンドを予測してみたい｡

経済成長と所得分配の関係を分析したクズネッツによれば､経済成長の初期段階では,経

済成長の波に乗って資産と所得を増やしたグループと､その波に乗り遅れたグループとの

｢両極分化｣が起こり､経済の不平等度が拡大する｡やがて経済が成熟し､平均所得が高く

なるとともに累進所得税などの分配政策によって､成長の恩恵が低所得層にまでおよび､不

平等度が縮小していく｡この経験則は､国別データを使っても確かめることができる｡一国

の平均所得を横軸に､ジニ係数を縦軸にとると,逆u字の形が現れる｡これをクズネッツ

の逆u字仮説と呼ぶ｡この仮説によれば､一国のジニ係数の変化は上昇期､ピーク期､下

降期の3段階に分けられる｡例えば､日本､欧州の先進国は高収入･低ジニ係数の平等社会

を実現しており､第3段階にある｡これに対して､多くの途上国は第2段階にある｡

クズネッツ仮説は中国に適用できるのか｡これは多くの学者の関心事である｡この仮説は

長期的関係を表すのに対して､改革開放以降の中国経済発展の歴史はまだ浅く､データの制

限もあり十分とはいえないが､中国の所得分配の今後のトレンドを予想するため､表ト4の

データに基づいて中国のクズネッツ曲線を図ト3に描いた｡
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1978年の改革開放から20年余りしか経過しておらず､データ上の制約もあって逆u字曲

線はまだ現れていない.しかし,そのトレンドから､以下の結果が得られる.第一に､ 1978

年の改革開放以来､中国のクズネッツ曲線は上昇傾向を示し､所得格差が拡大し続けている｡

第二に,高度経済成長期に入るとともにクズネッツ曲線は｢悪化期｣を通過し､ ｢ピーク期｣

に向かっているようにも見える｡しかし､ジニ係数の上昇傾向から､クズネッツ曲線はまだ

ピーク期に入っていないと言えよう｡このように､クズネッツ曲線のピーク期を迎えるまで､

中国の所得不平等はさらに悪化することが予想される｡

4.4 所得格差の社会的･経済的意味

以上の分析結果は中国における所得格差問題の深刻さを明らかにしている｡格差の発生源

は経済自由化､グローバル化､経済･産業構造の転換､政府による政策･制度などさまざま

である｡注目するべきは､そのような格差が経済･社会･政治におよぽす影響である｡中国

には｢患貧不患均｣ (貧しきを憂えず､等しからざるを憂う)ということわざがある.以前､

官僚の腐敗､税金の重圧､農民の貧困により農民暴動などの造反運動が繰り返し起こった際､

民衆を動員するスローガンは｢均貧富｣ (貧富を等しくせよ)であった｡こうした過去の歴

史を教訓とすれば､所得格差は社会･政治不安の要因になる恐れが大きい｡特に少数民族が

集中している貧しい内陸部では､地域格差の問題は容易に民族間題に転化する｡官僚の腐敗､

汚職問題に加え､所得格差が経済･社会発展の大きな障害となる可能性は否定できない｡中

国が経済発展を持続させるためには､都市･農村間格差､地域格差の縮小と､農村内部､都
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市内部の貧富格差の是正がきわめて重要であると考えられる｡

(注)教育指数は成人識字率､総合入学率の加重平均値であり､国と地域の教育到達度を示す

重要な指標としてよく使われている｡中国の地域別の教育指数の計算方法については､ UNDP

(2006)､ 128･129頁を参照｡

(醇進軍)
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第2章 貧困､失業と所得格差

中国は｢貧困､失業の絶滅｣というスローガンを掲げ､ 1950年代初めから約30年間､

社会主義計画経済体制を維持してきたことから､個人レベルでは､貧困､失業､所得不平等

は深刻な問題とはならなかった.しかしその反面､一国レベルでは生産の非効率が温存され､

貧困状態から脱出できなかった｡ 1978年の改革開放以来､中国は市場経済化を推し進め､

高度成長を実現した｡この時期のスローガンとなった郵小平の｢先富論｣は､まず豊かにな

れる人､地域から豊かになり､徐々に全国的に豊かにしていくというものだが､その結果､

深酬､上海など一部の沿海大都市は｢先進地域｣となり､企業経営者など一部の人々は豊か

な｢中産階層｣となった｡しかし､高度成長とともに地域間､階層間での所得格差は拡大を

続け､貧困､失業､不平等などが深刻な経済･社会問題となった｡特に近年では､農村貧

困は激減したが､これに代わって都市貧困の問題が浮上している｡これらの問題を検討

する上で､貧困､失業および所得分布に関する政府の統計公表値には問題が多く､問題

の正確な把握が難しい｡本章は政府の公表資料に加え､独自の家計調査データを利用して､

中国における農村･都市貧困率､都市失業率および所得格差を推計し､貧困､失業､格差の

実態を解明する｡また､貧困と失業の関係､貧困･失業と所得格差の関係についても検討す

る｡

本章は4節から構成される｡第1節では全国の農村貧困問題を分析するとともに､中国

社会科学院経済研究所(CASS)の全国家計調査により都市貧困率を推計する｡第2節では

人口センサスおよび家計調査のデータを利用して都市失業を推計し､都市失業と都市貧困急

増の関係を検討する｡第3節では貧困｢失業と所得格差の関係を分析する｡最終節では本章

の分析結果をまとめ､失業､貧困､格差の経済･社会的意味を論じる0

1.貧困問題はどれだけ深刻か

貧困とは､衣食住に事欠くきわめて貧しい人々が社会に存在することを意味する｡ 18世

紀イギリスの人口学者マルサスは､食料は算術級数的にしか増えないが,人口は幾何級数的

に増加すると指摘し､その結果として人口爆発､貧困､犯罪などの問題が発生するという貧

困の因果関係を論じ､人口抑制策を提唱している｡開発経済論においても､貧困は主に低成

長率､低所得､および人口規模と関係があると主張される｡現実の世界でも貧困問題は大き

な関心事の一つとなっており､貧困を抱える途上国は言うまでもなく､先進国や国連,世界

銀行などの国際機関がその撲滅に取り組んでいる｡中でも中国の貧困問題と貧困撲滅対策は
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注目されている｡

1.1.農村部の貧困問題

中国は13億人を抱える人口大国であり､しかも所得水準が低い途上国であるため､貧困

が発生しやすいと考えられる｡所得面からみると､改革開放が始まった1978年での1人当

たりGDPはわずか340ドルであり､ 1990年でも480ドルにすぎなかったo 2004年には

1500ドルを超えたが､世界銀行の基準によればなお低所得の途上国である(World Bank

(2006))｡また､中国の貧困問題には特徴があり,貧困発生の要因として政治的､制度的要

因もある｡例えば､ 1949-1978年の社会主義計画経済時代には､農村人民公社制度の失敗

や国有企業の非効率､大躍進運動や文化大革命などの政治運動の頻発によって､多くの人々

は貧困の中に暮らしていた｡ 1978年の改革開放以降でも都市農村戸籍政策などによって貧

困に陥った人々も少なくない｡

貧困人口や貧困率を推計するためには貧困線の設定が必要である｡しかし､国や地域によ

って貧困線の測定方法が異なるため､貧困の国際比較は難しい｡中国では独自に収入､栄養､

カロリーなどの基準で貧困線を推定している(表2･1)｡これによると､ 1978年時点で中

国農村部の絶対貧困人口は2億5000万人であり､農村人口に占める比率(貧困率)は30.7%

であった｡国際基準(1日の1人当たり生活費が1ドル未満)によれば､ 1990年において

中国の貧困人口は3億6000万人に達している(汝など(2003)､222頁)｡これらの数字は､

中国の農村部には貧困者の絶対数が多く､中国が貧しい途上国であるという強い印象を与え

る｡

表2･1農村部における貧困発生率の推移

年次
貧困人口 貧困発生率

全国(万人) 貧困線(元) (%)

1978 25,000 100 30.7

.1980
22,000 130 26.8

1985 12,500 206 14.8

1990 8,500 300 9.4

1991 9,400 304 10.4

1992 8,000 317 8.8

1994 7,000 400 7.7

1995 6,500 530 7.1

1997 4,962 640 5.4

1998 4,210 635 4.6

1999 3,412 625 3.7

2000 3,209 625 3.4

2001 2,927 630 3.2

2002 2,820 627 3.0

2003 2,900 637 3.1

2004 2,610 668 2.8
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2005 2.5

資料:国家統計局農村社会経済調査司(2006a)､ 14頁､同(2006b)､ 49頁｡

中国政府は1980年代から｢反貧困プロジェクト｣を打ち出し､世界銀行や国際社会の支

援､政府開発援助などを受けて貧困撲滅政策を実施した｡具体的には､貧困県､貧困村の指

定と重点支援､貧困家庭-の補助､貧困

家庭の教育費免除､貧困地域住民の職業訓練など､さまざまな特別政策が行われている｡そ

の結果､2005年には農村貧困人口は2365万人､農村全人口の2.5%にまで減少した｡また､

国際基準によると1990-2002年の間に中国は1億9500万人の貧困人口を減らし､それは

全世界の貧困人口減少数の90%に相当する(WbrldBank (2006))｡近年､政府は社会主義

新農村の建設をスローガンに掲げ､さらなる貧困対策を打ち出している｡これらの成果によ

り､国際社会は中国政府の貧困対策を高く評価し､ ｢中国経験｣､ ｢中国モデル｣と呼んでい

る｡

しかし､貧困率は減少しても貧困人口の数は依然として多い｡また､貧困線の設定は中国

独自の基準であるため､国際基準と比べると過小評価の恐れがある｡世界銀行によれば､

2004年の国際基準で計算した場合､中国の貧困人口は1億2349万人である(WorldBank

(2006))｡さらに､相対貧困や都市住民との格差などの問題もあり,農村貧困の撲滅-の道

はまだ遠いと思われる｡

1.2 都市部の貧困閉居

農村部の貧困が激減する一方､近年では都市部の貧困が急増し､注目されている｡

都市部の貧困は収入基準､栄養基準､カロリー基準で測られるが､中国では｢都市最低生

活保障線｣でも測られている｡最低生活保障の基準は20品目の生活用晶とサービスを貨幣

換算した合計額であり､月額300元前後(現時点では約4500円)である｡これによると､

都市最低生活保障線以下の人口､すなわち貧困人口は1996年の88万人から2000年の382

万人､ 2002年の1930万人に急増し､都市人口の4%に達したo しかし､最低生活保障の

基準は都市や地域によって異なり､地方改府の財政状況にも差があるため､この数字は過/ト

評価であるとの指摘がなされている｡アジア開発銀行は支出標準(国際貧困基準)を使って

都市貧困人口が2001年に3700万人に達したと推計している(ADB(2004))｡また､出稼

ぎなどの移民を都市住民に加えて計算すれば､ 2003年時点で都市部の貧困人口はすでに

6000万人を超え､貧困率は11%に達しているという推計もある(礼(2005)､ 259頁)0

しかし,都市部の貧困問題は新しい問題であり､農村における定期貧困観測のような制度

がないため､時系列データが得られない｡現実の都市貧困の規模を把握するため､ CABS

の家計調査(1988､ 1995､ 1999年)データを利用し,国家統計局の貧困線(収入基準､ 1999

年では2152元)に基づいて北京など6省･市の貧困人口および貧困率を推計した.その結

果､都市貧困率は1988年の3.6%から1995年の5.0%に上昇し､さらに1999年には6.7%
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に上昇している｡また､都市部で働く農村からの出稼ぎ世帯を加えると､都市貧困率は7.4%

にのぼる｡これは政府の公表値4.0%より3.4%も高い(表2･2)｡

2.都市失業はどれだけ高いのか

毛沢東時代の中国では､労働者は｢国家の主人公｣とされ､ ｢誰でも仕事があり､誰でも

飯を食べられる｣という社会主義の理念に基づき､日本の終身雇用に相当する｢鉄製の茶碗｣

(中国語では｢鉄飯碗｣と呼び､鉄製の茶碗は落としても割れないことから､生涯雇用が保

障された,安定した職場を意味する)制度による完全雇用が実施された｡ 1957年の『人民

日報』｢元旦社論｣において､政府は資本主義社会に存在する失業問題を根絶したと宣言し､

1978年までは失業統計さえ作成しなかった｡しかしながら､中国に失業が存在しなかった

とは言えない｡実際には､国有企業や都市部の集団企業には多数の｢偽装失業｣ (disguised

unemployment)､ ｢隠れた失業｣ (bidden unemployment)および｢過少就業｣

(underemployment)が存在していた｡つまり､失業が｢大鍋飯｣ (誰でも飯を食べられる平

等主義)の下に隠れていたのである｡ 1978年からの経済改革､特に1992年から始まった

市場経済-の転換が本格化して以降､国有企業改革が加速し､企業の経営効率が改善される

とともに失業者が大量発生し､隠れた失業問題は顕在化した｡

2.1都市失業統計の問題点

1983年から､中国統計局は国際的統計基準に照合し､ GDP､ 3次産業､失業などの概念

を導入してこれらのデータを公表し始めたが､政府公表の人口･労働などの統計､特に失業

統計には疑問が多く､信懲性が低いとしばしば指摘されている(南･辞(1999)､ Knightand

Xue (2006))｡例えば､政府公表の登録失業統計によれば､都市改革が始まった1984年で

は,都市失業率は1.9%という低水準だったが､ 2002年には4%と倍増した｡

政府の失業統計の問題はいくつかある｡ ①正式に失業登録している者のみが集計される､

②一時帰休者(中国語では｢下向｣)が失業者に含まれていない､ ③データの出所が暖昧で

あり､各省･部門から報告されたものにすぎない､などである｡特に失業問題は地方政府の

幹部の昇進に関連するので､失業の｢隠蔽｣および過少申告という統計上の問題は少なくな

い(E血gbt and Xue (2006))0

2.2 都市失業の推計

正確な失業状況を把握するため､政府の公表データ､人口センサスの結果に加えて､本章

ではCHIP 1988､ 1995､ 1999年のデータを利用して都市失業率を推計してみた｡

表2-3によれば､ 1982､ 1990､ 1995､ 2000年の人口センサスの都市失業率はそれぞれ

4.2､ 4.2､ 7.7, ll.5%である｡これに基づいて推計した1999年の都市失業率は11.7%であ

った｡また､同年の家計調査に基づいて計算した失業率は11.6%であった｡いずれも政府
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の登録失業率の3.1%より3倍以上高い｡この結果から明らかなように､都市失業率は1990

年代に入ってから年々上昇しており､失業問題がしだいに深刻になっていることがうかがわ

れる｡

表2･3 都市失業の推計(1999)

年次

ベンチマーク

(人口センサス)

登録失業 調整失業 推計失業 サーベイ

失業率

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

4.2

4.2

7.7

ll.5

4.9

3.8

3.2

2.3

1.9

1.8

2.0

2.0

2.0

2.6

2.5

2.3

2.3

2.6 3.2

4.0

4.1

4.2

3.1

2.7

2.6

3.0

3.1

3.2

4.3

4.2

4.6

5.3

6.9

9.6*

ll.6*

1994 2.8 3.6 8.3

1995 2.9 4.3 7.7

1996 3.0 4.8 8.8

1997 3.1 51.5 10.0

1998 3.1 4.5 10.8

1999 3.1 4.4 ll.7

2000 3.1 6.8 ll.5

資料: ⅩueandWei (2003)o

注:調整失業率は政府の登録失業に一時帰休者による失業(再就職者を除いたもの)を加え

たものである｡ *はCHIP1995､ 1999のデータ.

2.3 失業急増の要因

失業構造をみると失業の一時的急増の要因が理解できる｡ 1999年の調査によれば､都市

失業者には｢一時帰休｣､ ｢若年層の失業｣ (中国語では｢待業青年｣)､ ｢早期退職｣ (国家o,

規定退職年齢(男性60歳､女性55歳)より早く退職した者)､および｢登録失業｣ (政府

の労働機関に正式に登録している者)の4種類がある.その中では｢一時帰休｣が5.6%で

最も多く(失業全体の48.5%､以下同),次に｢若年層の失業｣が2.6% (22.6%)､ ｢早期

退職｣が2･0%(17.7%)､登録失業が1.3%(ll.2%)と続いている(Knight and Xue (2006)).

したがって､国有企業のリストラによる｢一時帰休｣が都市部での失業増大の主な要因であ

ることがわかる(表2･4)0

失業の根本的原因は労働力の需給バランスにあると考えられる｡国家統計局の資料によれ
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ば､ 1995年の都市部の労働供給､労働需要はそれぞれ1413万人､ 924万人であり､需給

ギャップ(アンバランス)は489万人であったが､ 2000年にはそれぞれ1665万人､ 1009

万人となり､需給ギャップは656万人に拡大した｡また､労働者の主な受け皿であった国

有企業の従業員数は､都市従業員の約4割まで減少している｡さらに､農村部にある郷鎮

企業(農村工業)の雇用吸収力についても､それぞれ250万人､ 1588万人､マイナス407

万人､ 24万人と減少傾向を示している｡

表2-4都市失業の形態

省/ 模本. 登録 若年Fi 一時帰休 早期 合計 有効

失業形態 比率 失業 失業 EZ] 退稚 失業 棟木

遼寧

標本数 ll 74 67 38 190 1,487

比率(%) 0.7 5.0 4.5 2.6 12.8 100.0

江蘇 横木散 9 25 43 19 96 1,280

比率(%) 0.7 2.0 3.4 I.5 7.5 100.0

北京 棟木赦 20 9 17 33 79 1,252

比率(%) 1,6 0.7 1.4 2.6 6.3 100.0

河南 .-.Lう.
14 25 106 13 158 1,031

比率(%) I.4 2.4 10.3 1.3 15.3 100.0

四川 標本数 25 30 99 27 181 1,254

比率(%) 2.0 2.4 7.9 2.2 14.4 loo.0

甘粛 棟木赦 19 35 92 25 171 1,300

比率(%) 1.5 2.7 7.1 l.9 13.2 100.0

合計
j■-うl

98 l98 424 155 875 7,604

比率(%) 1.3 2,6 5.6 2.0 ll.6 100.0

対総失暮の

比率(%) ll.2 22.6 48.5 17.7 100.0

資料: 1999年寺計調査｡

注: r若年層失業J (特集十年)は仕事に就けず､就qL機会を待つ若者のことである｡

労働の需要と供給の増減関係を数字で示すため､就業弾力性(GDPが1%増加すると就

職者数が何%増加するか)を測定する｡表2･5よると,この弾力性は全国では1996年の0.14

から2000年の0.10に落ち込んでおり､労働者の大量増加に対してその吸収能力は大幅に

低下している(察(2006)､ 25頁)｡その一方で､農村労働力の都市部-の移動制限の緩和

により､毎年数千万人の出稼ぎが都市部-流入している｡ 2)これらの農民工は主に建築､

サービス業など都市の人々が嫌う3K労働(きつい､きたない､きけん)に従事しているが､

最近都市部の一時帰休者の増加によって競合関係が生まれている｡

表2-5 就業弾力性の推計
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資料:国家統計局 (2006)

2.4 都市失業対策

中国政府は都市失業問題を経済､政治､社会の安定のための基本問題と認識し､ 1990年

代から雇用対策をとり始めている｡中でも, 1993-2003年に実施した｢再就職プロジェク

ト｣ (中国語では｢再就業工程｣)では､失業保険､失業救済､貧困補助､失業者の職業訓練､

就職斡旋､就職先の優遇,就職しやすい第三次産業の推進など､多くの政策を打ち出してい

る.また､行政面では､中央政府は地方幹部の考査､昇任のための重要な指標の一つとして

失業の減少を義務化している(反面､地方幹部による失業率の過少報告､数字の偽造などの

問題もある)｡その結果､失業者は再就職が容易になり､毎年500万人以上の一時帰休者が

新しい仕事を得るようになった｡

しかし､それでもなお失業問題の解消には至っていない｡というのは､農村労働力の都市

部-の移動制限の緩和により､数千万人の出稼ぎが都市部に流入しているためである｡この

ような出稼ぎ労働者(中国語では｢農民工｣)は主に建築､サービス業など､都市住民が嫌

う3K労働(きつい､きたない､きけん)に従事しているが,前述のようにして増加した都

市部の一時帰休者との競合関係が生まれている｡さらに､最近では失業問題は大学生の就職

にまで影響をおよぼしているo 『人民日報』｢海外版｣(2007年3月17日付)によると､ 芝O仰

年には120万人の大学卒業生が就職できず､ 35%の｢海帰派｣ (海外から帰国した留学生)

が就職難になり, ｢卒業は失業と等しい｣という状況に直面している｡これらから､都市失

業問題は一層厳しさを増しているといえる｡

3.貧困･失業と所得格差との関連性

貧困と失業､貧困と所得格差､失業と所得格差には緊密に関連している｡ 1)この節では､
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cHIPのデータを利用してこれらの相互関係を明らかにする｡

3.1都市失業と都市貧困

都市貧困調査によると､都市貧困者は､主に失業者､退職者､無職者および病人･身体障

害者などからなる｡ただし､最近の家計調査によると､国有企業のリストラによる下南失業

者の急増が都市貧困層拡大の主因であることが明らかになった｡1999年のCHIPによれば､

失業者のいない世帯の貧困率は2.8%であるのに対し､失業者のいる世帯の貧困率は13.2%

となっている｡したがって､都市失業の増加が,都市貧困の一因と考えられる(表2-6)｡ま

た､同表によると､失業者が多ければ多いほど貧困率が上がることがわかり,失業と貧困の

因果関係が明確となる｡

3.2 失業､貧困と所得格差

表2-7は､ 1988､ 1995､ 1999年のCHIPのデータを利用して推計した都市失業､都市貧

困および都市所得格差の推移を示している｡この表によ

表2･6 貧困と失業の関係

世帯類型 標本数/比率 非貧困人数 貧困人数 計

失業者のない世帯 標本数

貧困率

9,129 259 9,388

2.8

失業者のある世帯 標本数
2319 353

2,672

貧困率 13.2

合計
標本数 ll,448 612 12,060

貧困率
5.1

失業者数と貧困率 貧困率 標本数

0人 2,8 9,388

1人 10.5 2,242

2人 23.7 375

3人以上 50.9 55

合計 5.1

資料: Ⅹue andWei (2003)
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表2-7 失業､格差､貧困の推移

省

I...A.I 沖

1 19方 1!荘)

封ヒ率
(lm)

1≦梗i 19方 1≦楳)

熱率

匹ヨ
!過

密ヒ率
(1肝油
l璽≡】19方 1!荘)

雲副葬
(19田--

!迫

封ヒ奔
(1漉--

盟)

北京 42 6,3 LP.6 α186 0.H7 a込垢 &6

Zi6

Q13 all α16 -15,4
狙5

遼寧省 1a6 l2.8 a).6 io.l450.a)1 0.雅 鼠3 a砺 4.ll 5.Z3 7%5 27.3

f.:=rj≡ ll.8 7.5 -一気5
0.162 α219 0.243 鼠l ll.2 n43 a25 0.5) ll.9 l3iO

一■-.T喜
15l 15.3 1.5

1盈2

lo.l94

‖

0.2屯 0.器) a3 a8 7.Z) 7.ま) 9.ll 乙9 21.5

四l闇 &3 144 0_那 0.2BO

9.9

温5

9.S

2め 7.:あ

温8

15).3

甘粛 Ilo l3.2 1α5 α215 0.2器 a劫 10.0 l5.lO &7l -一缶5

6拾p 9.5 ll.6 Zi3 α180 0.Z5 0.2芳 :独9 13.6 a61 4!お a71 3i8 %8

資料: Ⅹue andWei (2003)

ると､ 6省の合計では､都市失業率は1995年の9･5%から1999年の11･6%-と上昇する

と同時に､都市貧困率は1988年の3.6%から1995年の5･0%､ 1999年の6･7%まで増加し

た｡また､都市貧困率､失業率の上昇に伴い､ 1999年のジニ係数は0･256となり､ 1988

年の0.180､ 1995年の0.225に比べて､それぞれ37%､ 14%増加しているoこのように､

貧困､失業と所得格差のには､明確な相互関係が存在する｡

4.主な結論

本章は中国における農村貧困問題を取り上げ､農村貧困人口の激減の結果を評価しながら

も､国際基準で同水準の貧困人口を達成する難しさを指摘したo同時に､ CHIPの調査デー

タにより都市貧困率を推計し､この新しい問題-の関心を呼びかけた｡また､人口センサス

およびCHIPのデータを利用して都市失業率を推計し､失業と貧困の関連性を明らかにし

た｡

これらの分析から以下の3点が明らかになった｡

(1)農村貧困は減少したが､都市貧困(特に都市失業によって生じたもの)が問題とな ＼

っている｡この問題は都市部の所得不平等と密接に関連しており､中国の新しい貧困問題と

して注目すべきである｡

(2)都市失業は政府公表値より約3倍高い｡特に一時帰休による事実上の失業が都市

貧困増加の顕著な要因となり､深刻な経済･政治･社会問題となっている｡

(3)都市失業･都市貧困の増加と同時に､都市部の所得格差は悪化している･｡これは貧

困･失業と格差の間に因果関係があることを示している｡

中国政府は格差問題の重要性を深く認識して､都市失業対策､農家所得の引き上げと税負

担の軽減政策などを実施し始めている｡また､ 2000年から西部大開発戦略を打ち出し､沿

海部の優遇政策の段階的廃止や内陸部-の投資誘致､外需重視の発展パターンから内需重視

への転換など地域格差の是正に向けた本格的な取り組みを始めた｡これらの政策が功を奏す

るかどうかを注意深く見守る必要があるが､地域開発や農村開発が成功しても､それによっ
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て格差が縮小する保証はどこにもない｡都市･農村間､地域間での適切な所得再配分制度を

構築することなしに､所得不平等化に歯止めをかけ､改善することは困難であろう｡

(辞進軍)

(注)

1)その主要な研究成果として､ Griffin and Zhao (1993)､趨･李など(1999)､
Khan and

Riskin(2001)､ Ⅹue and Wei (2003)などがある｡

2)ある研究によれば､ 1997年の時点では7689万人と推定されている(南･牧野(1999)､

115頁)｡
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第3幸 市場化改革と所得格差

過去20数年にわたり中国の所得格差は拡大し続けており､社会に絶えず不安と憂慮をも

たらした｡国民は不公平な所得分配に対して大きな不満を抱いているo不公平な所得分配と

深刻な所得格差を直ちに是正しなければならない､という認識を社会全体が共有しているo

所得格差の要因はきわめて多様であるため､現在の所得格差とその要因をいかに解釈するか

については研究者の間で意見がかなり分かれている｡例えば､分析もせずに所得格差拡大の

要因は市場化改革にあると安易に解釈し､改革開放政策こそが不公平の根源であるとする主

張がある一方､所得分配の多くの問題は不十分な改革に起因しているとする主張もあるoこ

れらの主張に対して単に賛成､反対で結論付けるのは不適切であり､詳細な分析によって問

題に対処するべきである｡本章の問題意識は｢市卿ヒ改革は不公平な所得分配の原因である

か否か｣という点にある｡この間題に答えるため､まず中国の所得格差の推移の特徴を明ら

かにして問題の背景を提示する｡つづいて所得格差の規模に関する見解と問題点を検討するo

最後に､市場化改革と所得格差の関係を論じる｡

本章は4節で構成される｡第1節では最近の所得分布の変化とその特徴を分析するo第2

節ではジニ係数,変動係数などの指数を利用し､所得格差を推計するo第3節では格差の

要因を検討する｡最後に本章の結論を述べる｡

1.所得格差の推移とその特徴

近年の中国における所得格差の推移とその特徴は､以下のようにまとめることができるo

特倣l :所得格差は概して拡大している｡

まず､近年における都市部､農村部および全国の所得格差の推移を見てみようo 80年代

末から90年代初頭にかけて､都市部のジニ係数は0･23ほどであり,改革開放初期より格

差が拡大したが､まだ格差は′J､さかった1)｡しかし､ 2002年には都市部のジニ係数は0･33

に達した(李･岳(2004))｡同時に､高所得層と低所得層の格差がさらに広がったo
2002

年に都市部の所得上位5%が都市部総所得の15%､上位10%が総所得の28%を占めているo

逆に､下位5%の総所得に占める割合はわずか1･2%であり､下位10%は総所得の3%を占

めるにすぎない｡また､都市部上位5%の平均所得は下位5%の13倍近くであり,上位10%

の平均所得は下位10%の約10倍である(李･岳(2004))｡

農村部では2002年のジニ係数が0･37と推計されているo農村部における所得格差の推

移については､多くの研究者が次の二点に関して合意しているo第一に､現在の農村の所得
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格差は改革開放初期より拡大している｡趨･李(1997)によると､ 1978年では農村世帯のジ

ニ係数は0.22であり､ 25年間の経済移行･･発展期を通じて所得格差が68%拡大したこと

になる｡第二に､ 1997年以降では農村における不平等指数は上昇し続けている｡中国国家

統計局の推計では､農村部のジニ係数は1997年の0.33から2002年の0.37-と0.04上昇

した. 2002年に農村部の所得上位5%が農村部総所得の18%､上位10%が総所得の28%

を占めたが､下位5%の総所得に占める割合はわずか1%､下位10%は2.5%にすぎない｡

また､農村部上位5%の平均所得は下位5%の約18倍であり､上位10%の平均所得が下位

10%の11倍以上となっている(李･岳(2004))0

全国の所得格差とその推移については､中国国家統計局が全国のジニ係数を推計しないため､

他の計測結果によって検討せざるをえない｡趨･格里芥(1994)は中国社会科学院経済研究

所(CASS)の所得分配課題グループによる第一回家計調査を利用し､都市世帯について実

物所得と住宅手当､農村世帯について帰属家賃を考慮した個人可処分所得を求め､ 80年代

末における全国のジニ係数を0.38と推計した｡ Khanetal. (1992)は所得10分位のデータ

を利用し､最上位層の所得は最下位層の7.3倍であることを示した｡これに対して,同課題

グループによる2002年の調査結果では､当年のジニ係数は0.46近くに達することが示さ

れた｡また､各所得階層の所得シェアを比較すると､上位5%層および10%層はそれぞれ

総所得の20%および32%を占めている｡逆に､下位5%層および10%層の所得シェアはそ

れぞれ1%未満および1.7%である｡また､上位5%の平均所得は下位5%の33倍､上位10%

の平均所得は下位10%の19倍である(李･岳(2004))0

特徴2 :都市･農村間の所得格差は深刻である｡

都市･農村間の所得格差は絶対的格差と相対的格差の二面から検討する2)｡図3･1に示す

ように､近年､農村世帯の所得増加は都市世帯より明らかに小さく､絶対的格差が年々拡大

している｡都市世帯の一人当たり名目所得は農村世帯より1990年に824元､1995年に1578

元､ 2000年に4027元､ 2004年に6450元も高くなっている｡このように､過去14年間

で都市･農村間の所得の絶対的格差は6倍以上に上昇した｡都市･農村間の物価差を考慮

しても､格差は3倍近くも拡大した｡

都市世帯と農村世帯の所得比率の変動は相対的所得格差の変化を表す｡ 90年代以降､こ

の比率は上昇,下落､上昇と推移している｡具体的には､ 1990-1994年には2.2倍から2.6

倍まで上昇した｡その後､ 1997年には2.2倍まで下落したが､ 1998年から上昇を続け､2000

年には2.5倍､ 2003年には3.2倍に達した｡

さらに､全国の所得格差を都市部内､農村部内､都市･農村間に分けると, 1995年から

2002年にかけて都市･農村間の格差の寄与率は38%から43%-上昇しており(李･岳

(2004))､この急速な格差の拡大が全国所得格差拡大の主要因となっている｡この結果は､

賃金関数を推定し､推定係数を使って不平等指数(ジニ係数､タイル指数など)を分解する

方法(例えばMorduchandSicular(2002))でも確かめられる｡賃金関数に都市･農村ダミ

ーを含めて推定を行うと､都市･農村ダミーの全国のジニ係数-の寄与度は37%となる(Yue
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etal.(2005))｡したがって､都市･農村間の人的資本の格差と世帯構成の差異をコントロー

ルしても､都市･農村間に大きな所得格差が存在するのである｡

図3-1都市･農村世帯の一人当たり名目所得の推移(1991-2004年)

1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

資料: 『中国統計摘要2005』 0

特徴3 :地域間の所得格差は依然として顕著である｡

中国は長らく深刻な地域間所得格差に悩まされてきた｡この間題の背景には歴史的要因だ

けでなく､新たな要因もある｡その一部は､地域内の都市･農村世帯の人口構成の違い､都

市･農村部内における格差である｡農村部内の地域間格差については､ 80年代後半から90

年代初頭にかけて,農村の産業化の過程で格差が拡大したが､ 90年代後半には農業生産の

不振､郷鎮企業の不景気により格差に顕著な拡大は見られなかった｡他方､都市部内の地域

間格差は拡大を続けている｡図3･2に示すように､各省間の都市世帯一人当たり可処分所得

の格差は90年代初頭に拡大し､その後は停滞したが縮小傾向は見られない｡

郵など(2005)は賃金関数の推定に基づく都市世帯所得格差の要因分解分析を行った｡説明

変数には性別､年齢､教育水準､党員､職種,業種､省別ダミーなどが含まれる｡ 1988､

1995､ 2002年のデータの分析結果から,全説明変数は都市世帯の所得格差の32-42%を

説明する｡特に､省別ダミーの寄与率は10-12%に達し､省による地域格差が1/3の説明

力をもち､最大の説明要因となる｡
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図3-2各省間の都市世帯一人当たり可処分所得の格差

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 199920002001 20022003

資料: 『中国統計年鑑』各年版｡

特徴4
:教育水準による所得格差は拡大し続けている｡

所得分配における教育の重要性を示すために､ 90年代以降の都市世帯の教育収益率の推

移を見てみる｡教育収益率は労働市場における教育の評価を表し､それが教育水準とともに

高まれば､異なる教育水準をもつ個人間の所得格差は大きくなる｡図3･3は1990-2002年

における都市世帯の教育収益率を表す｡都市世帯の教育収益率は1990年に2.4%であった

が､ 1995年には約5%､ 2002年には約8%まで上昇した｡このように､都市世帯の教育収

益率は顕著な逓増性をもち､大学教育は高校教育や小学校教育より収益率が高く､格差は学

歴とともに大きくなる｡つまり,学歴差による所得格差は拡大傾向にある｡

また､前述の郵など(2005)による都市世帯の要因分解分析も教育水準の重要性を示して

いる｡ 1988､ 1995､ 2002年のデータを用いた分析結果で､教育水準の所得格差-の寄与率

は各年について3.8%､ 6.7%､ 15.6%である｡教育水準は都市世帯の所得格差の説明要因と

して重要性を増しているだけでなく､都市･農産間の所得格差についても同様である｡また､

Ⅵ1e et al. (2005)は全国の所得格差について要因分解分析を行い､全説明変数はジニ係数の

約60%を説明し､そのうち約20%が教育水準で説明されることを示した｡このように､教

育水準(人的資本)は所得決定において重要性を増しており､その結果､教育収益率の上昇

は異なる教育水準をもつ個人間の所得格差を顕著に拡大している｡ 1995､ 2002年の家計調

査の都市世帯のうち､大学卒業以上､中学校卒業､小学校卒業の個人の所得比は1995年に

1: 1.08: 1.53､ 2002年に1: 1.17:2.21である｡
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図3-3 都市世帯の教育収益率

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2001 2002

注: 1990-1998年の値は李･丁(2003)より引用した｡ 2001､ 2002年の値は2002年世帯所

得調査に基づく｡ 1999年の値は李･丁(2003)の値と2002年調査の値の平均である｡

特徴5 :独占部門･競争部門間の貸金格差の拡大が続いている｡

80年代末から､産業間の賃金格差は拡大傾向にあり､都市部の所得格差を生む重要な要

因となっている｡図3･4に示すように､ 1988-2001年にかけて産業間平均賃金のジニ係数

は0.055から0.134-約1.4借上昇した｡また､タイル指数で測った産業間格差はさらに顕

著に拡大しており､同指数は4借上昇した｡

図3-4 産業間の貸金格差

1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 199920002001

資料: 『中国労働統計年鑑』各年版｡

注.:タイル指数は10倍して表示している｡
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図3-5 独占産業と製造業の貸金格差
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資料:中国発展研究基金会･ UNDP 『中国人類発展報告2005』 0

独占部門と競争部門との産業間賃金格差の拡大は特に顕著である｡図3･5は競争的と考え

られる製造業を1として､いくつかの独占的産業の相対賃金の推移を90年代以降について

表している｡独占産業の平均賃金は顕著に増加しており,製造業との格差が一層広がってい

る｡例えば､ 1990年には金融･保険業の平均賃金は製造業とほぼ同水準だったが､ 2002

年には大幅に上回り､ 74%も高くなった3)0

2.中国の所得格差の規模

最近2年間に多くの研究が中国の所得格差を計測したが､方法の相違もあり､その規模

に関する見解には国内外の学界に合意がみられない｡

この間題の解決には､所得格差に関する正確な計測が必要である｡世帯所得の把握におい

て､中国は最も複雑な国の一つである｡中国は発展途上国であり､移行期にあるため､世帯

所得の構成には発展の特徴と移行の特徴が現れる｡発展の特徴から見ると,都市･農村間に

おける所得構成の相違は他国に類を見ない｡例えば､都市部では貨幣所得が主要であるが､

農村部では自給自足による実物所得が主要である｡また､地域間における発展速度の差は単

位貨幣の購買力の差を生み､それを通じて地域間で名目所得と実質所得の差を生んだ｡移行

の特徴から見ると､計画経済期から続く各種手当により､都市･農村間所得比は引き続き非

常に高い｡例えば､国家公務員は国が規定した給料と手当,地域手当､勤務先からの所得､

実物収入､福祉厚生手当などを受け取る｡これらの二つの特徴により､所得の定義は困難と

なり､学界でも見解に相違が生じている｡したがって､ここでは中国国家統計局による所得

の定義に基づいて比較をしてみる｡
ヽ
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世界銀行のある研究報告によれば､都市･農村問および地域間の生活費の格差を調整すれ

ば､全国の所得格差はある程度縮小する｡例えば､ 2001年の全国ジニ係数は､生活費格差

の調整前では0.447であるが､調整後では0.395に下がる(図3･6参照)o 一部の学者はこ

の点を近年における高いジニ係数の原因として指摘している｡

図3-6 全国ジニ係数に対する生活費､購買力の調整効果

0.20

1981 1983 1985 1987 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001

資料: Ravallion and Cben(2004).

Sicular et al. (2005)はBrandt and Holz (2004)による都市･農村部の生活費の推計結果

を利用して都市･農村間の所得格差を再推計し､ 2002年の都市･農村間の所得比率は生活

費格差の調整前では3.39 : 1だが､調整後では2.38 : 1に下がることを示した｡

都市･農村間や各地域の購買力に基づき､所得格差を再推計することは評価するべきであ

る｡しかし､より適切な所得の推計には別の修正も必要である｡その一つは､ここまで保留

してきた所得の定義に関する修正である｡世帯所得を｢表所得｣と｢裏所得｣に分けると､

これまでに示した所得格差はすべて｢表所得｣に基づくものであり､ ｢裏所得｣を考慮して

いない｡ ｢裏所得｣は主に各種の実物手当および社会保障の貨幣価値を指す｡都市･_農村間

の｢裏所得｣の格差は非常に大きく､それを考慮して所得格差を再推計する必要がある.

羅･李(2005)によると,公共医療､扶養､教育手当などの社会福祉項目を考慮すれば､

2002年の都市部世帯の一人当たり｢裏所得｣は約3600元､農村部世帯のそれは約250元

である｡これらを世帯所得に含めると､都市･農村間の所得比率は3.74: 1に上昇する｡

しかし､ ｢裏所得｣の考慮が全国所得格差-およぼす影響を知るには｢裏所得｣の分布が必

要である｡全国のジニ係数は､ ｢裏所得｣を平等に分配すればo.46となり､ ｢裏所得｣を｢表

所得｣と比例的に分配すれば0.49となる｡

さらに､生活費と購買力の差を考慮するため､ Ravallion and Chen (2004)の調整方法を

利用する｡その結果､都市･農村部間の所得比率は2.65: 1となり､全国のジニ係数は｢裏

所得｣の平等分配を仮定すればo.40､ ｢裏所得｣と｢表所得｣との比例分配を仮定すれば
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0.44となる｡つまり､ ｢裏所得｣を考慮した結果､生活費と購買力による調整はほぼ相殺さ

れる｡したがって､われわれが推計した2002年全国所得格差のジニ係数0.46は､基本的

に中国における所得格差の真実を表している｡

3.所得格差拡大の要因

所得格差の規模について研究者間の合意がないため､所得格差の要因についてはさらに見

解の相違が著しい｡所得格差拡大の基本メカニズム､深刻な要因について十分な分析を行わ

ず､所得格差拡大の要因は市場化改革にあり､市場化こそが所得格差の源泉であると安易な

主張をする研究者もいる｡彼らの認識は､計画経済時代には所得格差が比較的小さかったが､

市場化改革以降に大きな所得格差が生じたという流れに基づいている｡彼らが間違っている

とは言えないが､彼らは所得分配問題の背景にある要因を見落としている｡また､市場メカ

ニズム以外にも､政府による政策､法律などの制度的要因も所得分配に大きく影響すること

を認識しなければならない｡したがって､所得格差拡大の要因のうち制度･政策的要因､市

場メカニズムによる要因､それらの相互作用による要因を分離して理解する必要がある｡さ

らに､趨･李(1997)､李･趨(1999)で示したように､中国は移行期にある発展途上国であ

り､その所得格差の変化は発展と移行の特徴からも影響を受ける｡

所得格差の拡大と経済改革の関係を分析する際､所得格差の拡大は経済改革の責任である

と安易に結論したり､それは経済改革の代償であり仕方がないと安易に主張したりすること

は慎むべきである｡所得格差の拡大は三つに分類して考えるべきである｡一つは効率性向上

-の貢献によるものである｡これは平等主義を打破した結果であり､社会的な公平の原則に

反するものではなく､評価すべき部分である｡もう一つは経済改革のために払わざるを得な

い代償である｡例えば､中国の改革は｢双軌制｣ (二重制度)の下で進められ､この制度を利

用した高利潤追求活動が必然的に発生した.この代償はある程度仕方がないが,最小限に抑

えるべきである｡残りの一つは過大な代償であり､避けるべきものである｡

制度･政策要因と市場メカニズムによる要因を一元的に分析するだけでは十分ではない.

それは､所得格差の拡大が社会的な公平の原則に適合するか否かを検討する必要があるため

である｡そのため､世論の注目を集めた十種類以上の所得格差を表3･1にまとめた｡

制度･政策要因に関して公平と考えられるのは,公務員間､国有企業内の所得格差の拡大

である｡これらは従来の平等主義を打破した結果であり､社会的に容認されるであろう.一

方､不公平と考えられるのは､都市･農村間の所得格差､地域間の所得格差､独占部門･競

争部門間の所得格差､公務員･会社員間の所得格差の拡大である｡

市場メカニズムに関して公平と考えられるは､異なる学歴間の所得格差､技術者･非技術

者間の所得格差の拡大であり､これらは労働市場における人的資本-の報酬の向上を反映し

ている｡また､農村労働者の都市労働市場-の参入に対する規制緩和､農村部の非農業就業

機会の増加は農業･非農業従事者間の所得格差を拡大させたが､公平の部類に属する｡一方､
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不公平であるのは､男女間の所得格差､ ｢暴富階層｣ ･勤労者階層間の所得格差､ ｢弱勢群体｣

の所得低下による所得格差の拡大である｡

同様に,表3-1における所得格差の拡大を生む要因についても公平､不公平による分析が

適用できる｡表3･2に示すように､制度･政策要因に関して公平な拡大をもたらした要因は､

政府､国有企業の賃金決定において導入された競争体制であり､それにより平等主義的な所

得分配を打破した.一方､不公平な拡大をもたらした要因は六つ考えられ､長期にわたる都

市･農村間の分離制度･政策などである｡

表3･1所得格差の拡大要因と公平性

公平 不公平

刺

皮

政

策

要

因

①公務員間の所得格差

②国有企業内の所得格差

①都市.農村間の所得格差

②地域間の所得格差

③独占部門.競争部門間の所得格差

④公務員.会社員間の所得格差

市

場

メ

カ

ズ

ム

(丑異なる学歴間の所得格差

②技術者.非技術者間の所得格差

③農業.非農業従事者間の所得格差

(丑男女間の所得格差

②｢暴音階層｣.勤労者階層間の所得格差

③｢弱勢群体｣の所得低下による所得格差

注:非農業従事者は農村戸籍をもつ農外就労者を指す｡ ｢暴富階層｣は成金(急に金持ちになった者)

を指す｡ ｢弱勢群体｣は失業者､出稼ぎ労働者,貧困農民､障害者など社会的弱者を指す｡

表3･2 表3-1における所得格差の拡大を生む要因

公平 不公平

刺

皮

●

政

策

要

因

①政府､国有企業の貸金決定におけ

る競争体制の導入
①長期にわたる都市.農相分離制度.政策

②生産要素移動の規制

③課税による逆行効果と累退効果

④独占部門利益の保護

⑤公共サービスの差別待遇

⑥官僚の腐敗

市

場

①労働市場の作用による教育収益

率の向上
①市場の歪みによる｢暴富｣機会の増加
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メ

カ

ズ

ム

②労働市場の作用による能力･技能

に対する報酬の向上
②構造調整による一部階層の所得減少

③資本･労働収益の不均衡

表3･1と表3･2に示したように､中国の所得格差の拡大において制度･政策要因は主導的

な役割を果たしている｡その中で最も重要なのは都市･農村間の所得格差である｡というの

は,都市･農村間の所得格差が全国の所得格差に占める割合は非常に大きく､上昇傾向にあ

るためである｡この所得格差は計画経済時代から存続する問題であり､ ｢重工軽農｣ (工業重

視･農業軽視)､ ｢重城軽郷｣ (都市重視･農村軽視)といった伝統的な発展戦略の選択と密

接な関係をもつ｡農村改革開放の初期､市場メカニズムの導入とともに都市･農村間の所得

格差は大幅に縮小した4)｡しかし､その後､農村労働力移動の規制､農村労働力の非農業就

労における差別､公共財政･社会資源の都市部-の偏りを伴う都市･農村分離体制が続き､

都市･農村間の所得格差を深刻化させた. 90年代後半以降､この傾向は強まる一方である.

このように､都市･農村間の所得格差とその拡大は､その多くを制度･政策要因に負ってお

り､政府がその責任を負うべきであり､市場化改革に転嫁するべきではない｡

地域間の所得格差も制度･政策要因により拡大した｡西部大開発の実施以前には､政府投

資を含む大量の資金がより発達した地域-投入され､外資企業の進出も手伝い､経済発展に

おける地域間格差が生じた｡また､中央､地方政府間の財政分配システムが地方利益によっ

て制約されるため､その再分配機能が有効に働かず､地方財政の地域間格差を是正できてい

ない(黄･辿帖(2003)､苧(2004))｡その他には,地方保護主義政策､生産要素の自由移動

に対する規制(特に就職の自由選択-の規制)なども挙げられる｡これらは市場メカニズム

による地域所得格差の是正作用を妨げ､地域間格差を拡大の傾向に導いた｡

都市･農村問および地域間の所得格差は､資源配分によく見られる問題を反映している｡

資源が高度集権的に配分されるのであれば､配分は上から下-実行され､上位の部門や地域

が得る利益は多く､下位の部門や地域が得る利益は少ないのである(例えば､陳(2006))0

独占部門の所得がこの数年間で急速に増加し､所得格差を拡大させている問題も制度･政

策要因と言ってよい｡市場化改革の主な目標は独占部門の打被と競争原理の導入にあるが､

実際には,既得利益の保護のため､部門間の市場化改革の進展度に不均衡が現れてきた｡あ

る部門は独占利益を守るため､権力に訴えて市場化改革を遅滞させたり､その部門に利する

改革だけを支持したりする｡また,現行の分配システムの下では､独占部門の利潤が当該部

門で働く職員の所得と福祉に転換される傾向がある(Enigbt
and Li (2005))｡その結果､

独占部門の賃金は他の競争部門を大きく上回り､所得格差の拡大をもたらした.政府機関と

事業機構の貸金決定にも独占部門と類似する特徴が現れており､その賃金水準は財政の可処

分所得の規模によって定められる5).さらに､独占部門は高い貸金を維持するために参入障

壁を設け､部門間､産業間労働市場の厳しい分割をもたらした6)0

市場メカニズムによって生じた所得格差の拡大のうち､公平な格差の拡大をもたらした要
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因は三つ挙げられる｡一つは､ ｢大鍋軌(平等主義)の打破であるo競争度の高い部門では

市場競争原理が平等主義を打破し､所得分配は労働貢献､個人能力､資質および人的資本を

より大きく反映して決定されるようになった｡この種の格差拡大は効率性と両立しており､

社会的公平性にも矛盾しないため､国民に受け入れられているoもう一つは､人的資本収益

率の上昇である｡人的資本は､正規教育または家庭教育から得た知識と技術､仕事で蓄積さ

れた経験､身体の健康および仕事または職業の移動から構成されている｡この四つの構成要

素は労働生産性と関連をもつため､労働市場において人的資本の収益の決定に影響するoま

た､人的資本の収益は労働市場の競争度とその需給バランスからも影響されるo発展途上国

の場合､高度経済成長期に人的資本が相対的に不足するため､人的資本収益率が上昇し､所

得格差の拡大をもたらす.この種の所得格差の拡大には不公平感は生じない7)o残りの一つ

は､事業機会とリスクの増加である｡市場原理が働く経済ではふつう事業機会とリスクが増

加し､それらはより大きな収益と損失を伴い､所得格差を拡大させるoしかし､この種の格

差拡大に不平を言う人は少なく､より多くの関心と不平が向かうのは､歪んだ独占市場にお

ける暴利行為､権力と私的関係を悪用したリスクのない高収益であるo

市場メカニズムも不公平な所得格差を拡大させないわけではないo成熟した市場経済に比

べ､その初期段階にある中国では､市場の欠落と歪みが深刻化しているoまた､政府が市場

経済の管理において経験不足であることは否めないoさらに､一部の政府管理部門は自己利

益のため､市場を健全化しようとせず､歪んだ市場を悪用して私的利益を増やそうとしてい

る｡その結果として生じた暴利による所得格差の拡大は､国民に受け入れられない不公平な

格差である｡

そのような暴利や不合理な高収入は主に生産要素市場における交易の過程で生まれるo中

国では労働市場に規制や差別が多く存在するほか､資本､土地､天然資源の利用と配分につ

いて基本的に政府が権利を握っており､生産要素市場に十分な調節機能が働いていないoこ

の場合,要素価格が人為的に操作されるため､低価格で生産要素を得られる部門や企業は高

額の利益を容易に手に入れることができるo低価格での生産要素の獲得は高利潤追求の過程

であり,権力と金銭との交易の過程でもあるが､さらに腐敗が生まれる過程でもあるoこの

一種の所得格差の拡大の根本的原因は市場改革の不徹底にあると言えるo
また､経済移行期にある国の多くが経験するように､市場化改革が進むにつれて経済の構

造調整と資源の再配分が生じ､不公平な所得格差の拡大の原因となるo市場改革による構造

調整の過程では多くの労働者が職業の転換を強いられるとともに､失業､下南(一時帰休)､

待業(就職待機)などの不完全雇用も生じるo中国では経済発展が急速であるため､社会保

障制度が整わないまま,このように困難な状況に直面したoこれらの下向や失業は経済構造

転換のための代償と考えてもよいが､問題は誰がこの代償を負担するかであるo経済移行期

の代償は一部の国民が負担せざるをえない.公平な社会であれば､彼らは社会が経済転換を

遂げるための代償を負担したのであるから､社会が彼らに合理的な補償を与えるべきであるo

しかし､補償を実行する段階になると､社会保障制度が整備されていない上､各レベルの政
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府が応急補償に際して財政資金を惜しむため､結局は一部の人々に負担を押し付け､新たな

不公平をもたらした｡このような結果は市場メカニズムの問題とも言えるが､改革を設計､

実行する過程における制度の欠如､そして政府の損失を出さずに効率を追求するという政策

理念にも責任がある.

最後に､市場需給の不均衡も所得格差､所得分配における不公平をもたらす｡最も代表的

な例としては､労働市場における過剰供給が､所得分配において労働を資本より不利な立場

に追い込むことが挙げられる｡労働者の基本権利に関する保障が整備されておらず､労働者

が自らの利益を守る組織をもたない状況では､労働者はさらに不利になる｡農民工を中心と

する非熟練労働者はまさにその状況に置かれている｡農村に大量の過剰労働力が存在し､農

業収入が非常に低い状況では､都市-出稼ぎに向かう機会費用は非常に低く､出稼ぎ所得は

生活改善にとってきわめて重要となる｡家庭の幸福のため､子供の未来のため､資本に屈す

るしかない｡このような労働者の不利な立場は資本側の自己管理では改善できず､外部から

の管理が必要である｡それがこの種の所得分配の不公平を正すための最緊急課題であり､労

働者の権利を保障する法律などを制定するだけでなく､労働者による組織の結成も認めるべ

きである｡このように考えれば､労働と資本の不公平な分配関係も市場メカニズムの問題だ

けではなく､政府の責任として認識されるべきであろう｡

所得格差の拡大を分析せず､市場化改革の責任に帰するのは実事求是(事を実にし､是を

求む)の態度ではない｡以上の分析より,所得格差拡大の諸要因のうち､計画経済体制が残

した制度と政策､部門と地方の利益のために制定された市場経済原理に反する制度と政策､

市場の欠落と歪みに対する政府の無策､資本の管理不足が最も重要な要因と言える｡市場化

改革の進行によって生じた格差には公平な要素､不公平な要素があるが､不公平な要素は政

府の不当な行為と密接に関連している｡

4.主な結論

過去30年近くの経済発展および移行期にわたり､中国における所得分配の構造は急激に

変化し､所得分配に関する公平性がますます問われるようになり､学界もマスコミも所得格

差の拡大と分配の不公平の原因について深く考えるようになってきた｡しかし､その原因は

多岐にわたるため､認識における偏りが生じやすい｡本稿は近年における中国の所得格差の

推移を実証し､学界における二つの論争点を検証した｡

中国の所得格差の規模については､過大評価と過小評価をもたらす二つの要因の存在を指

摘し､その両方を総合すれば､現在の推計結果には大きな誤差がないことを確かめた｡した

がって､中国はすでに所得格差の高い発展段階にあり､所得格差のさらなる拡大は社会に多

大な負の効果をもたらすため､政府はこの問題を十分に認識するべきである｡

所得格差拡大の要因については､市場化改革に責任を押し付ける主張は安易であり､主要

な要因を見落としていることを指摘した｡経済における市場化改革が急速に進む中で､それ
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に対応して政治体制の改革､政府機能の転換､政府の権限-の新たな制限､官僚の行動に対

する制限がない限り､市場化改革は計画どおりには進まない｡目標とした競争的市場は実現

せず､独占的市場､権力に支配される市場､歪んだ市場が残る｡また､目標とした各生産要

素が公平な分配を受け取る経済は実現せず､権力と資本が著しく有利となる不公平な所得分

配が残る｡さらに､目標とした社会主義市場経済から｢権貴資本主義｣ -と変質する恐れも

ある(呉(2004))0 ｢権貴資本主義｣の市場経済では､少数の者が多大な利益を受け取り､

社会全体の多数の者は豊かになれない｡所得分配に関する当面の問題は､ある意味では､中

国が長らく実行してきた｢一足実､一足虚｣の改革モデルの弊害である8)｡このように､所

得分配の不公平問題は､いかに所得の再分配を行うかにとどまらず､経済､社会､政治のす

べての面に関する課題である｡

本稿の分析は､所得分配の不公平の裏に権利の不平等と機会の不平等が隠されていること

を示した｡この意味では､所得分配の不公平の解決は長期間を要し､困難をきわめる課題で

あり､表面的な所得再分配政策のみならず､権利と利益の再編にも関係している｡市場経済

の下ですべての人々が平等な政治･社会･経済的権利(平等な社会保障､創業･就業の機会､

職業選択･移動の権利と機会など)を享受できる社会をいかに作るかという問題は､移行期

にある国が直面せざるをえない問題である｡また､平等な権利と機会の実現は財政体制､社

会保障体制､就業制度､教育制度､医療衛生体制など多方面の改革に関連する｡すなわち､

所得分配の不公平問題は､改革を社会､政治分野にまで深化させることにより､はじめて根

本から解決できるのである｡

(注)

*本章は李が執筆し､趨が討論･修正したものである｡呉敬漣氏､張間敏氏､韓朝華氏から有益

なコメントをいただいた｡この場を借り,御礼申し上げる｡

1)中国国家統計局によれば､ 1980年代末に都市世帯の所得不平等は改革開放初期より大きく､

ジニ係数は当該期間に40-50%上昇した(任･程(1996))｡実物所得と各種の実物手当は所得格

差の計測結果にほとんど影響しない.例えば､中国国家統計局は1988年における都市世帯の貨

幣所得のジニ係数をo.23と推計した｡一方､中国社会科学院経済研究所の所得分配課題グルー

プも､貨幣所得と実物所得を含めた個人可処分所得のジニ係数がo.23 という同じ結果を得た

(趨･格里芥(1994))0

2)ここでの所得とは､中国国家統計局による都市世帯可処分所得と農村世帯純所得の定義に基

づいている.それらの比較可能性については後述するo

3)第10次五カ年計画の時期には､電力､ガス､水道､鉄道､通信業の賃金増加率は第9次五カ

年計画の時期より3-5%高い｡第10次五カ年計画の時期に金融･保険業の賃金増加率は約20%

にも達している.党･政府機関と社会団体の賃金増加率は18%を超え､第9次五カ年計画の時

期の水準を大きく上回っている(孔浬源編『中国居民収入分配年度報2005』第11頁)0

4)都市世帯と農村世帯の一人当たり所得比は1978年の2.6:1から1983年の1.8:1まで減少した
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(『中国統計摘要2005』第102頁)0

5)党･政府機関と事業機構の賃金水準の増加率は独占部門より低いが,一般の部門より明らか

に高い｡例えば､ 1990年に党･政府機関と事業機構の平均賃金は都市平均賃金より1.3%低かっ

たが､ 2003年には13%も高くなった｡また､製造業の平均賃金と比べ､党･政府機関と事業機

構の平均賃金は1990年に2%高かったが､2003年には27%も高くなった｡ (『中国統計年鑑』2004

年版)0

6) cASSの所得分配課題グループの研究結果によれば､ 1995年に比べ､ 2002年に独占部門､党･

政府機関と競争部門との間の平均賃金格差は大幅に拡大した｡また､要因分解分析において､市

場分割の格差拡大-の寄与率は顕著に上昇した(Dimurger et al (2006))o

7)教育は二つの面を通じて所得分配に影響する｡一つは教育水準の格差であり､それは教育機

会の差異を反映している.もう一つは教育収益率の水準である.教育水準の格差を一定とした場

合､教育収益率の上昇は異なる学歴をもつ個人間の所得格差をもたらす｡しかし､この種の所得

格差拡大に対する容認は､教育機会における不公平を認めることではない｡現在､最も重視すべ

きなのは教育機会の平等であり､それを通して教育による所得格差を縮小するべきである｡

8)移行期の国において､移行とは経済制度の転換だけではなく､政治制度の転換も意味する｡

経済改革と政治改革を移行期にある国の社会経済の進歩の両足と喰えれば､経済改革を重視する

一方で政治改革を軽視する､あるいは経済改革のみを遂行する一方で政治改革を行わないような

改革モデルを｢一足実､一足虚｣の改革モデルと呼ぶ｡

(李実)

参考文献

陳志武(2006) ｢国有制和政府管制真能促進平衡発展咽｣ 『経済観察報』1月2日｡

郵曲恒･李実･岳希明･魂衆(2005) ｢中国城鎮職工工資収入差異:基於回帰方程的分解分析｣

課題組研究報告､中国社会科学院経済研究所｡

黄凧華･辿帖克(2003) 『中国:国家発展与地方財政』､中信出版社｡

貫康(2004) 『地方財政問題研究』､経済科学出版社｡

李実･丁賓(2003) ｢中国城鎮教育収益率的長期変動趨勢｣ 『中国社会科学』第6期､ 58-72

貢｡

李実･岳希明(2004) ｢中国城郷収入差距調査｣ 『財経』第3/4期合刊､ 1･7頁｡

李実･超人偉(1999) ｢中国居民収入分配再研究｣ 『経済研究』第4期､ 3･17頁｡

羅楚亮･李実(2005) ｢城郷居民収入差拒的佑算｣課題研究論文､中国社会科学院経済研究

所｡

任才方･程学斌(1996) ｢瓜城鎮居民収入看分配差距｣ 『経済研究参考』第157期o

呉敬漣(2004) ｢市場経済応防止陥入権貴資本主義｣ 『決策与信息』第1期｡

故人偉･格里芥(編) (1994) 『中国居民収入分配研究』中国社会科学出版社｡

趨人偉･李実(1997) ｢中国居民収入差距的拡大及其要因｣ 『経済研究』第9期｡

44



Brandt, Loren and Carston A. Holz (2004) "Spatial price diaerences in China:

Estimates and implications", unpublished manuscript, University of Toronto.

D6murger, Sylvie, Martin Fournier, Li Shi and Wei Zhong (2006) "Economic

liberalization with rising segmentation on China's urbanlabor market'', paper

presented in the Asian Economic Panel Meeting, Seoul, March 20･21.

Khan Azizur Rahman, Keith Griffin, Carl Riskin, Zhao Renwei (1992) "Household

lncome and Its Distribution in China", The Cn)'Da QuazleLly, No. 132, pp.

1029･1061

Knight,John and Shi Li (2005) "wages, Firm Profitability and Labor Market

Segmentation in Urban China", C占)'Da EcoDOm)'c ReT77'ew, 16, pp. 205-228.

Morduch, Jonathan and Terry Sicular (2002) "Rethinking lnequality Decomposition,

with Evidence from Rural China", EcoDOm)'c Joumal, 112, pp. 931106.

Ravallion, Martin and Shaobua Cben (2004) "Cbina's (Uneven) progress against

Poverty.', World BaDh Pal)'cy Reseamh Work)'Dg Papez･ No. 3408.

Sicular, Terry, Ⅹiming Yue, Bjorn Gustafsson and Shi Li (2007) "The Urban･Rural

lncome Gap and Inequality in China", Revl'ew of hcome and Wealth, 53, (1),

pp.93･126.

Yue, Ⅹiming, Terry Sicular, Li Shi and Bj6rn Gustafsson (2005) "Explaining Incomes

and Inequality in China , project paper,
CASS.

M

45



第4草 地域経済の発展と地域格差

2004年以来､中国経済には二つの傾向が観察される｡すなわち､地域格差の縮小と経済

重心の北-の移動である｡これらの傾向の発生原因を明らかにすることは､中国において地

域経済が発展していく構造を把握する上で非常に重要である｡本章は,最近のデータを利用

して､ジニ係数の推移の観察とタイル指数の分解を行い､中国地域経済の最新の変化を分析

する｡また､西部および北部のエネルギー開発ブーム､経済構造の重工業化の動きを分析し

ながら､地域格差拡大および縮小の要因を検討する｡

本章は4節で構成される｡第1節では､中国における地域格差の歴史的変遷および最近の

動向を分析する｡第2節では､中国経済の｢-そ｣ (中国語では幾何重心)の歴史的トレン

ドおよび最新の動きを研究する｡第3節では､中国地域経済の構造変化および要因を分析す

る｡第4節では､簡単な結論を述べる｡

1.地域格差の変遷および最新の動向

1.1地域格差の変遷

中国の地域格差は､ 1978年の改革開放政策の実施以降一旦縮小したが､その後拡大した

という特徴が見られる｡この点を確かめるため､地域格差の計測にしばしば使われる､省レ

ベルの一人当たりGDPを用いたジニ係数を計算し､その結果を図4-1に示す｡

図4･1からわかるように､地域格差の推移の傾向は,改革開放初期の1978-1989年と､続

く1990-2004年とでは異なるo 1978-1989年においては､地域格差は基本的にはゆるやか

な縮小傾向が続き､ジニ係数は1978年の0･35から1989年の0.32-0.03ポイント下落した｡

この時期に地域格差が縮小した主な原因としては､改革開放の初期に大規模な農村改革が成

功したこと､中西部地域の農村経済が急速に成長したことが挙げられる｡

1990-2004年においては､それまでとは一転して地域格差は持続的にかつ大幅に拡大し､

ジニ係数は1990年の0･33から2004年の0･39-0.06ポイント上昇した｡この時期に地域格差

が拡大した主な原因は､東部､沿海地域における非農業部門が地域優遇政策によって急速に

発展したのに対して､中西部地域の発展が相対的に停滞したことによる｡

1. 2 地域格差の最新の動向

図4-1におけるジニ係数の推移からわかるように､最近2年間において地域格差は縮小す
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る傾向が見られる｡数字で示せば､ジニ係数は2004年の0.39から2006年の0.38に下落した｡

縮小幅はかなり小さいが､ 1990-2004年における地域格差の持続的かつ大幅な拡大傾向は

この2年間で抑制されている｡

地域格差を縮′トさせる直接の原因は､四大地域(プレート)間の格差1)と東部地域内の格

差が同時に縮小したことである｡この点を確かめるため､タイル指数2)を利用して地域格差

の分解を行った結果が図4･2に示されている｡

図4-1省レベルの一人当たりGDPから計算したジニ係数の推移
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料:中国統計局(各年版)0

図4-2 タイル指数による地域格差の分解結果

i

l

∬lll

資料:中国統計局(各年版)0

図4-2によると､ 1978年以来､四大地域間の格差と東部地域内の格差との合計は格差全体

のほぼ9割を占めており､また､中国において地域格差が持続的に拡大してきた主な原因は
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両者の拡大であった｡例えば､ 2005年における四大地域間の格差は全体の55.4%､東部地

域内の格差は全体の41.5%を占めた｡図4-2からわかるように､改革開放以来､四大地域間

の格差は上昇し続けてきた｡また､東部地域内の格差は1993､ 1994年まで縮小し､その後

拡大し始めた｡これらの相対的関係では､ 1991年以前は東部地域内の格差が四大地域間の

格差より大きかったが､その後､後者が最大の格差要因となった｡

図4-1において地域間格差が最近二年間で縮小する傾向がみられたのは､図4･2において最

大要因である四大地域間格差が若干縮小したためである｡しかしながら､これらの結果から

中国の地域間格差が縮小傾向に転換したと判断するのは早計である｡というのは､省レベル

の一人当たりGDPについて最大値と最小値の差を観察すれば､地域間格差は縮小している

とは言えないからである｡したがって､地域間の協力による西部の経済発展を促進し､地域

格差を縮小する道は､まだ遠いと言えよう｡

2.中国経済の｢-そ｣の移動

2. 1. ｢-そ｣の時間的移動

経済の｢-そ｣とは､その経済における地域間経済力が均衡する点であり､一国における

経済の中心的位置を示す｡中国経済における｢-そ｣の移動は､ 1978-2006年について図

4-3に描かれている｡

図4･3 中国経済における｢-そ｣の移動

図4･3によると､改革開放から2003年までにおける中国経済の｢-そ｣の移動は､四段階

に分けることができる｡
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第一段階は1978-1984年までの｢転回段階｣である｡この段階では､都市､農村双方に

ぉける改革が十分に進まず､東南沿海地域の発展も十分ではなかった｡また,改革や発展の

重点はどちらかといえば農村が中心であった｡

第二段階は1985-1991年までの｢強南下段階｣である｡この段階では､対外開放･外資

誘致政策が成功を収めたこと､珠江デルタ地域における加工貿易産業が急速に発展し､中国

南部の経済力が急速に強まったことが指摘できる｡

第三段階は1992-1996年までの｢強南偏東段階｣である｡この段階では､珠江デルタ地

域が継続的に中国経済を牽引すると同時に､上海浦東開発政策の実施により､東部沿海部が

急速に発展し始めた｡

第四段階は1997-2003年までの｢弱東偏北段階｣である｡この段階では､上海を筆頭に

東部沿海部が全域的に発展し､経済規模においてこの地域が全国に占める割合は急速に上昇

した｡さらに､この時期には北部沿海地域に経済発展の動きが見られるようになったo

2. 2. ｢-そ｣の最新の動向

2004年以来､中国経済の｢-そ｣の軌跡に再び顕著な方向性が現れた｡それは｢強北偏

西｣の傾向と言えよう｡この傾向は､これまでの中国における北から南-､西から東-と進

んできた経済の中心の移動に歯止めをかける､注目すべき変化である0

｢へそ｣を北-移動させる直接の原因としては､中国が高度経済成長を遂げる中で､東南

沿海地域の成長率が相対的に伸び悩む一方､北部沿海地域と中西部地域の成長率が顕著に上

昇したことが挙げられる｡

図4･4からわかるように､ 2002-2006年までの5年間に中国経済は9-11%の高成長率を

維持した｡このような高度成長の中で､各地域の成長は次のような特徴を示した(表4･1を

参照).第一に､北部地域に属する内モンゴルの成長率は5年連続で第1位となっている.第

二に､天津､山東省､遼寧省､河北省などの環勃海地域の成長が顕著である｡中でも､天津

と山東省の成長率は2004-2006年において全国上位5位に入っている｡第三に､河南省､

江西省､広西省､四川省､陳西省､山西省､安徽省を含む中西部の成長率が顕著に上昇した｡

最後に､江蘇省を除く､以前からの沿海先進地域(特に上海､北京､折江省､福建省､広東

省)の成長率は適度に下落した｡

以上の特徴が現れた結果､図4･5に示すように､東部沿海地域と他地域との成長率の差は

顕著に縮小した｡
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図4-4 全国の経済成長率の推移
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表4･1省,直轄市,自治区のGDP成長率(%)

2002年 2003年 2004年 2005年 2006年

内

13.2

内

17.6

内

20.9

内

23.8

内

18.0モンゴル モンゴル モンゴ′レ モンゴル モンゴ′レ

山西 12.9 山西 14.9 天津 15.8 山東 15.2 書林 15.0
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資料:中国統計局

3.新たな経済発展段階-の移行と地域発展の変化

上述のように､最近の中国の経済成長においては北部沿海地域と中西部地域が急速な成長

を遂げた｡その原因としては､中国が新しい経済発展段階-移行したことに伴い､これまで

とは異なる需要構造が生じ､北部沿海および中西部地域はこの需要構造に対して比較優位を

もっていたことがあげられる｡逆に､それまで順調に成長していた東南沿海先進地域は新た

な問題に直面して停滞した｡ここではこれらの点についてくわしく検討する｡

3. 1.中西部地域の発展
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21世紀に入り､所得水準の向上により中国における国民の消費構造は急激な変化を示し

た｡その一つの特徴は､それまで消費の中心であった衣服､食料品などの非耐久消費財が消

費支出に占める割合が顕著に下落したのに対して､自動車や住宅など-の支出が急速に上昇

したことである｡また､都市化が急速に進み,鉄鋼､機械､建築材､加工材などの需要が急

速に増加した｡さらに､中間製品の需要と生産が大幅に増加したため､石炭､石油､電力な

どのエネルギー需要が大幅に増加した｡

このような需要構造の変化を受け､ 2003年以来､石炭､電力､鉄鋼､非鉄金属､石油化

学工業など､採掘･資源産業が急速に成長した.その結果､豊富な資源を保有する省は大い

に経済成長の恩恵を受けた｡各省･直轄市における主要産業が経済成長に貢献する規模によ

り､最近3年間でGDP成長率が高い省･直轄市を三つに分類できる｡表4･1は三種類の地域

発展の特徴をまとめている｡

第一のグループは内モンゴル､山西､河南､陳西､広西から構成される中西部の新興地域

である｡これらの地域に共通する特徴は､資源･エネルギー関連産業が地域経済の大きな構

成要素となっていることである｡とりわけ､非鉄金属採掘産業の製錬･加工､石炭､石油､

天然ガス化学工業などの産業は産業規模も大きく､集中的に分布しており､急速な成長を達

成した｡その結果､中西部新興地域の経済成長率の順位は急上昇した0

第二のグループは江蘇､漸江､広東､上海､北京から構成される東部沿海先進地域である｡

これらの地域に共通する特徴は､製造業が発達しており､特に電子､通信設備製造業､金属

製造業､汎用設備製造業などが重要な位置を占めていることである｡

第三のグループは天津､山東､河北､遼寧を中心とする沿海新興地域である｡河北と遼寧

の特徴は第一グループの地域と似ている｡天津と山東の特徴は第一･第ニグループの中間的

位置にあり､急速な成長はエネルギ｣原材料産業や製造業の発展によっている｡

このように､最近3年間においてGDP成長率が上位に位置する省･直轄市は新たな需要構

造に比較優位をもっている｡中西部の場合､主として資源･エネルギー関連の急激な需要増

に対応する産業が急速に発展したといえる｡また､政府が実施した｢西部大開発｣､ ｢中部決

起｣戦略(地域格差を是正するために､湖北省などの長江流域の中部地域を優遇政策で発展

させる戦略である｡中国語では中部堀起)もこれらの地域の急成長を後押しした｡

3. 2.北部沿海地域の発展

東部地域における第三のグループとして成長を期待される北部沿海地域では､珠江デルタ

地域､長江デルタ地域が急速に成長した後､地理的位置､土地資源､新しい産業､新たな投

資の誘致などに関する比較優位を生かした発展を続けている｡特に,北京や天津は人的資源

が桐密であり､科学技術も非常に発達しているため､ハイテク産業の発展に有利であり､新

しい経済構造にも適応している｡このように､北部沿海地域は先進地域の発展経験を教訓と

し､地理的優位性を生かすことにより､中国経済の発展において重要な役割を担うまでに成

長してきた｡この地域の発展は南北経済の調和的発展をめざす政府の戦略とも合致している｡
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3. 3.東南沿海先進地域の停滞

1990-2002年の期間と2003-2006年の期間を比較すると,前者の期間において成長率が

上位10位以内の省､直轄市は､その大半が東部沿海地域に集中していたo特に､福建､広

東､漸江､江蘇(すべて東南沿海地域)は成長率が14%を越える高成長を記録した｡しか

し､後者の期間では成長率の順位に顕著な変化が生じた｡すなわち､内モンゴル､天津､山

東といった新興地域が上位に現れ､それらの成長率はやはり14%を越えた｡

このように､以前に急速な成長を達成した地域である上海､北京､漸江､広東などの成長

率は最近年では鈍化している｡その原因としては､エネルギー原材料価格の持続的上昇､土

地の需給逼迫､人件費の上昇､国際貿易紛争の増加といった問題が考えられる｡

4.今後の地域格差の展望

地域格差の縮′トおよび経済重心の北-の移動は中国経済に現れた新しい変化であり､地域

発展における不均衡の改善という重要な意味をもつ｡この変化が将来的に持続するのか､一

時的な現象にとどまるのかについて現時点で定説はなく､今後とも観察していく必要がある｡

今後の地域発展においては､以下に述べる｢三つの力｣が中国経済の重心と地域格差に影

響をおよぼすと考えられる｡以下ではそれぞれについてくわしく検討し､今後の地域格差の

展望を与える｡

第一の力は､資源･エネルギー産業と重化学工業の発展である｡中国が先進国並みの消費

構造をもち､都市化が進むまでにはなお相当の時間が必要である｡そのため､この経済発展

に伴う資源･エネルギー-の強い需要は当面(少なくとも10-15年)持続するであろう.

したがって､中長期においてエネルギー原材料および関連産業には引き続き大きな発展が期

待できる｡産業成長の周期という観点では､ 2003年に始まる石炭､電力､石油,交通の全

面的な需給逼迫は､資源･エネルギー産業と重化学工業-の投資を急速に増加させ､新たな

景気の周期をもたらしたといえる｡投資のピークはすでに越えたが､生産能力の全面展開に

はなお時間が必要であり､天然資源を豊富に保有する中西部地域は高度成長を持続できると

思われる.したがって､中短期(2-3年)的に経済のiJLは引き続き北-移動し､地域格

差も縮小するが､移動および縮小の規模は小さくなると予測される｡

第二の力は､沿海地域における産業構造の調整とサービス業の発展である｡ 2005年の中

国経済において､サービス業がGDPに占める割合は39.9%であった｡この水準は先進国の

平均70%よりはるかに低いだけでなく､途上国の平均45%より低い｡したがって､中国が

先進国並みの経済構造-移行する過程において､サービス業は急速に発展していくものと思

われる｡また､先進国におけるサービス業の一部は将来的に途上国-アウトソーシングされ

ると考えられ､中国におけるサービス業は一層発展する可能性がある｡さらに､ WTO加入

の過渡期を越えれば､サービス市場は開放および融合され,新たな国際資本の投資先となる
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可能性がある｡その場合､東部地域はその地理的優位性､他地域より急速なサービス業-の

需要増を生かすことができ､サービス業の急速な発展を実現できる可能性が高い｡このよう

なサービス業の発展は､中長期的に東部と他地域との格差をさらに拡大させる可能性も否定

できない｡

第三の力は､重化学工業以外の製造業の発展および地域間移動である｡これらは長期的に

は地域格差を縮小させると考えられるが､その影響の規模､実現に必要な時間については明

らかではない｡過去20年間にわたり､製造業は東部地域の成長の原動力であった｡現在､

製造業は継続的に中西部-移転しているが､その速度､質､規模はまだ十分なものとはいえ

ない｡

以上に説明した三つの力のうち､第一の力と第二の力は固定的な地域性を強くもっている｡

すなわち､資源･エネルギー産業は主として中西部(特に北緯36度線付近)に集中してお

り､サービス業(特に現代サービス業)は主として東部に集中しており､地域間の移動は容

易ではない｡したがって､これらの二つの力は､地域固有の産業の成長速度と経済力の大き

さを通して中国経済の重心と地域格差の変化に影響を与えることになる｡他方,第三の力は

地域間の流動を伴うため､政府による適切な政策が実行されれば､製造業の地域間移動が促

進され､地域格差の改善に役立つ｡

(張軍拡)

(注)

1)ここでいう四大地域間格差とは, ｢東部沿海地域｣､ ｢東北地域｣､ ｢西部地域｣､ ｢中部地域｣

について計算される地域間格差の合計のことを指す｡改革開放政策が実施されて以降､中央

政府が公表し､実施した地域ごとの発展戦略と政策により､中国全土は4つの地域に分類

されてきた｡ ｢東部沿海地域｣は北京,天津､上海の3つの直轄市と河北､江蘇､漸江､福

建､山東､広東､海南の7つの省で構成され,東部率先発展の戦略および政策が実施され

ている｡ ｢東北地域｣は遼寧､吉林､黒竜江の3つの省で構成され､東北旧工業基地振興の

戦略と政策が実施されている｡ ｢西部地域｣は直轄市の重慶と内モンゴル､広西､四川､貴

州､雲南,チベット､陳西､甘粛､青海､寧夏､新彊の11の省､自治区で構成され､西部

大開発の戦略と政策が実施されている｡ ｢中部地域｣は山西､安徽､江西､河南､湖北､湖

南の6つの省で構成され,中部決起の戦略と政策が実施されている｡

2,タイル指数は､

T-三善njPjlog(告)
によって計算した｡ここで､ rは地域全体の

格差を示すタイル指数､ FL,-は地域iの一人当たりGDP､ FLは中国全体の一人当たりGDP､

nは中国の総人口､ niEま地域iの人口を表す.
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付録:中国経済の4大地域図

参考文献(中国語)

中国統計局(各年版) 『中国統計年鑑』中国統計出版社o
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第5章 西部大開発と地域格差是正

中国では､経済が急速に発展するにつれて地域格差が拡大している｡今後､どうすれば社

会主義的な市場経済が発展し､同時にいかにして地域間の発展のバランスを実現できるのか

は､ 21世紀初頭の中国が直面する重要な課題の一つである｡中国改府は地域格差を縮小さ

せ､調和型の経済発展を実現させるために､ 1999年末に西部大開発戦略を示し､ 2003年に

は東北地域の振興戦略を､ 2005年には中部地域の勃興戦略を示した｡本章の目的は､西部

大開発戦略の実施前後における地域所得格差の変化を概観し､この戦略が西部地域の経済に

与えた影響を検討することである｡そのため､中国経済を東部､中部､西部および東北部の

四地域に区分して分析を行う｡

本章は3節で構成される｡第1節では､ジニ係数やタイル指数を利用して地域所得格差

の変遷を比較検討し､中国における地域間､地域内､都市･農村間における格差の推移を示

す｡第2節は第1節の分析結果をまとめる｡第3節では､主な発見および地域格差発生の

新たな要因について述べる｡

1.本研究のアプローチ

中国の所得格差のとらえ方には､大別して三つのアプローチがある0

第一に､中国の地域所得格差について単一の指標を使って計測し､格差の要因分解を試み

るものである｡魂(1992)は､ 1952-1990年における中国全体および東部･中部･西部の三

大経済地域の一人当たり所得を計測し､中国の各省(市､区)間の所得格差の変化は1978年

を転換点として､逆U字型に推移していることを示したo しかし､単一指標によって中国

の所得格差全体の状況を表すことは難しく､選択された指標の欠点が所得格差の状況を決定

してしまう恐れがある｡

第二に､中国の地域所得格差について複数の指標を用いて計測し､要因分解を行うアプロ

ーチがある｡例えば､一部研究では､中国の東部･中部･西部の三大経済地域における農村

住民の所得格差を分析するためにジニ係数とタイル指数を計算し､労働所得がジニ係数を増

大させる最も重要な要因であることを示している｡また､タイル指数の分解により,グルー

プ内格差の寄与度の変化が著しく､所得格差を拡大させる主な要因であることを発見してい

る｡

第三に､地域所得格差を反映するための指標として,人間開発指標などの社会指標と総合

指標を用いるアプローチがある｡胡(2007)は､経済的､人的､社会的ならびに知的開発の差
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などから､地域開発の差を総合的に分析し､改革開放以降､人的開発指標と大部分の社会的

開発指標の格差は相対的には縮小したが､経済的格差が90年代以降著しく拡大したことを

指摘し､それが将来の経済･社会の発展において重大な問題になると警鐘を鳴らしている｡

国土の広い中国にあっては､地域間の所得格差を総合的に分析することが望まれる｡この

点をふまえ､本章は地域別の平均GDP､都市家計の平均所得､農村家計の平均純所得の三

つの指標を選び､タイル指数を用いて分析を行う｡

さらに,中国政府が形成した地域経済発展のための全体構想､つまり｢西部大開発｣､ ｢東

北振興｣､ ｢中部勃興｣および｢東部新飛躍｣を考慮し､中国を四大経済地域(東部･中部･西

部･東北部)に区別して､西部大開発の実施以降における地域所得格差の変遷を明らかにす

る｡

2.西部大開発前後の地域所得格差の変遷

2.1一人当たりGDPの地域間格差

改革開放初期の1986年において､東北地域の一人当たりGDPは1308.4元と四大経済地域

中で最も高く､東部は1206.1元と続いたが､西部は629.5元で東北部の半分にも満たなかっ

た｡改革開放政策が浸透し始めた1991年には､東部地域の平均GDPは2520.7元に達し､東

北地域の2469.5元を上回った｡ 1992年の郵小平による｢南巡講話｣を契機に､東部地域､特

に東南沿海地域は､経済的･地理的優位性を利用して優先的に発展させるとする国家戦略の

支持を受け,他の地域をリードする形で発展を遂げた｡その結果､東部と西部の間の所得格

差は大幅に広がった｡ 1999年の東部地域の平均GDPは西部地域より6474.4元多かったが､

2006年にはその差は16319.8元に拡大した｡西部大開発にもかかわらず､東部地域と西部地

域の平均GDPの格差は縮まるどころか､図5･1が示すように拡大傾向にあった(図5･1-5･12

は『新中国50年統計資料嚢編1985･1998』､ 『中国統計年鑑1999･2005』および『2007中国統

計摘要』によって作成した)0

西部と東部の一人当たりGDPを比較すると､図5･2に示すように､ 1986年では西部は東部

の53%であったが､ 2006年には40%-と12ポイントの低下が見られた｡相対的に見た西部

地域の所得は､西部大開発戦略を開始した初年度には縮小したものの､その後の改善は見ら

れない｡
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国51T 四大地域の平均GDPの姓移(1986-2006)

ここで,地域間格差､地域内格差およびその■変化が地域間所得格差に影響を与えているこ

とを考慮に入れ､タイル指数を用いた分析を試みる｡タイル指数の計算式は以下のとおりで

あるoT-去;
nLPilog(告〕Tは地域全体の格差を示すタイル指数であるo FLilま地域iの一人当たりGDP, FLは中国

全体の一人当たりGDP, rzは中国の総人口､ a,.Eま地域iの人口であるo

中国全体を東部､中部､西部および東北部の四大経済地帯にわけ､タイル指数を使って,

地域内格差､地域間格差および地域全体-の格差の影響を分析する｡格差を分解する計算式

は以下のようである｡

･-T-A-妾箸Tg･妾箸.og%
gは四大経済地帯(したがってG-4)､ ㌔は地域内格差, ㍍は地域間格差,㌔は各四

大経済地帯内で計算したタイル指数である｡タイル指数はその値が大きいほど地域格差が大

きいことを意味する｡

計算結果は囲5･3に示されている(以下の図では､ TⅣは地域内の格差､ Tbは地域間の
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格差を表す)o まず､四大地域全体の格差の推移は､ほぼⅤ字型の軌跡を示しているo 具体

的には､ 1985-1990年にかけてのタイル指数は縮小傾向を示し､ 1990年に最低点に至った

が, 1991年以後緩やかな上昇傾向が現れているo 西部大開発戦略の実施後､ 2000年直後は

若干減少したものの､その後は漸増傾向を示しているo 2006年の地域全体の格差は1985年

の1.17倍で､ 1999年の1.06倍である｡したがって､この傾向から,四大地域全体の格差は

絶えず拡大しており､同時に発散の傾向がある｡西部大開発の実施後､中国全体の格差は縮

小していないというよりも拡大し続けている.

図5-3 タイル指敢で見た中国の地域格差の推移

また､地域間格差のトレンドもⅤ字型を示し､しかも1998年以降は全体の格差の変化と

ほぼ一致しているc 1986年から1990年の地域間格差の動向は緩やかな増加で､ 1991年以

降はさらなる増加傾向を示している｡また､西部大開発戦略実施以降､地域間格差は引き続

き拡大傾向を示し､近年はやや下降しつつあるものの､西部大開発戦略を実施する前の地域

間格差よりも高い水準にある｡ 2006年の地域間の格差は1985年の1.98倍で､ 1999年の

1.08倍である｡

一方､図5･4に示すように､地域内格差の推移は地域ごとに異なるo東部地域内の格差は
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全体的に緩やかな減少傾向を示している｡これに対して､西部の地域内格差は一旦下がって

から増える傾向を示したo

このように中国の地域格差の中でも地域間格差はもっとも著しく､ 2006年の地域間格差

は格差全体の70.3%を占めたoまた､地域間格差と全体の格差の推移は一致する点が多く

見られる｡地域間格差の断続的な拡大傾向が全体の格差を拡大させ続ける主な要因といって

もよいoそれと同時に､東部地域内での格差は緩やかな縮小傾向を示し､西部地域内の格差

は絶えず拡大していることから､西部地域の最後進省と東部地域の最先進省との間の格差は

一層拡大しているo

2.2 都市住民の地域間所得格差

改革開放初期では､四大経済地域における都市部の所得格差はそれほど大きくなかったo

1986年には,東部地域の所得は西部より781.89元多く､西部の平均都市所得は東部の79%

であった｡しかし､図5-5が示すように､改革開放が進むにつれて都市家計の平均所得の差

は徐々に大きくなり､西部大開発を実施する直前の1999年には､西部の都市平均所得は東

部の70%であった｡さらに2006年には､西部の都市平均所得はわずか9545･1元であり,

東部の64%であったD
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園5-6 四大地域部市部の可処分所得の相対格差(東部=100)
｢

また､相対的な格差を見ると､図5･6が示すように､ 1986-2006年において四大地域間

の格差は全体的に拡大傾向を示した｡西部と東部の相対的な格差は西部大開発を開始した年

にわずかに縮小したものの､その後は拡大しているo

今度は､四大地域の都市部についてタイル指数を用いて分析するo都市部の地域内格差に

ついて見れば､図5･7が示すように,東部地域内の格差が最大であった. 1986-1994年の

間は拡大し続け､その後は縮小傾向を示したが､ 1997年以降は増加傾向を示し､近年は再

び縮小傾向を示しているc西部の都市部の地域内格差は,西部大開発を実施後は締/卜し続け

ている｡



図5-8 タイル特赦で見た地域間.内格差

また､図5･8が示すように､地域間､地域内および全体の格差の動向はほぼ一致している

が､注意すべきことは,地域間および地域内格差の全体に対する貢献度が時期によって異な

る点である｡ 1986-1998年の間､全体の格差が拡大したのは主に地域内格差に起因してい

た｡しかし1999-2006年では,全体の格差は主に地域間格差に起因しており,それは近年

において拡大傾向を示している｡

2.3 地方農村住民の所得格差

改革開放初期には､四大経済地域の農村住民の平均所得はどの地域も低く､図5･9が示す

ようにその差も大きくなかった｡ 1986年には東部地域の584.95元に対し,西部は314.3

元であった｡改革開放が進むにつれ､農村住民の平均純所得は徐々に高まり､西部大開発実

施前の1999年には東部地域の3428.94元に対し､西部は1604.07元であり､東部の47%

であった｡ 2006年には､西部は東部の44%になった｡

相対的な格差を見ると､図5-10が示すように､ 1986-2006年の間に格差は全件的に緩

やかな拡大傾向を示したo西部の東部に対する割合は1986年の54%から2006年の44%に

減少したが,西部大開発実施前から3%､ 1986年から9%拡大した｡



図5110 四大地域の農村部の相対格差(東部=100)

くD く亡〉 q>

○〉 ⊂O tO

今度はタイル指数で調べると､図5･11が示すように､農村部の所得格差は1993年に最

大になり,その後は若干縮′卜していき､ 1998年に最小になったが､西部大開発実施後は拡

大傾向を示したQ先述の二つの指標と同じく､地域間格差と全体的な格差の動向は基本的に

一致しており､また地域内格差は地域間格差よりはるかに高く､全体的な格差は主に地域内

の格差である｡

農村住民の地域内格差の動向は,図5･12が示すように,東部の格差が他の地域より大き

い｡ 1985-1993年の間は一貫して拡大傾向を示し､一旦縮小傾向を示したが､その後は再

び拡大した.西部の地域内格差は､ 1991年以降は中部や東北地域より高いが､東部よりは

低い水準であった｡
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図5-12 タイル指放で見た農村部の地域格差

3.地域所得格差の新たな要因

中国の地域所得格差についての前節の分析結果は,以下の三点にまとめられる｡

(1)凹大地域間､特に東部･西部の所得格差は,西部大開発の実施前より拡大した｡また､

平均GDPの格差拡大は､都市住民の平均所得や農村住民の平均純所得の格差拡大より大き

かった｡

(2)タイル指数で見た平均GDPの全体的な格差は,西部大開発の実施以降､緩やかな拡

大傾向を示した｡地域間格差は中国全体の格差の変化とほぼ一致しており､西部大開発戦略

の実施以降,拡大傾向を示しているD近年はやや縮小したものの､格差は西部大開発戦略の

実施前より高い水準である｡地域内格差は､東部地域では西部大開発戦略の実施後から縮小

しているが,ここ二年間は若干拡大しているo西部地域内の格差は拡大傾向にあり､西部地

域の最後進省と東部地域の最先進省の格差はさらに拡大した｡

(3)タイル指数で見た四大地域の都市住民所得と農村住民所得の格差については､西部

大開発の実施以降､地域内格差は収欽傾向,地域間格差は発散傾向を示している.全体的な

格差の拡大は主に地域間格差が拡大し続けたことによるo地域内格差から見ると､西部地域

内の都市部の格差は,西部大開発の実施以降､縮′ト僚向を示したが､農村部の格差はやや増

*Lf=o

上述の分析により､以下の結論が得られる｡

まず､地域内の所得は｢収欽｣傾向が､地域間では｢発散｣候向が見られた｡中国全体と

して著しい格差の拡大が観察されているのは､地域間の所得格差が広がっていることに起因

している｡

また､西部大開発以降､西部地域内の都市住民の所得格差は縮′卜し続けているが､発展か

ら取り残された農村住民との所得格差は拡大傾向にある｡皮肉なことに､格差問題は西部大

開発の実施によって､顕著になっている｡

なぜ地域格差は拡大したのかc その要因についてはさまざまな議論があるが､ここでは

地域経済の発展レベル,制度や政策などの非経済的な制約の観点から､以下の要因を検討し
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てみたい｡

第一に､経済成長における地域間不均衡があげられる｡現在､中国の四大地域のうち経済

が拡大しているのは発展レベルの高い地域で､その地域は成長のスピードも速い｡それに対

して､発展レベルが低い地域は成長のスピードも遅い｡東部地域の成長のスピードは速く､

中西部地域､東北地域は遅いというアンバランスな状況である｡例えば､西部戦略を実施し

始めた時期には､東部のGDP成長率は12.4%､西部は11.1%であったが､その後､東部の

成長スピードが速く中西部地域は遅いため､経済活動は東部地域に集中してきた｡ 1999-

2005年の間､東部地域の生産額の中国全体の生産総額に占める割合は増加し､逆に東北や

中西部地域では減少した｡このアンバランスな成長により､生産などの経済活動は徐々に東

部地域に移動し､地域所得格差の拡大が起きた｡

第二に､西部地域における公共投資が地域住民所得の増加に結びつかないことがあげられ

る｡西部大開発戦略の実施のため､技術､人材､政策などを東北地域などの古い工業地域か

ら西部地域-と移動し､政府投資も徐々に中西部に重点を移し､西部経済は成長スピードを

速めた｡西部経済の急速な成長は,基礎的インフラや自然環境保護などの事業-の政府投資

に依存している｡しかし､これらの産業-の投資は関連産業､特に下流産業の発展を促進す

ることは困難である｡

第三の要因は､地域調和型の発展をもたらさないマクロ政策目標である｡西部大開発戦略

の実施は西部の経済発展を加速させ､同時に東･西部間の地域格差と地域間の経済発展にお

けるアンバランスを解消し､地域調和型の発展を実現すると考えられてきた｡しかし,政府

が地域調和型の発展を重要なマクロ経済目標としている一方で､西部の発展には資金､技術､

人材､市場などの制約が数多く存在し､多くの障害が残されている｡このような状況にあっ

て､昨今のマクロ経済政策の実施は西部経済を非常に厳しい局面に立たせている｡固定資産

への過剰投資の解消は中国全体としては必要である｡しかし､依然として十分な固定資本投

資を達成できていない西部地域では､この新しいプログラムは発展の阻害要因として働いて

しまう｡

第四に､西部地域の非国有経済発展の遅れが､地域所得格差をもたらしている｡改革開放

以降､企業家の育成とその実践活動の場は非国有経済が提供してきた｡東部地域はそのため

の充分なスペースを提供できていたが､中･西部地域はこの点でさらに東部地域に遅れをと

り､非国有経済は東部地域に集中し,中西部地域では非国有経済の進出が遅れた｡ 1999年

には､非国有経済は全国で32.05%､ 2005年には53.10%を占め､東部地域ではその生産額

が24807.2億元､全国生産の27.94%を占めたが､西部地域では845.3億元､全国生産の

9.96%を占めるに留まっている｡

第五の要因は､産業発展の地域的アンバランスである｡通常､第一次産業である農林水産

業の賃金はもっとも低く､第三次産業のサービス産業が最も高い｡中国ではその格差が年々

大きくなっている｡特に工業化には資金と市場の制約があるため､大都市が集中している東

部地域に工業を集中せざるを得ない｡このことが中国の産業立地に著しいアンバランスをも
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たらしている｡東部地域は産業化のスピードが速く､ 2005年での第一産業の比率はわずか

7.9%にすぎないのに対し､第二次､第三次産業の比率はそれぞれ51.6%､ 40.5%である｡

産業構成のアンバランスが拡大し､それとともに地域全体の競争力と生産能力も高まってい

く｡特に沿海部に分布している大中都市や国級･省級の開発区では､機械製造･電子･IT･

バイオ･医薬品などの先進製造業と高技術産業の国際市場における競争力が著しく高まり､

その地域の住民所得は急速に高まっている｡一方､西部地域の産業化のスピードは遅く､

2005年の西部地域の三つの産業比率はそれぞれ17.7%､ 46.8%､ 39.5%で､第一次産業の

割合が他の地域よりも高く､第二､第三次産業の割合は低い｡

第六に､政府の進める省エネルギー政策などが､西部地域の経済発展の妨げになっている

点があげられる｡中国政府は｢十-五｣綱要の中で二十二の開発制限地域を定めている｡西部

には十七もの開発制限地域があり､これらの地域には｢保護優先､開発適度｣の制約がある｡

また､西部地域では今後､エネルギーや鉱産資源の開発と加工を経済発展の重点に置いてお

り､それは資源集約的な経済発展を意味する｡しかし､現在､政府が実行する省エネルギー

改策が西部地域の工業化を阻む要因となっている｡

最後に､西部地域においては､依然として公共事業投資が十分な水準に達していない点も

重要である｡西部大開発の実施以降､国家の重大な基礎インフラ､自然保護などの重大な政

策プログラム-の投資､建設および財政能力が大きくなるに従い､西部の所得レベルは着実

に高まっている｡しかし､それでも西部地域の基礎インフラは不足しており､周辺の自然条

件が厳しく､公共事業の遅れが目立っており､東部地域との格差はますます広がり続けてい

る｡

西部大開発の実施以降､基礎インフラ-の約1兆元の投資,自然環境の保全･保護-の

1220億元以上の投資､これに加えて農村での生産と生活を改善するための310億元以上の

投資が行われ､公共事業も進められたことから､西部地域住民の生産･生活条件は改善され

た｡しかし､西部地域､特に広大な農村地域では､経済的基礎の弱さ､自然条件の厳しさ､

公共衛生などの公的設備･教育サービス･医療関連-の投資の不足は深刻な状況である｡ま

た,西部の農家は農産物の生産に依存する所得構造のため､農民の所得増加には限界があり､

現在では､西部地域の農民所得は､政府が進める環境政策(例えば､農地を森林や草地に戻

す｢退耕運林･遺草｣)から得た補助金に依存するところが大きい｡補助金の削減がそのま

ま所得減につながる.ことから､いかにして農民の労働所得および農家の経営所得を増加させ

るかが,西部における所得格差改善のための重点的課題して残されている｡

(呉港鷹)
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第6章 都市･農村の分離と不平等

中国は世界経済において重要な経済主体である｡中国は世界人口の約20%を占める一方

で､世界貧困人口の20%近くを抱えている｡そして､中国は世界の中でますますそのプレ

ゼンスを強めている.およそ25年間の経済改革期にわたり､中国は年平均8%以上という

目覚しい経済成長を遂げてきた｡他の共産主義国や前共産主義国と比べても､中国はこれま

でのところ順調に計画経済から市場経済-と転換してきている｡中国経済はおそらく世界で

最も興味を引く経済主体であり,経済学者にとっても､魅力的かつ挑戦的な研究対象である｡

中国社会科学院の中国人経済学者チームと､筆者を含めた外国人学者は､ 1988､ 1995､ 2002

年の3回にわたり家計所得について全国調査を実施してきた｡最初の調査から得られた最も

驚く一べき数字の一つは､都市と農村の一人当たり所得比率が2.4 : 1であったことである.

筆者はこのような都市･農村分離をさらに進んで研究する必要があると考え､ 『中国におけ

る都市･農村分離:経済不平等と相互影響』 (Knightand Song(1999a))という研究を始めた｡

本章は以下の構成からなっている｡第1節は､中国における都市･農村分離の現状を述べ

る｡第2節では､そういう状況が何故､どうしてと発生した､また今日まで続いてきたのか

について説明を試みる｡第3節は､都市･農村分離の体制が将来は解消されるのかという問

題を提起する｡第4節では中国を客観視することにする｡これは中国のケースが極端的であ

るといえるが､都市･農村分離は世界中に普遍的に存在するもので､中国特有の現象ではな

いからである｡第5節は結論を述べる｡

5.都市･農村分離の現状

1949年には中国総人口の90%を占めた農村人口比率は,2005年には57%まで低下したも

のの､絶対水準では農村人口が増加しており､中国人の大多数は依然として農村地域に暮ら

している｡中国の耕地は1952年の時点ですでにほぼ完全に利用されている状態であったが､

農村人口が3.5億人も増えたことで､上昇し続ける土地の需要圧力が都市と農村の生活水準

にまで影響をおよぼすこととなった.公式資料によると､ 1952-2000年の都市と農村の一

人当たり所得､一人当たり消費支出は､経済改革が始まった1978年には共に伸び悩んでい

た.一人当たり所得および一人当たり消費支出の都市･農村比率は､計画経済時代にわたっ

て2を超えており､ 1950年代中期には3以上にも達した. 1978-1985年には､家庭生産請

負制をはじめとする農村経済改革が実施され､比率は一旦縮′トを見せたが､ 1985年以降は

都市改革が加速したため､都市の所得が急増した｡それに伴い､都市･農村分離が確実に進
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行し､ 2000年には都市･農村の比率が過去最高(所得は2.8､消費支出は3.0)を更新した｡

都市･農村分離は所得だけに限らず､教育､医療､住居の分野においても現れてきた｡教

育に重要な影響を与える要素は､都市と農村のどちらに住んでいるかである(Knight and

song(1999a))｡都市世帯と農村世帯の平均教育年数には4･6年も差があるoさらに､学生一

人当たりの教育費と公共補助金､教員の質の水準についても都市がはるかに高い｡また､医

療サービス供給の地域格差も相当大きい｡農村世帯に対する医療補助は都市世帯より少ない

が､農村世帯の医療支出額そのものは都市世帯に比べ決して低くないため､農村･都市間の

所得格差は基本医療保障における都市と農村の状況を対照的なものにした｡

住居面では､農村世帯は住宅ローンの援助もない状況の下で､家を自力で建てたり修繕し

たりせざるをえない｡それに対して､都市世帯は長年にわたり最小限の家賃しか払わず､手

厚い住宅補助を享受してきた｡最近は､多くの都市住宅は低価格で現住居者に売却すること

になっており､従来の家賃優遇は実質的に現金支給に変わった｡

所得のほかに教育､医療､住居を加えても､非常に狭い概念の福祉としかならない｡都市･

農村世帯間の最大の違いは､それぞれが有する保障の形式かもしれない｡農村世帯は農業従

事や住宅用地の保障を有する一方､都市世帯は最近まで仕事と年金が保障されていたことか

ら､いわゆる｢鉄飯碗｣を得ていた｡農村世帯は､都市世帯より早く､地元で自己の経済利

益を追求するためのより多くの自由を得たが､都市-の移動は近年まで禁止されており､現

在でも都市での定住は依然として厳しく制限されている｡

2.都市･農村分離の原因

中国では､都市･農村分離はなぜ､またはどのようにして発生したのだろうか｡この節は

その要因を分析する｡

共産党が政権を執って以来､政府は行政､金融､資源と配分された役割に従い､中国を都

市地域と農村地域に区画するといった､制度化された体制を推進してきた｡政府は資本と資

源の部門間での移動を制限した｡経済改革期以降では､分権化･市場化を志向する政策が政

府の役割を縮小し､市場の役割を拡大した｡しかし､制度化された都市･農村分離体制は依

然として残されており､都市と農村の所得比率も改善することはなかった｡

ここで､政府が施行してきた政策について考えてみよう｡共産党政権発足後の最初の仕事

は､地主階層の消滅,土地改革､および中央集権的計画経済の導入であった｡この点では農

民を基盤とした革命であった｡ところが､政府の主要な経済目標は,急速な工業化､すなわ

ち都市化であった｡このため､農産品と工業製品の交易条件は重要な政策要素となった｡ソ

連を手本として､中国政府は農産品と工業製品の交易条件を悪化させ､農産品を工業製品よ

り低い価格で提供し､工業-再投資するための利潤の獲得を目指した｡それがいわゆる鉄状

価格差改策であった｡この結果､所得と資源の農村部門から都市部門-の移転が生じ､その

移転が目に見えず､負担増も不透明であったため､政策の実行は容易であった｡この政策は､

69



農業を1978年まで続く不況に導いた｡事実上､農民が工業化の代価の支払いを負担するこ

ととなった｡

都市の実質所得は､農村より高い生活水準を享受できるレベルに設定されていた｡投資可

能な余剰資本の一部が都市労働者とその｢鉄飯碗｣の補助に用いられたことで､都市労働者

はその恩恵を受けた.都市の賃金が相対的に高いことについて､政治圧力仮説は効率賃金仮

説より説得的である｡特に中国の場合､都市労働者が集中して居住し､相互に連絡取り合っ

ているため､彼らが抱える不満や非協調的な姿勢は改治的安定に対する潜在的な脅威と考え

られる｡

農業の非集団化を進めた1978-1984年は､農村世帯の所得が急増した時期である｡この

変化は中国指導者の関心がイデオロギーから経済-と転換したことを示している｡めったに

ないことだが､この農村改革は誰も損をしないパレート改善を実現した｡ 1980年代半ばに

入り､政府の関心は農村から都市改革に移った｡また､農業の非集団化による利益が一時的
t

なものであり,さらに農産品の価格引き上げ政策の実行を梼緒したため､その後の数年間は

農業の発展が停滞した｡しかしながら､農村の急速な工業化と農民の都市-の出稼ぎによっ

てこの状況は好転した｡

穀物などの必需品の調達と生産者価格に関する政策は,都市労働者と農民の政治的影響力

を比較する好材料を提供している｡政府は､農業生産を促進するために､生産者価格を引き

上げる必要性を認識するようになったo政府は農産品の生産者価格を引き上げる一方で､都

市労働者の生活水準を維持するための方策を同時に考える必要があった｡これを実現するた

めに､都市-の食糧補助金を大幅に増加させた結果､ 1990年代初期には､都市-の食糧補

助金の予算が農業補助金の予算を上回ることになった.鉄状価格差政策の廃止が遅々として

進まなかったことは､人口では多数を占める農村より､むしろ都市が政府にとってより政治

的に重要であったことを示している｡

都市改革期にわたって､都市内に潜在的な農村労働力が大量に存在していたものの､都市

労働者の実質所得は急速な増加をみせた｡それは､都市労働者が農村出稼ぎ者との競争から

保護されており､また､企業-の権限の委譲､分権化の効果もあったためである｡効率を考

えた結果､経営者が従業員と利益を共有する意欲が高められた｡

都市と農村の所得比率だけに注目するのは問題がある｡中国では､農村間においても都市

間においても､大きな地域格差が存在する｡農村一人当たり所得における格差の多くは地域

的な性格をもつもので､ここに中国の広大さと多様性が反映されている｡平等主義政策を採

っていた改革以前の時代にも地域格差は存在したが､改革期に入ってから､地域間そして世

帯間の格差が拡大してきた｡このような省､県､村および世帯の各レベルにおける格差拡大

の原因として､累積的因果関係の原理が働いた土とが考えられる(Knight and Song (1993)､

Knight and Li (1997))｡一部の地域では工業化が急速に進展しており､それに伴って所得水

準が都市に追いつくようになり､労働力不足の問題も現れてきた.その一方で､発展はまだ

十分に進んでいないが､余剰労働力が長期的に提供可能であり､その都市-の移動により､
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巨大な潜在的経済利益がもたらされたという地域もある｡

中国では､実質所得における都市間地域格差は拡大したが､さほど深刻ではない(Knight,

Li and Zhao (2001))｡自然資源と経済的機会の地域格差を反映した農村の所得分配とは対照

的に､都市の所得は賃金決定メカニズムの制度化によって標準化されているからである｡こ

の意味では､未発達な省での都市と農村の格差が比較的大きいといえるo

都市において農村より優れた教育が提供されている要因は､主に行政上､財政上の配分に

ぉける都市･農村の分離体制にある○また､農村では教育から得られる経済的収益が相対的

に低いことも反映されている｡農村地域では､公共支出財源の分散や､農村世帯が常に直面

している信用制約により､教育程度が一人当たり所待と強く相関するo一方､都市では財源

の配分がより集中的なので､このような相関関係は低い｡

医療サービスにおける都市･農村間の格差は､医療制度の都市･農村分離体制によるもの

である｡これはもともと行政における都市と農村の分離に由来するものであるo市場化改革

に伴い､教育の場合と同様に個人負担の医療費用も増加しているが､都市世帯は国が提供す

る医療サービスを広範に享受しているoその一方で､集団医療保険体制を確立できない農村

では､農村世帯が医療費と薬品代を自己負担しなければならない状況に直面しており､子供

のワクチン接種などを除き､農村世帯が享受できる､国の助成する医療サービスは限られて

いる｡

政府の方針では､農村世帯は教育､医療､住居費用を自己負担することになっているo工

業を中心とした中国の税収体制の下で､都市･農村間の一人当たりの歳入格差は非常に大き

く､財政移転によってそのギャップを埋めることは難しいoではなぜ､中国経済が市場化さ

れつつあるにもかかわらず､生産要素収益の地域格差や所得格差が解消されなかったのだろ

ぅか｡その理由は､農村労働力の都市-の移動が依然制限されていることにあるo経済改革

期にわたって､中央および地方政府は､農村出稼ぎ労働者の都市-の一時移動を許容しなが

らも､コントロールしようと試みてきたoそこには､成長し続ける都市経済の需要に応える

と同時に､都市世帯の利益を最優先に配慮する目的があるo

3.都市･農村分離は解消されるのか

3.1内生的政府

この分析の政策的意義を導き出すには､二つのアプローチがあるo一つは,政府の政策目

標設定を外生的に仮定するアプローチであるo政府は都市世帯と農村世帯を本質的に差別し

ない社会厚生関数に直面し､貧しい人ほど副収入に当たる所得が高くなると仮定するoこの

社会厚生関数の下では､都市･農村分離の解消が政府の目標になるo市場化が徹底されるほ

ど､中国の行政上､制度上における都市と農村間の境界がなくなり､その目標の達成がより

容易になることから､中国政府の多くの政策は理解しがたいものとなるo

もう一つは､内生的な政府を仮定するアプローチであるo政府自体を一つの経済主体とし
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て捉え､政治経済プロセスが政策目標を決める｡政府の直面する社会厚生関数は原則として

関連モデルから推測でき､また政府が危機､脅威､圧力に対して推測可能な形で反応すると

仮定する｡また､政府の自己利益は最終的には政権を維持することにあるとする｡この考え

方では､間違いと思われる政策は､実際には政府の目標を追求するための正しい選択である｡

従って､現状を是正する方策としては､それらの政策目標を転換させることで､政策決定を

左右する各圧力のバランスを動かすことが重要となる｡

中国の経済政策を形成する要素について､見方を整理しておく必要がある｡かつては中国

共産党がほぼ全国民から支持を獲得しており､政権が安定していた｡そのため､数多くのイ

デオロギー政策目標は抵抗なく遂行できた｡しかしその後､特に文化大革命以降､中国政府

は政治の安定に対する脅威にいっそう敏感になり､政権維持が経済政策の決定に影響を与え

る重要な要素となった｡

社会における各集団･階層の利益､またそれが政権維持を最重要目標とする政府に与える

圧力を参考にすれば､特定の政策の効果を分析することが可能である｡ところが､さまざま

な圧力は､ふつう､明示的または主動的というよりも､潜在的かつ受動的なものである｡政

策･制度上によく見られる都市偏向の原因は､中国の指導者の関心と目標に基づく､国家優

先主義である｡

都市･農村間の情報伝達が直接に行なわれるようになったため､都市･農村分離がいっそ

う顕在化し､利益の相反が表面化してきた｡基本生活品の生産者価格､市場価格および配給

消費価格の間に存在する大きな価格差はその一例である.

現在の変化と傾向を考慮して､都市･農村分離が将来解消される見込みはあるのだろうか｡

これに答えるために､農村の不満､農村労働力の都市移動､所得格差､国有企業改革といっ

た､中国の都市政策を左右する問題を見ていこう｡

3.2 農村の不満

まず農村部門では､農村世帯の利益実現が政府の政策目標おいて重要性を増す見込みはあ

るだろうか｡ 1980年代には､国の農村に対する管理規制が緩和されている.改称まその正

統性の危機に対処するために､農村の基層組織を活性化させ､農民の政治参加の促進を決定

し､農村の管理方式を改め､政治意識は改善した｡しかし､農民の政治管理運営-の関与レ

ベルは依然として低く､また政府が都市偏向政策をとっていることを考えれば､国と農村世

帯の根本的な利益相反に対するインパクトは小さい｡実際に､農村社会団体の影響力は弱く､

農民の不公平な待遇に対する不満は問題化してもいない｡

3.3 労働力移動政策の進展

農村経済改革が始まる1978年まで､農村労働力の都市移動は固く制限されており､わず

かな例外を除けば､事実上禁止されていたo家庭生産請負制が農村-導入されるにつれて､

かつて人民公社制度の下で潜在化していた余剰労働力が,新規農作業や非農作業で利用され
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ることとなった｡ 1980年代には､農村世帯は自らの生産物を再開された都市食糧市場で販

売し始め､消費財の需要に応える新たな農村民間産業が現れた｡それにより､農村工業の興

隆は1980年代の代表的な事象となった｡ 1980年代には､労働市場の不均衡に応じて､郷鎮

企業の雇用は年率13%の割合で増加していった｡ところが1990年代に入ると､労働市場の

均衡達成と都市経済改革による競争激化に伴い､郷鎮企業の雇用成長率は3%を割った｡そ

の代わりに､ 1990年代の特徴的な事象は農村労働力の都市移動であった｡労働力移動政策

の転向の背景には､都市における食糧配給制の廃止､ 1985年に始ま`った都市改革の推進､

また一人っ子政策の遅延効果による都市労働力成長の減速などがある｡都市労働力成長の減

速と対照的な都市経済の急成長が､農村労働力に対する需要をいっそう拡大した｡農民出稼

ぎの拡大がまさにこのニーズに応えた｡

農村労働力の都市-の移動については､それを促進または阻害する三つの要因の視点から

検討すべきである(Knight, SongandJia(1999))｡すなわち､､農村出稼ぎ労働者､雇用主およ

び政府である｡農村に就業機会がほとんどないため､多くの農村世帯が出稼ぎに対する強い

経済的インセンティブをもつ｡他方､多数の都市雇用主は出稼ぎ労働者をより大量に雇う利

潤インセンティブをもつ｡中央政府にとって最も関心があるのは､農村労働力の都市移動が

秩序正しく行われ､社会安定に影響しないことである｡労働力移出地の政府(省･県レベル)

は出稼ぎを奨励し､そのための就職支援機構を設立した｡一方､農村労働力の都市移動が急

増し始めた1990年代以降､都市政府は出稼ぎ労働者の流入から都市世帯の権益を守ること

に関心をもち､出稼ぎを規制するシステムを導入し､出稼ぎ労働者が都市の空いている職に

就くことのみを認めた｡

また､都市就職における農村出稼ぎ労働者と都市労働者間の利益対立の激化も1990年代

後期の象徴的な事象であった｡都市政府は､都市余剰人員増大の対処策として､農村出稼ぎ

労働者の就職や雇用更新に制限をかけた｡また､都市の就職センターも､就職支援において

都市戸籍の失業者および｢一時帰休者｣を優先とし.た｡そのため､ 1990年代前半に急増し

た農村からの出稼ぎは､ 1990年代後半になると停滞した(Du(2001))0

3.4 所得格差と社会的不安定の拡大

都市と農村の分離を除けば､経済改革以前の中国は平等主義社会であった｡ 1970年後半

の都市部のジニ係数は0.20､農村部のジニ係数は0.25であったと推定されている(Adelman

and Sunding (1987)).また､ cASSの1988年全国家計調査によると､農村改革以降の10年

間で､都市と農村の(一人当たり可処分所得における)ジニ係数はそれぞれ0.24､ 0.33に上

昇した｡さらに､全国ジニ係数が都市と農村のいずれの値をも上回る0.40であったことは､

都市と農村の分離を示している｡そして都市改革から10年後の1995年には､都市と農村の

ジニ係数はそれぞれ0.34､ 0.36となり､全国のそれは0.47に達した. 2002年になると､そ

の三つの指標はそれぞれ0.32､ 0.37､ 0.47となった｡いずれの年次でも､都市と農村の一人

当たり所得比率は高く､全国の所得格差は都市内また農村内における所得格差以上に拡大し
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た(Gustafison, Li and Sicular (2007))｡

中国全体の所得格差において､都市･農村間の所得格差はどれほど重要なのか｡タイル指

数の要因分解によれば､都市･農村間の所得格差の寄与率が最も高いことがわかる

(Gustafison and Li (2001), pp.66)｡ 1988年の全国家計調査では､都市･農村間の所得格差が全

国所得格差の要因の43%を説明する｡ 1995年の調査によると､地域内格差の拡大とともに

都市･農村間格差の寄与率は35%まで下がったが､都市･農村間の所得格差のタイル指数

-の絶対寄与度が20%以.上増加した｡そうであれば､都市･農村間の所得格差の是正によ

り､中国全体の所得格差を縮小することができるといえよう｡

所得格差が著しく拡大した原因は何か｡ここでは､ポスト毛沢東時代の政府の政策目標を

見てみよう｡当時､共産党政権が世界各国から承認され安定したため､政権維持は政府の最

重要政策目標というより､政策制定の基礎となる影響要因であると考えられる｡改革期に入

り､経済発展が政府の主要課題となった｡つまり､中央政府は急速な経済成長を､地方政府

は急速な財政成長を目指すようになった｡経済成長を推進するにつれて､市場という重要な

経済メカニズムが導入され､高い初期利益を獲得することが可能となった｡また､資本蓄積

に対する奨励制度が創設され､政策の意思決定が公平より効率の基準で行われるようになっ

た結果､所得格差の拡大がもたらされた｡また､準市場化経済､弱い法律体制､唆昧あるい

は不安定な所有権制度の下で腐敗が深刻化し､それが所得の両極化のもう一つの根源となっ

ている｡

所得格差の拡大による社会的不安定増大の兆候はあるのか｡もしあるとすれば､都市･農

村分離がその増大の原因になるのか｡近年は､地方政府の税金･費用徴収増に起因する農村

所得の鈍い成長が､農民と地方改府との対立激化や農民の地方税･費用の支払い拒否の増加

をもたらしている｡また､農村出稼ぎ労働者の急増が都市を不安定にさせ､かれらの相対的

貧困感が都市犯罪の増加につながっているという(Liuand Fan(2001))0

経済的格差の拡大に配慮して､中国政府は｢調和社会の促進｣という新しい政策を打ち出

し､農業税の廃止や義務教育の学費全面免除を実施した｡

3.5 国有企業改革の進展

大きな社会的不安定のもう一つの要因としては､ 1990年代半ばに本格化した国有企業改

革がある.市場の過度な不均衡に応じて､経済改革期においては農村工業が目覚しい発展を

遂げた.効率が悪く､商品価格の高い国有企業と競争する中で､郷鎮企業は大量の超過利潤

を獲得した｡国有企業は､都市改革による民営企業の成長と競争の激化で著しく業績が悪化

していた.そのため､政府は国有企業の改革を実行したo

国有企業改革の主な対策は過剰労働者(Knight and Song (1999b)によれば労働者全体の

20%と推定される)のリストラである｡しかし､国有企業の効率を改善する一方､大量の失

業者が発生し､社会の不安定要因となっている｡政府は政治的リスクを避けるため､三つの

｢分散策｣を実施している｡第一に､農村出稼ぎ労働者の都市での就職と雇用更新に対する
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制限を強めることを通して､ある程度の失業を農村に転嫁することができるo第二に､改革

の結果として国有企業がより効率的になり､郷鎮企業との競争で優位に立つことが期待でき

る｡これらの方法で､改革の負担を都市から農村-転嫁することが可能となったo第三に,

都市労働者の多数がなお雇用され続けており､都市失業の増加にもかかわらず都市の実質賃

金が上昇しつつある｡公式の家計調査によると､ 1995-1999年の間に都市世帯の一人当た

り実質所得は年率約6%の割合で増加し､都市と農村の一人当たり所得比率は2･71から2･79

まで上昇したo都市の貧困は不規則に発生するもので､相対的に少数であるo

3.6 市場メカニズムとルイス転換点

ルイスモデルは､経済発展過程において､市場メカニズムが労働所得に与える効果を検証

するための有用な理論的枠組みを提供する(Leiws(1954))oこのモデルの中国-の適用を考

ぇてみよう｡中国は依然として労働力余剰段階にあるので､都市世帯と農村世帯の間のみな

らず､農村農業従事者と農村出稼ぎ労働者の間にも相当な所得格差が存在するoところが

2000年以降､農村出稼ぎ労働者は急増しているo一方､ 1990年代に中国農村人口は減少し

始めた｡ 2000年の時点で都市労働市場にいる農村出稼ぎ労働者は0･78億人で､都市労働力

の37%を占めた｡ 2006年にはl.32億人となり､都市労働力の47%に達した(Cai,
Du and

changbao(2007)の農村部家計パネル調査の概算による)oこれらの著者は､この傾向と､出

稼ぎ労働者を多く雇用している沿岸地域における賃金水準の上昇という実証結果を根拠に

して､中国が現在転換点に近づいていると主張しているoしかし､
MengandBai(2007)はそ

れに反する事実を示している｡中国の内陸地域において大量の不完全雇用が存在するため､

出稼ぎ労働者の賃金増加は一般的あるいは恒久的というより､むしろ労働力移動に対する制

限がもたらした一時的なものであると考えられる(Knight (2007))oしかし､都市経済の急

成長が持続すれば､市場メカニズムの働きによって農村の所得もー般に上昇し､その結果と

して､都市･農村分離が解消されることになろう｡

4.中国ケースを客観視に

中国のケースを実証と理論の両面から観察するoまず､他国との比較を通して､中国で起

こっている都市･農村分離現象は普遍的なものか､それとも特有的なものかを検討するo

4.1実証面について

入手可能な12か国のデータによると,都市と農村の一人当たり所得比率では､中国を超

ぇるのはジンバブエと南アフリカの二国だけであるoアフリカ南部にあるその二国は､過去

にずっと権力階層偏向的または人種差別的な政策を実施していたo都市･農村分離はまさに

そのための好都合な手段であった｡二国の農村世帯の農業従事者や農村出稼ぎ労働者は､わ

ずかの土地と財産しかもっておらず､無力で軽視されていたo一方､経済成長に成功した台
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湾と韓国は､極めて低い都市と農村の所得比率を示しているo確かに､韓国では都市と農村

の生活水準に格差がほとんどない｡スリランカ､エジプト､イランおよびトルコはその比率

が2を大幅に下回っている｡規模､資源､経済構造および発展水準から見れば､インド経済

は中国と酷似しているが､インドにおける都市と農村の一人当たり消費支出比率は､中国の

半分となっている｡その原因は､インドでは市場の自由度が比較的高く､生産要素の移動が

円滑に行えるほか､裕福な地主階層と､より民主的な政府の存在にあると考えられる｡韓国

以外の全ての国には､一定規模の都市･農村閉所得格差が存在する｡中国は唯一のケースで

はないが､異常な例である｡少なくとも､アジアの基準ではそうであるといえるo中国の国

家制度と政府の政策は､この人為的にもたらされた深刻な都市･農村分離に対して､責任を

負うべきである｡

4.2 都市と農村の理論

発展途上国における都市部門と農村部門の関係を説明する四つのモデルを用いて､中国の

ケースを検討してみよう.それらのモデルはルイスモデル､鉄状価格差モデル､都市偏向モ
●

デルおよび国家優先モデルである｡政府の政策の解釈と変更を行うたびに､政策の受益者に

その責任があったという批判が起こる｡この方法論上の問題は認めるものの､これらのモデ

ルは､政策決定の一貫した要因を分析するための枠組みを提供しているo

まず､前述のルイスモデルから検証を始めよう｡ルイスモデルは､農村を農業部門､都市

を工業部門で代表させ､経済発展の過程を農村から都市-の労働移動によ?て表現するo工

業部門は利潤の再投資を通じて資本を蓄積する｡農村に余剰労働が存在するため､農村労働

の供給価格によって決定される都市賃金は､労働が不足するまでずっと低い水準に止まり変

化しない｡一見したところ､ルイスモデルは､豊富な労働力をもち､都市の工業化をめざす

中国､特にその中央計画経済時代によく当てはまると思われるが､いくつかの条件が必要と

なる｡

経済改革は､ルイスモデルの労働供給曲線のように農業部門から工業部門-の労働移動を

促したのではなく､非工業･非国有･非農業の第三部門に当たる農村工業部門の成長をもた

らした｡この新しい部門は､農業部門とは主に補完的な関係､工業部門とは競合的な関係に

ある｡農業の発展によって農村工業の発展が促進された一方､農村工業の成長も農業の発展

を促進した｡農村工業は農業から資源を引き上げるが､農村労働の機会費用は低い｡農村工

業と都市工業は,改革の初期段階では原材料を､後期段階では市場を奪い合ったoこれは価

格改革と競争導入の結果として､国有企業の利益低下につながった｡

新部門が都市ではなく農村で発展した要因は､都市･農村分離制度に求めることができるo

農村においては､経済主体は軽工業製品の高い利潤に容易に反応できたo加えて､農村財政

自立政策は農村政府が当該地域の工業化を促進するインセンティブになったoこの意味で､

国の都市偏向政策という一般的なケースとは対照的に､都市と農村との制度的分離がある程

度の｢農村偏向｣をもたらした｡近年､農村における工業が最も大きな成長を遂げたという
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事実を考えれば､本来都市と農村の所得比率がそれによって下がったはずである｡しかし､

この成長が他の経済変動により相殺されたので､ 1980年代半ば以降､都市と農村の所得比

率は上昇した｡

本来､ルイスモデルは農業･工業間の労働移動を説明するが､ 1978年以降の中国農村内

の状況を分析するのに非常に適切である｡農業から工業-の労働供給が弾力的であり､農村

工業化が農村部門内における利潤の再投資を通じて達成されるなど､モデルの基本要件が中

国の農村内に存在したo しかし､中国の都市部門と農村部門との関係を説明するためにルイ

スモデルを使うのは妥当とは言えない｡政府は都市工業部門の賃金を農村の労働供給価格よ

りはるかに高い水準に設定した｡このため､政府は農村･都市間の労働移動を禁止また制限

する必要があった｡さらに､工業投資資金は名目上､工業部門の利潤から調達された形にな

っていたが､実際には政府の価格改策を通じて農村から引き出されていた｡従って､都市部

門と農村部門の関係を分析するのには､鉄状価格差政策および都市偏向政策を取り入れるモ

デルが必要である｡

中央計画経済時代と改革初期の中国には､鉄状価格差理論がよく当てはまる｡また､人民

公社の成立､食糧の強制的な調達､都市食糧配給制度などは､鉄状価格差政策に次ぐ一連の

政府の政策と捉えることができる｡価格政策-の政府介入は､農村部門から都市部門-の資

源移転を導いた｡その資源は工業化の鉄状価格差モデルに従って都市工業の資本蓄積に投入

された｡しかし､そのほかに都市労働者の消費を向上するためにも使われた｡そこで､中国

の経験を正確に把握するためには鉄状価格差モデルでは限界があり､都市偏向モデルによる

説明が必要となる｡

二つの意味で､中国の改策に都市偏向は確かに存在すると思われるo第一に､単に経済効

率だけを考慮すれば､シャドープライスで決定されるように､農村部門-の資源配分は政府

が実際に行ったものより多かったであろう｡第二に､政府の社会的厚生関数が､都市世帯と

農村世帯を本質的に差別しない､または貧しい人ほど副収入に当たる所得が高くなるように

設定されていれば､農村世帯が受け取る優先配給は現実より多かったはずである｡都市偏向

モデルを最も詳しく説明したのがLipton (1977)であろう｡ Liptonは｢農村部門は貧困人口､

および潜在的に優位となる多数の安価な資源を抱える｡その一方で､都市部門は発言力､組

織および権力のほとんどをもつ｣と指摘した｡また､.Bates (1993)は､社会主義国の行って

いた都市偏向政治を次のようにまとめた｡社会主義国の政府は膨大な官僚機構を構築し､都

市労働者に対して強くイデオロギーを束縛し､また工業化と公有制に執着した｡従って､低

い食糧価格と高い工業利潤の維持をめざしたのは当然である｡このため､社会主義国の政府

は､最も貧しい国民である農民の利益に反する政策を採ったのである｡中国の経験はまさに

そうだといえる｡

都市･農村間の経済関係モデルには､単独で中国の経験を十分に説明でぎるものは一つも

ないようである.しかし､実際､その四つのモデルはそれぞれ少なくとも一部の状況に適合

している｡従って､それらを結合すれば､中国の特徴を説明できる包括的なモデルとなる｡
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中国政府は､著しく深刻化する不平等問題を解決することにより､むしろ経済成長を促進

し､それによって貧困を削減することを重要と考えている｡さらに､政府の社会的厚生関数

には､上級階層の都市世帯と下級階層の農村世帯という二つの階層が存在するように思われ

る｡

都市･農村分離を解消するためには二つの方法があるが､いずれも必ずしも確定的なもの

ではない.第一に､急速な経済成長は農相労働力の農外移出という転換をもたらす｡これに

より､最終的に中国はいわゆるルイスモデルの労働力不足段階に入り､農村の所得は現在よ

り上昇していくこととなる｡第二に､情報化が進みつつある社会において､世帯間､地域間､

都市･農村間､都市戸籍世帯と農村戸籍出稼ぎ世帯の間で､経済の不均衡が拡大し続けてい

けば､相対的剥奪感､不満の表面化､さらに社会不安の爆発を招く恐れがある｡それらに対

する中国共産党と政府の適切な対応は､不平等問題を政策課題として取り上げることにも､

また都市･農村分離を解消することにも役立っ｡

(John Knight)
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第7章 雇用差別と所得不平等

1980年代以降､経済成長に伴い中国における地域間人口移動､特に内陸から沿海都市地

域-の移動は急増している｡厳しい戸籍管理制度を続けている中国では､移住者が都市部に

転入したものの､そのほとんどは転入先の都市戸籍を取得できず､ ｢暫住人口｣または｢流

動人口｣と呼ばれている｡都市総人口における暫住人口(以下､移住者と称す)の割合が上

昇しつつあるが､都市部の各種公式統計には､彼らに関する居住･雇用･賃金･所得･消費

状況はほとんど反映されていない｡

一方､近年の中国の都市部における所得格差の動向は､研究者と政策決定者の間で大きな

関心を集めているが､今までの研究は必ずしも中国都市部における所得格差の実態をつかん

でいるとはいえない｡その最大の欠点は､都市部の人口構造が大きく変容しているにもかか

わらず､移住者世帯は概して無視され､都市戸籍世帯だけが調査･分析の対象になっている

ことである｡

この欠点を補正するために､近年､中国内外の研究機関による独･自の世帯所得調査とそれ

に基づく研究が徐々に増えている. 2006年に､名古屋大学･大分大学･深耕大学を中心と

する日中共同研究チームは､中国最初の｢経済特区｣である深酬市で移住者世帯を含む家計

調査を行った｡本章は､この｢2006年深別家計調査｣に基づいて同市における所得格差の

実態と影響要因を分析するものであり､主な目的は次の通りであるo (1)深別戸籍をもつ世

帯と深酬戸籍をもたない移住者世帯の両方を含む全世帯を対象に､ジニ係数およびタイル指

数を用いて同市における世帯間所得格差の実態を考察するo (2)深別市の世帯間所得格差の

タイル指数を,深酬戸籍世帯グループ内格差､ (ほかの都市から移住してきた)都市移住者

世帯グループ内格差､ (農村から移住してきた)農村移住者世帯グループ内格差､および3

っの世帯グループ間格差に分解し､移住者による都市所得格差-の影響を明らかにするo
(3)

就労者の所得関数を推定し､戸籍および個人の人的資本などの諸要因が所得に与える影響を

検証する｡

本章は4節から構成される｡第1節では､先行研究のサーベイを行うQ第2節では､デー

タおよび深別市の雇用差別の状況を説明しながら､移住者世帯を含む深酬市の所得格差を計

測する｡第3節では､移住者と戸籍要因が深桝市の所得格差に与える影響を分析するo第4

節は結論を与え､その政策-の意味を示す｡

5. 先行研究のサーベイ
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中国の都市部所得格差に関する代表的な既存研究は､利用データの違いにより､国家統計

局家計調査に基づく研究とCASS家計調査に基づく研究に大別することができるo国家統

計局は1980年代初めから､全国各地域の都市世帯(および農村世帯)の所得と消費に関す

る抽出調査を行っており､調査データを集計した後､低所得･中所得･高所得などの所得水

準別あるいは分位別の所得･人口シェアを『中国統計年鑑』 (または-部の地方統計年鑑)

で毎年公表している｡このため､同調査から集計される長期間の時系列データが広く利用さ

れている(world Bank (1997)､ Gibson, Jikun and Rozelle (2003))0

しかし､統計局による調査では､都市戸籍世帯だけが調査の対象であり､増加しつつある

移住者世帯はほとんど無視されている｡一部の研究者は､中国の都市部に転入した移住者は

若年層が中心で一人当たり世帯所得が低くないため､移住者の都市部所得格差-の影響はそ

れほど大きくないと述べているが(Hussain, Lanjouwand Stem(1994))､それは実証分析に基

っくものではなかった｡これに対して､世界銀行報告書は､ ｢調査対象は都市戸籍世帯に限

定されるという欠点は､ますます深刻になる｣と指摘している(WorldBank(1997))o確か

に､都市部における農村移住者の規模は都市総人口の20%前後にまで拡大している現在､

移住者が無視されている統計データに基づく研究は､近年の中国都市部所得格差の実態を正

確に反映しているとは言えない｡

一方､中国社会科学院(CASS)は1988年から,計4回の全国家計調査(1988､
1995､

1999､ 2002の隔年調査)を実施した｡国家統計局の家計調査と比べ､ CASSの家計調査の

サンプル数は相対的に少ないが､所得など調査項目がより詳しく設定されており,世帯レベ

ルのミクロデータも利用できる｡また､最近の1999年調査と2002年調査では､移住者世帯

も都市部家計調査の対象として含まれた｡このため､ CASSの調査データは､公表されてい

る国家統計局家計調査データ以外の最も貴重な資料として､関係研究者の間で利用されてい

る(G,ifrlnand Zhao (1993)､ Zhao, Li and Riskin(1999)､馳an and
Riskin (1999), XueandWei

(2003)､ Meng(2004)､ KnightandLi(2006))oしかし､ 2002年以降､同調査は継続してい

ない｡このため､中国都市部における所得格差の最近の動向と要因を明らかにするためには､

新しい調査に基づく研究が必要である｡

2.深耕市における所得格差

2.1政府公表データに基づく計測

表7-1は『深桝統計年鑑』､ 『北京統計年鑑』､.『中国統計年鑑』で公表されている家計調査

データ(世帯単位)から測定される深札北京､中国都市部全体の所得格差の動向を示して

いる｡表から次のことがわかる｡

(1)近年では､北京や中国都市部全体と同様､深釧市における世帯間所得格差が顕著に

拡大している｡

(2)北京や中国都市部全体と比べ､深酬市における世帯間所得格差はより大きいが､ジ
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ニ係数はまだo.40以下にとどまっており､高い数値ではない｡

ただし､ここで示すジニ係数は,都市戸籍世帯のみを調査対象とする統計局の公表データ

に基づいて計測されており､移住者が急増している深桝市および他の都市の所得格差を過小

に反映している可能性が高い｡

表7-1中国都市戸籍世帯間所得格差

午

ジニ係数 調査された世帯数

一人当たり総所得 一人当たり可処分所得

探洲 北京

中国

都市部 深洲 北京

中国

都市部 深酬 北京

中国

都市部

1985

0,29

0ー15 0.l6

0.29

0.l6 0.16

200

1,000 17,143

1989 0.15 0.l8 0.l6 0.l8 1,GOO 35,235

1991 0.14 0.16 0.15 0.17 1,000 36,730

1992 0.15 0.18 0.15 0.18 1,000 36,290

1993 0.17 0.20 0.17 0,20 1,000 35,390

1994 0.19 0.21 0.20 0.23 1,000 34,940

1995 0.l9 0.20 0.20 0.21 1,000 35,520

1996 0.19 0.20 0.19 0.21 1,000 36,370

1997 0,27 0.19 0.22 0.27 0.19 0.22 200 1,000 37,890

1998 0.29 0.22 0.23 0.29 0.20 0_23 200 1,000 39,080

ー999 0.30 0.20 0.23 0.30 0.20 0.23 200 1,000 40,044

2000 0,29 0.22 0.24 0.29 0.21 0.25 200 1,000 42,220

2001 0.30 0.22 0.26 0.30 0.23 0.26 200 1,000 43,840

2002 0.37 0.24 0.31 0.37 0.25 0.31 200 1,000 45,610

2003 0.38 0.22 032 0.40 0.23 0.32 200 1,000 48,028

2004 0.36 0,25 0.32 0.37 0.26 0.32 200 2,000 50,430

2005 0.38 0.25 0.33 0.36 0.25 0.33 600 2,000 54,496

資料: 『深桝統計年鑑』､ 『中国統計年鑑』､ 『北京統計年鑑』各年版｡

表7-2 深酬市における戸籍別就労者の雇用先の分布

深酬戸籍労働者数
非深酬戸籍労働者数

都市戸籍 農村戸籍

国有企業.政府機関 147(29.2) 39(7.3) 57(6.4)

公有集団企業 1l(2.2) 4(0.8) 18(2.0)

外資系企業 49(9.7) 66(l2.4) 47(5.3)

私営企業 74(14.7) 44(6.3) l4(I.6)

その他(自営業など) 223(44.2) 379(7l.2) 757(84.8)

合計 504(loo.0) 532(100.0) 893(100.0)

資料: 『2006年深別家計調査』｡

注:括弧内は%を表す｡
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表7-3 深釧市における戸籍別就労者の職種構成

探馴戸籍労働者数
非深酬戸籍労働者数

都市戸籍 農村戸籍

政府.国有企業幹部 67(13.3) 26(4.9) 19(2.I)

会社経営者- 73(14.5) 44(6.3) 14(I.6)

個人経営者 55(10.9) l23.(23.I) 282(31.6)

専門技術者 115(22.8) 73(13.7) 33(3.7)

営業職員 38(7.5) 61(l1.5) 20(2.2)

技能労働者 1l(2.2) 29(5.5) 126(l4.1)

一般労働者 105(20.8) 125(23.5) 249(27.9)

その他(店員､農民など) 40(7.9) 51(9.6) 150(16.8)

合計 504(loo.0) 532(100.0) 893(100.0)

資料: 『2006年深別家計調査』.

注:括弧内は%を表す｡

2.2 深別家計調査データに基づく計測

2.2.1深酬市の労働市場における雇用差別

1980年代前半からの急速な工業化と都市化に伴い､600万以上の市外人口が深桝市に移住

し､深桝戸籍をもたない移住者は総人口の8割近くになっている｡しかし､表7-2に示すよ

うに､深桝戸籍をもつ住民と比べ､深別戸籍をもたない移住者(特に農村からの移住者)は､

国有企業や政府機関など高所得の雇用部門に入る機会は明らかに小さい｡また､たとえ同じ

部門･企業に就職しても､深釧戸籍をもたない移住者(特に農村移住者)は､ほとんど契約職

員･社員として雇用され､地位･賃金の高い管理･専門職に就く機会が少ない(表7-3)0

こうした労働市場における戸籍差別は､所得格差の拡大に寄与する可能性が高いと思われる｡

2.2.2 深桝市の全世帯閉所得格差

本章が用いたのは､主に国際共同研究チーム(筆者を含む)が2006年に実施した『深酬

市家計調査』から得たデータである(深研調査の詳細は辞･園田･荒山(2007)を参照)｡た

だし､本章は､無効な回答をした､あるいは所得が異常に高かった11世帯を除き､ 1045世

帯の所得データを用いる｡

表7-4 深桝市の世帯間所得格差

全世帯 深別戸籍世帯 移住者世帯

網査された人口一人当たり 調査された人口一人当たり 調査された人口一人当たり

世帯数(人)所得(元) 世帯数(人)所得(元) 世帯数(人)所得(元)

最低所得 1053594,237 2910510,236 762663,8ll

低所得 lO52936,970 2910318,799 762266,l35
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下位中所得

中所得

上位中所得

高所得

最高所待

合計

ジニ係数

210 600 10,530

210 646 17,715

210 668 3l,695

1 04 335 58,240

101 310 141,71$

1,045 3,2 1 1 32,993

0.53

57 205 27,102

57 201 43,791

57 191 68,891

29 92 107,439

26 79 237,47 I

284 976 60,627

0.45

152

153

152

7(～

76

7(;1

418 8,731

430 12,968

464 20,603

213 34,740

218 83,407

2,235 20,925

0.48

資料: 『2006年深別家計調査』｡

表7-4は､ 2006年深別家計調査における世帯別の一人当たり可処分所得データを用いて

測定した､深桝市の所得格差の結果を示している｡同表から次のことがわかる｡

(1)移住者世帯間のジニ係数(o.48)は､深訓戸籍世帯間のジニ係数(o.45)より高い｡

(2)深別全世帯(1045世帯)間のジニ係数(o.53)は､深桝戸籍世帯だけを調査対象とし

た統計年鑑のジニ係数(o.36)より47%も高い｡この差は､移住者世帯を分析対象に加えた

ことだけによるものではなく､戸籍世帯の調査サンプルの違いも影響している｡

3.移住者と戸籍要因による所得格差-の影響

3.1全世帯閉所得格差の分解

移住者による深桝市所得格差-の影響を明らかにするために､移住者世帯を加えた都市全

世帯の所得格差を考察するとともに､同格差(タイル指数)を深釧戸籍世帯グループ内格差､

都市移住者世帯グループ内格差､農村移住者世帯グループ内格差､および各世帯グループ間

格差に分解して観察してみる｡表7-5はタイル指数の分解結果である｡

表7-5深耕市世帯間所得格差の分解:戸籍グループ別構成

全世帯 深酬戸籍 都市移住者 農村移住者 3つの

グループ内 グループ内 グループ内 グループ間

世帯数 1045 284 299 462

0.196
一人当たり平均年収(元)

32,748 63,295 34,040 13,134

タイル指数 0.575 0.207 0.126 0.045

(シェア､%) (100) (36.1) (22.0) (7.9) (34,0)

資料: 『2006年深別家計調査』

表7-5によると､深釧市世帯間所得格差の4つの成分のうち､深酬戸籍世帯グループ内格

差が最大となっているが､ 3つの世帯グループ間格差と都市移住者世帯グループ内格差もか

なり大きい｡また､移住者と関連する成分(都市移住者世帯グループ内格差､農村移住者世

帯グループ内格差､および各世帯グループ間格差)のシェアの合計値(63.9%)は深酬戸籍世

帯グループ内の格差のシェア(36.1%)を大きく超えている｡
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3.2 戸籍要因による深酬市就労者の収入-の影響

上の分析から､平均所得の低い移住者の増加は深釧市の所得格差の上昇に大きく寄与して

いることが明らかになった｡しかし､移住者の所得はなぜ顕著に低くなっているか?個人の

人的資本などの要因のほかに､戸籍という制度要因の影響も大きいであろう｡これを検証す

るために､次の式で､深別市就労者の収入関数を推定してみる｡

y- a]szHK+a2 JM+P]A GE +PiA GE2+p, SEX +PIED U+P, CP+P6 YEAR+

15

∑yiSECi･£
hf5H

ただし､ Yは就労者年収の対数､ szHKは深別市戸籍ダミー(深別市戸籍-1)､ RMは農村

移住者ダミー(農村移住者-1)､ SEXは性別ダミー(男性-1)､ AGEは年齢(勤務年数の代

理変数)､ EDUは学校で受けた教育の年数､ cpは共産党員ダミー(党員-1)､ YEARは深酬

市での在住年数､ sECiは就職先の所属産業セクターダミー(i- 1, …, 15)である｡

表7-6 深桝市就労者の収入関数の推定結果

説明変数 回帰係数 p値 説明変数 回帰係数 p値

定数項 6,928 0.000 定数項 6.98(～ 0.000

RM
-0.546

0.000 RM
-0.546

0.000

SZHK 0.373 0.000 SZHK 0.360 0.000

SEX 0.343 0.000 SEX 0.323 0.000

AGE 0.102 0.000 AGE 0.100 0,000

AGE2
-0.001

0.000 AGE2
-0.001

0.000

EDU 0.107 0.000 EDU 0.102 0.000

CP 0.l36 0.040 CP 0.138 0.037

YEAR

調整済み決

0.010

定係数(R2)

0.002

0.518

YEAR

SEC3

SEC5

SECT

SEC8&11

SEC9

SEC10

SECl2-l4

SEC15

調整済み決

0.009

0.884

2.047

I.655

-1.350

2.293

2.697

0.644

-1.209

定係数(R2)

0.005

0.377

0.04l

0.064

0.177

0.022

0.007

0.520

0.227

0.528

F統計量 247.468 F統計量 l29.625

P値 0.000 P値 0.000

資料: 『2006年深別家計調査』

注1 :被説明変数:就労者年収の対数値;サンプル数-18440
注2:SECl&2:農業､林業､牧畜業､漁(水産)業､採掘業; sEC3:製造業; sEC4&6:電

気/ガス/水の生産と供給業､地質調査･水資源保護部門;SEC5:建設業; sEC7:輸送業､倉庫業､

郵便/通信サービス業; sEC8&11:卸売業､小売業､対外貿易業､サービス業(飲食店･宿泊業

など) ; SEC9:金融保険業; SECIO:不動産業; SEC12-14:医療保健､スポーツと社会福祉､
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教育､文化,芸術､映画､放送､科学研究､および科学技術サービス; SEC15:政府機関､政党
機関､社会団体｡

表7-6は深釧市就労者の収入関数の推定結果を示している｡同表から次のことがわかる｡

(1)学校で受けた教育の年数､年齢(勤労年数)､深訓市での在住年数など人的資本要因

は､深別の労働者の収入に顕著なプラスの影響を与えている｡また､男性や共産党員の身

分など個人特性要因も､勤労者の収入にプラスの影響を与えている｡

.(2)予想通り､戸籍要因も深別の勤労者の収入に重要な影響を与えている｡深酬戸籍ダミ
ーSZHKは勤労者の収入に顕著なプラスの影響を与えているのに対して､農村移住者ダミー

RMはマイナスの影響を与えている｡

(3)勤労者の就労部門も個人所得に一定の影響を与えている. SEC5(建設)､ SEC7(輸送､

倉庫､郵便､電話通信サービス部門)､ SEC9(金融保険部門)､ SECIO(不動産)､などいくつか

の産業部門では､一部の国有企業が市場を独占し､平均賃金が他の部門を大きく上回ってい

るため､これら部門のダミー変数は勤労者の収入にプラスの影響を与えている｡

4.主な結果および政策示唆

本章は､移住者世帯も調査対象に含む2006年深別家計調査を用い､同市の所得格差の実

態および要因を分析した｡主な結果は次のように要約できる｡

(1) 1980年代前半からの急速な工業化と都市化に伴い､600万以上の移住者が深桝市に

移住し､総人口の8割近くになっている｡しかし､深桝戸籍をもつ住民に比べ､深釧戸籍

をもたない移住者(特に農村移住者)は､高所得の雇用部門に入る機会や高賃金の仕事に就く

機会は明らかに少ない｡

(2) 移住人口の急増および労働市場における移住者に対する雇用差別は､深別の世帯間

所得格差の上昇の重要な要因になっている｡深桝戸籍世帯と移住者世帯の両方を含む2006

年深別家計調査における各世帯の一人当たり可処分所得データを用いて測定したジニ係数

は､深桝戸籍世帯だけを調査対象とする政府の統計データから測定された同係数より47%

も高く､同市の実態をより正確に反映していると言える｡

(3) 深桝市全世帯の所得格差のタイル指数を､深桝戸籍世帯グループ内格差､都市移住

者世帯グループ内格差､農村移住者世帯グループ内格差および3つの世帯グループ間格差の

4つに分解した場合､移住者に関連する成分(2-4番目)めシェアの合計値は深酬戸籍世帯グ

ループ内の格差のシェアを大きく超える｡

(4) 就労者の収入関数の推定結果から､学校で受けた教育の年数､年齢(勤労年数)､･

深桝市での在住年数などの人的資本要因､他の個人特性(性別､共産党員の身分),および就

労部門の特性は､同市の勤労者収入に重要な影響を与えているとともに､戸籍要因も勤労者

収入に重要な影響を与えていることが確認された.

上述の分析によって､以下の政策示唆が考えられる｡
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まず､移住者の増加が都市部所得格差の上昇に大きく寄与しているので､今後､各種政府

統計および関連政策に移住者の情報を取り込まなければならない｡

次に､労働市場における戸籍差別は､所得格差の重要な要因の一つとなっているだけでな

く､移住者の教育訓練の意欲を低下させ､社会全体の人的資本の拡大に負の影響を与える恐

れがある｡今後､政府機関や企業の正規職員･社員の雇用に関する戸籍制限をできるだけ早

く撤廃し､より公平性のある雇用条件(例えば､技能資格や学歴など) -切り替えるべきで

ある｡

また､経済のグローバル化が進む中で､深別､北京､上海のような沿海大都市は､国内労

働力(人口)の流入の中心であるだけでなく､海外からの多国籍企業経営者･技術者や各種

国際ビジネス従事者などの高所得人口の集積地ともなっているため､所得格差が他の都市以

上に拡大していく可能性がある｡したがって､今後これら国際都市の所得格差問題に特別な

注意を払わなければならない｡

(戴二彪)
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第8章 住居格差と所得不平等

計画経済時代の中国では､都市住民の住宅は社会福祉として政府(勤務先)から無償に配

分されていたが､政府の投資が重工業生産を中心とする｢生産性投資｣-傾斜していたため､

住宅建設-の投資を含む｢非生産性投資｣は極端に抑えられた｡結果として､中国都市部の

住居水準は非常に低く､｢住宅不足｣は多くの都市が抱えた最も深刻な問題の1つであった｡

一方､改革開放政策が実施された1970年代末以降､市民生活の改善が重視され､政府や国

有企業による住宅建設-の投資が顕著に増加した｡さらに､ 1988年から住宅建設には市場

メカニズムが導入され､民間企業も土地開発･住宅建設に参入できるようになった｡こうし

た制度改革､中国の持続的経済成長､市民の所得増加に伴い､近年､中国都市部の住宅建設

-の投資規模は増大しつつあり､市民の平均住居水準が顕著に上がっている｡しかし､住宅

開発の市場化によって､住宅価格が急上昇するとともに､政府や国有企業による住宅の無償

配分は徐々に減少した｡その結果､都市部世帯間住居格差は急速に拡大していると見られて

いる(Huang (2005))｡多くの都市では､高所得者向けの高級住宅が大量に開発されている

が､低所得者の居住条件はほとんど改善されず､特に､近年急増している農村からの移住者

の一部の居住地域はスラム化している｡

都市部の住居格差の拡大は､マスコミや研究者の間でも大いに注目されているが､都市部

の世帯別住居環境の調査･統計は大きく遅れている｡中国の公的な統計資料には､都市世帯

の所得と支出に関するサンプリング調査の集計データが公表されており､住宅関連の年間支

出(家賃､住宅ローン､補修などの費用)に関するデータも含まれているが､住居格差の分

析に必要とする比較可能な住居水準を反映するデータ(例えば住宅面積)はない｡また､ 2000

年に実施された第5回全国人口センサスでは､はじめて中国の世帯別住居環境が調査された

ものの､同嗣査の結果については,省･市･県･区別の集計データしか公表されていない.

こうした統計事情もあり､既存研究には､次の点について改善の余地が大きいと思われる｡

(1)住居格差の現象を取り上げた文献は多いが､信頼できる家計調査データと一般的な

格差の尺度を用いて行われた実証研究は､所得格差研究と比べて非常に少ない(Sato (2006))0

(2)都市戸籍をもたない移住者世帯の住居環境およびその住居格差全体-の影響は重視

されていない｡ 1999年の時点で,都市部に転入している農村移住者はすでに8000万人を超

えており､都市総人口の2割近くにのぼるため1)､移住者を無視したままでは都市部住居格

1)中国公安部によると､ 1999年に､全国各都市の｢臨時住居カード｣ (中国語原語は｢暫住証｣)を交付された農村

移住者(｢流動人口｣)の規模は約5,000万人であり､同カードの交付を申請してないものを加算すれば､農村移住

者の規模は8,000万人を超えていると推定されている.一方､ 1999年の中国都市部総人口は4億3,750万人に

なっている(『中国統計年鑑2000年』を参照)｡
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差の実態を正確に把握できない｡

(3)住居格差と所得格差の関係について､十分に比較･分析されていない0 1990-1995

年の都市世帯の収支データを分析したwbrld Bank(1997)によれば､都市住民の住宅､年金､

医療､教育､交通､食品などについての現物(サービス)給付による所得(in-kindincome)を

市場価格で換算して都市世帯の所得に加算すれば､加算しない場合より所得格差がやや′トさ

くなり､所得分配は平等化されるが､その中の住宅給付と所得分配の関係を明示していない｡

また､市場経済化の進展に伴い､社会福祉としての現物給付が減少しつつある中､住居分配

(住居格差)と所得分配(所得格差)の関係には新しい変化が現れている可能性があるが､

それを検証する文献はまだ見当たらない｡

(4)多くの文献は個別の都市の住居格差を考察しており､異なる規模･特徴をもつ都市

間の比較は少ない｡

こうした状況をふまえ､本章は､移住者世帯も調査対象に含めた中国社会科学院(CASS)

の1999年家計調査データ(以下､ ｢1999年cASS家計調査｣と称す)に基づいて､中国の

13都市における住居格差･所得格差を計測･比較するとともに､移住者世帯による都市部

住居格差-の影響を分析する｡本章は次のように構成されている｡第l節では､本章で利用

するデータおよび格差の測定方法を説明する｡第2節では､ 13市の都市戸籍世帯内と移住

者世帯内の住居格差ならびに所得格差を考察する｡第3節では､ 13市の全世帯の住居格差

と所得格差のタイル指数を､都市戸籍世帯内､移住者世帯内および両世帯グループ間の格差

に分解して､それぞれの格差全体-の寄与度を明らかにする｡最後に主な分析結果をまとめ

る｡

1.利用するデータと格差の測定方法

1.1データ

本章が用いたのは､ CASS
･経済研究所を中心とする国際共同研究チームが中国国家統計

局都市調査隊の協力のもとで2000年1月-3月の間に実施した｢1999年CASS家計調査｣

のデータである｡この調査の一つの特徴は､農村から都市に転入してから半年間以上居住し､

比較的安定した職業と住所をもつ移住者世帯を調査対象に含むことである(Xue and Wei

(2003))｡調査対象は､都市規模､移住人口と戸籍人口の比率などを考慮して都市ごとに抽

出された､北京など13都市の5301世帯(うち移住者世帯は801)である｡この調査は､農

村移住者世帯を都市部の調査対象に含めた最初の全国をカバーする家計調査でもある｡

｢1999年CASS家計調査｣では多数の質問事項が設けられ､ 13都市の世帯ごとの人数､

雇用状況､所得状況のほか､住宅状況(面積､浴室･キッチン･ガス･電力供給などの設備

状況､構造､立地)に関する詳しいデータが得られる｡本章では､住居格差と所得格差の実

態を比較するために､ 13都市の一人当たり住宅面積の世帯間格差と一人当たり可処分所得

の世帯間格差を同時に考察する｡ただし､ここでの住宅面積は設備状況､構造,立地などを
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考慮して調整されたものである｡
2)

2)本研究では､世帯間住居格差を測るために､ ｢一人当たり世帯住宅面積｣指標を用いているo

しかし､中国の都市部においては､生活設備が揃っている新型標準住宅が急速に建築されている

一方､浴室なしまたはキッチンなしなどの非標準住宅もいまだ大量に残っている｡また､住宅の
立地状況や住宅タイプなどの差もある｡世帯間の住居格差を正しく考察するために､まず住宅面

積を比較可能なものにする必要がある｡付表1は､衛生設備､キッチン､住宅の立地､ガス供

給､空調設備､住宅タイプなどの6項目に分けて､各項目のウェイトおよび各項目の状況別調

整係数を示している｡各世帯の調整後住宅面積(月)は次のように換算されている｡

H-Ho*( WA'7:A)'( WU TB'( wC* TO'( WU TD)'( Wq TB'( I研TD

ただし､ Hoは調整前の面積で､ WA-WFと T4-TFはそれぞれ各項目のウェイトと状況別調

整係数である｡

(付表1)住宅面積の調整方法:項目別ウェイトと状況別調整係数

A: B: C: D: E: F:

衛生設備 キッチンルーム 住宅の立地 ガス供給 空調設備 住宅タイプ

調整係数(T) (WA=0.3) (wB=0.2) (wc=o.2) (wt)=0,1) (wE=0.1) (wF=0.1)

1 浴室とトイレ 独立キッチン 中心区部 パイプガス 冷気､暖気 新築マンション

0.8 浴室のみ 缶ガス 暖気のみ 中古マンション

0.6 トイレのみ 共同キッチン 中心区周辺 その他燃料 簡易アパート

0.4 遠い郊外 その他

0.2 共同トイレ

0
なし なし なし なし

3)この計算式は他の形で表示することもできる｡ Dai (2007)を参照｡

4)ただし,近年では､移住者がさらに増加しており､彼らの所得の伸び率は都市戸籍をも

つ就労者より低くなると見られる｡

5)例えば､近年では､香港の所得格差のジニ係数は常に0.40を超えている(U山ted
Nations, various years, Human DevelopR2ent Report).､

6)中国の各都市においては､近年､最低賃金制度がほとんど導入されている｡ただ

し､インフォーマル･セクターの多くの雇用主はこれを無視している0

7)近年,中国の多くの都市においては,移住者が一定面積以上の住宅を購入すれ

ば､転入先の都市戸籍を取得できるようになっている｡このため､移住者の中には､所得の高いものを

はじめ､都市部の住宅を購入する者が増えている｡
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1.2 格差の測定尺度

格差の測定尺度はさまざまであるが､本章で用いるのはジニ係数とタイル指数であるoこ

の両尺度は格差の研究によく用いられるもので､ジニ係数は次のように定義されるo

Gini

-(孟妄-k〕一課
ここで､ wkは第k世帯の一人当たり可処分所得または一人当たり住宅面積､ FLはその平

均値､ nは世帯数である｡ただし､ジニ係数の定義式に限り､ wkは昇順で並べられてい

る(経済企画庁経済研究所(1998))0

また､タイル指数は情報エントロピー概念を活用し､タイル(Theil(1967))によって､

以下のように定義される｡
3)

〃 〃

･n(x)-

logn-∑xilog去-
∑xilognxi

l=1
i=1

ただし､ズi=Ei/(∑iEJであり､ Eiは世帯iの一人当たり可処分所得または一人当たり住宅

面積､ 〃は世帯数を指す｡

タイル指数は最小0､最大log〃で､大きいほど格差が大きいという特性はジニ係数と同

じである｡しかし､このタイル指数が優れているのは､構成グループのグループ内･グルー

プ間別の寄与度-の分解ができる点である｡

都市世帯X-(xl,X2,･･･,Xh,Xh..,･･･,Xn)が二つのグループ､都市戸籍世帯

xh
-(xl,X2,･･･,Xh)と移住者世帯Xn_h -(xh.I,-,Xn)に分けられる場合､

Xのタイル指数

Tn(X)は､二つのグループ内の格差を測るタイル指数Th(Xh)､ Tn-A(Xn-h)と両グループ

間の格差を測るタイル指数Tn(Xh,Xn_A)に分解できる｡

Tn(X) - hFLnTh(Xh)+ (n
- h)FLn-hTn_h(Xn_h)+ Tn(Xh,Xn一九)

ここで､ pいFLn_hはグループxh､ Xn_hについての所得または住宅面積の平均であるo

また､第3項は仮想的な分布(ph,･･･,uh,Pn_h,･-,Pn_h)に対して測られたタイル指数であるo

aDd Space,Lendon and New York: Routldge･)
sato, Hiroshi (2006) "Housing inequality in urban China in the 1990s", C占)'Da EcoDOm)'c

Ren'eft; 17 (1),pp.37-50.
Theil, H･ (1967) Econ?a)'csand h(a-2atlon Theoyy･Amsterdam: North-Houand.

umited Nations (varlOuS years),
Human Development Repoyt･

Ⅹue, Jinjun and Zhong Wei (2003) "Unemployment,
Poverty and Income Disparity in

urban China", Asl'aD EcoDOm)'c Joumal, 17 (4),pp･379･384･
w.rld Bank (1997) Sna血g R)-sIDg Incomes: D]'span't)res ZD Cnl)2a, Washington D･C･: The

World Bank.
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2.都市戸籍世帯間格差と移住者世帯間格差

2.1都市戸籍世帯と移住者世帯の所得･住居水準比較

表8-1と表8-2は､それぞれ13市の都市戸籍世帯と移住者世帯の平均所得･住居水準状

況を示している｡

表S-1都市戸籍世帯の所得･住居環境

都市名

調査 世帯平均 1世帯当たり 1人当たり 1世帯当たり 1人当たり
サンプル メンバー 住宅面積 住宅面積 平均年収 平均年収

数 数(人) (m2) (m2) (元) (元)

開封 230 2.9 34.6 ll.9 12,146 4,145

平涼 230 3 38.7 13.1 13,460 4,486

自貫
230 2.8 42.9 15.4 13,541 4,632

錦州 240 2.9 32.2 ll 14,999 5,050

南充 230 2.7 49.4 18.2 14,640 5,290

肺州 440 2.9 36 12.3 15,997 5,328

鄭411 340 2.8 44.5 15,7 16,485 5,469

平頂山 230 2.9 49.2 16.9 16,741 5,636

藩陽 490 2.9 39.4 13.5 16,792 5,651

成都 440 2.7 44.9 16.6 18,405 6,360

徐J11

南京

240 2.8 31.2 ll.3 18,768 6,759

490 2.7 33.5 12.6 23,102 8,346

北京 670 2.9 30.3 10.5 28,628 9,475

資料: CASS ｢1999年cASS家計調査)｣ (表8-2-表8-6の資料も同様)0

表S-2 移住者世帯の所得･住居環境

調査 世帯平均 1世帯当たり -人当たり 1世帯当たり 1人当たり
サンプル メンバー 住宅面積 住宅面横 平均年収 平均年収

都市名数 敬 (m2) (m2) (元) (元)

平涼 50 2.6 12.4 4.8 6,996 2,661

鄭州 60 2.3 12.9 5 9,507 4,103

自責 50 2.1 13 5.5 8,928 4,316

平頂山 50 2.4 19.3 7.4 ll,248 4,723

開封 50 1.6 15,1 9.1 8,300 5,171

南充 50 2.1 15.7 7.1 12,549 5,867

藩陽 70 2 5.5 2.7 12,790 6,311

肺州 60 1.6 9.6 5.5 10,415 6,316

徐州 60 2.2 12.4 5.2 14,481 6,503

錦州 60 2.1 12.3 5.1 13,837 6,584

徐州 70 1.6 15.7 9.6 ll,275 6,942

南京 71 1.9 13.8 8.1 18,424 9,515

北京 100 1.6 7.4 4.9 21,983 14,069

両表から次の特徴が読み取れる｡

まず､中国都市部の核家族化の進展と｢一人っ子｣政策の成果を反映し､都市戸籍世帯の

平均人口規模は2,7人-3.0人に集中している｡これに対して､移住者の場合､家族と離れ
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て都市部に転入したケースが多いため､移住者世帯の平均人数は1.6-2.6人と′トさくなって

いる｡

一人当たり平均所得水準については､多くの場合､移住者世帯の方が都市戸籍世帯より高

いが4)､一人当たり住居水準については､移住者世帯の方が都市戸籍世帯よりはるかに低い｡

その背景には､都市戸籍世帯は1990年代後半まで勤務先の国有企業･国有機関から無料ま

たは低家賃の住宅を受給できたが､移住者世帯はこのような福祉制度に恵まれていなかった

ためである｡さらに､移住者の場合､出身地への｢送金｣が必要であるとともに､居住地に

おける就労機会の取得や子供の就学などについても､都市戸籍世帯には不要な特別費用を支

出しなければならない｡また､多くの移住者世帯は都市戸籍の取得が難しいため､いずれ故

郷に帰ることも念頭に置き､住宅支出を最小限に抑えていることもーつの要因であろう｡

さらに､所得水準の高い都市で､必ずしも高い住居水準が見られるわけではない｡首都北

京の場合､ 13都市のうち最高の所得水準であるにもかかわらず､都市戸籍世帯の住居水準

は中国の中で最も低く､移住者世帯の住居水準も三番目に低い｡これは､中国の政治経済の

中心である北京では人口密度が高く､地価･住宅価格も高いためであろう｡

2.2 都市戸籍世帯間の所得格差と住居格差

表8-3は､ジニ係数とタイル指数で計測した13都市別の都市戸籍世帯間の所得格差･住

居格差を示している｡同表からは､次のことがわかる｡

第一に､都市戸籍世帯間の所得格差は､一部の海外都市と比べてそれほど大きくないが

5)､ジニ係数は1980年代初頭の0.2以下(World Bank (1997))から0.3前後-と大幅に上昇

している｡

第二に､ほとんどの都市では､住居格差が所得格差を上回っている｡特に首都北京および

南京･成都など一部の省都の場合､住居格差と所得格差の比率(すなわち両格差の解離度)

がかなり大きい｡これは､政府機関や国公立文化･教育･研究機関が集中している行政中心

都市では､住宅給付の分配は常に公務員や上級専門技術者など一部のエリート層に偏ってい

ることを反映していると言える｡

表S-3 都市戸籍世帯間の所得格差･住居格差

都市名

タイル指数 ジニ係数 平均年収(元)

(一人当たり)TiThT√ri GiGhGh/Gi

開封 0.160.l8l.l3 0.310.321.01 4,145

平涼 0.l20.l31.l6 0_270.28l.05 4,486

自軍 0.170.221.30 0.320.371.16 4,632

錦州 0.l20.080.69 0.280.220.80 5,050
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0.13 0.13 1.01

0.13 0.13 l.02

0.15 0.15 1.01

0.14 0.12 0.88

0.13 0.13 1.04

0.14 0.22 1.54

0.14 0.13 0.96

0.10 0,14 1.31

0.12 0.23 2.01

0.28 0.28 0.99

0.28 0.28 1.O1

0.30 0.29 0.99

0.28 0.27 0.96

0.28 0.28 1.02

0.30 0.33 1.ll

0,28 0.28 0.98

0.25 0.28 1.12

0.26 0.38 l.44

(注) hは居住､ iは所得を指す｡

2.3 移住者世帯間の所得格差と住居格差

表8-4は､ジニ係数とタイル指数で計測した､ 13都市別の移住者世帯間の所得格差･住

居格差を示している｡同表から次のことがわかる｡

概して､移住者世帯間の所得格差と住居格差は都市戸籍世帯間のそれらを大きく上回って

いる｡

また､ほとんどの都市では､移住者世帯間の住居格差が所得格差を大きく上回っている｡

さらに､移住者世帯間の所得格差と住居格差の両方において､首都北京が13都市の中で

突出して大きい｡

表814 移住者世帯間の所得格差･住居格差

都市名
タイル指数 ジニ係数 平均年収(元)

(1人当たり)Ti Tb Th′Tj Gi Gb Gh/Gi

平涼 0.14 0.42 3.03 0.27 0.48 1.75 2,66l

鄭州 0.41 0.39 0.94 0.48 0.48 1.00 4,103

自貢 0.2l 0.34 I.60 0.3(; 0.45 1.25 4,316

平頂山 0.19 0.51 2｣66 0.33 0.53 I.6l 4,723

開封 0.23 0.72 3.17 0.37 0.60 1.62 5,171

南充 0.14 0.36 2.63 0.29 0.46 I.6l 5,867

藩陽 0.25 0.29 1.16 0.34 0.39 1.14 6,311

蘭州 0.36 0.68 1.89 0.43 0.59 1.37 6,316

徐州 0.35 0.75 2.17 0.44 0.60 1.37 6,503

棉,)ll 0.33 0.18 0.55 0.41 0.33 0.81 6,584

徐,)ll 0.14 0.53 3.85 0.29 0.54 1.89 6,942

南京 0.26 0,79 3.00 0.39 0.58 1.47 9,515
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移住者世帯間の所得格差および住居格差は予想以上に大きくなっているが､その原因の1

っは､移住者の就業形態にあると思われる｡ ｢1999年CASS家計調査｣の集計結果によると､

都市部における移住者は主に自営業やサービス業などいわゆるインフォーマル･セクターで

働いている｡その中で､店や工場のオーナーになっている人たちは､都市戸籍をもつ人々よ

りも高い収入を得ているが､多くの人は｢3K｣ (危険､きつい､汚い)の仕事をしており､

しかも最低賃金制度さえ保障されていない6)｡移住者のこのような就業形態は所得格差に大

きく影響しているであろう｡居住環境については､住宅の無料給付あるいは市場価格を下回

る低価格で提供されるなど､福祉制度に恵まれている多くの都市戸籍世帯と違い､移住者世

帯は高い市場価格で住宅を借りるか､購入するかという選択肢しかない｡収入の高い移住者

世帯の中には､都市部の住宅を購入したものが少なくないが7)､前述のように､多くの移住

者世帯は都市戸籍の取得が困難なので､都市部における現在の住所を臨時的なものと考えて

おり､住宅支出を最小限に抑えようとしている｡その結果､移住者世帯の平均居住面積が小

さいだけでなく､世帯間の住居格差も非常に顕著になっているのである｡

3.全世帯間の所得･住居格差と移住者の影響

3.1 13都市における全世帯間の所得格差･住居格差

本節では､ 13都市の都市戸籍世帯と移住者世帯の両方を含む全世帯の所得･住居格差を

考察する｡図8-1と図8-2は､それぞれ13都市における全世帯の所得格差と住居格差を示

している｡この両図から,都市全世帯の所得･住居格差は都市戸籍世帯だけの所得･住居格

差を大きく上回るとともに､多くの都市では住居格差が所得格差を上回ることがわかる｡

図S-1都市全世帯間の所得格差
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図8-2 都市全世帯間の住居格差
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3.2 13都市の全世帯間の所得･住居格差の分解

移住者の都市部所得･住居格差-の影響を明らかにするために､全世帯間格差を都市戸籍

世帯内格差､移住者世帯内格差､および両グループ間格差に分解して観察する｡表8-5と表

8-6は全世帯の所得格差と住居格差に関するタイル指数の分解結果を示している.

表8-5 13都市別全世帯の所得格差(タイル指数)とその構成

都市名 全世帯

A:都市 B: C: シェア シェア シェア

戸籍世帯内 移住世帯内 両グループ間 A(%) B(%) C(%)

藩陽 0.14 0.ll 0.03 0.001 75.6 23.9 0,5

錦州 0.18 0.09 0.08 0.00(～ 51.6 44.9 3.5

南京
0.13 0.09

･0.04
0.001 70.0 29.3 0.8

徐州 0.18 0.1l 0.07 0.000 62.1 37.8 0.1

北京 0.21 0.10 0.1l 0.002 45,9 53.0 1.2

鄭州 0.18 0.13 0.05 0.005 71.0 26.5 2.5

開封 0.18 0.l2 0.05 0.004 70.4 27.4 2.2

平頂山 0.15 0.12 0.03 0.002 78.5 20.0 1.4

成都 0.14 0.12 0.02 0.000 85.I 14.5 0.3

自責 0.l8 0.14 0.04 0.000 79.6 20.2 0.2

南充 0.13 0.lO 0.03 0.001 79,4 19.9 0.6

肺州 0.l6 0.ll 0.05 0.002 68.I 30.9 1.0

平涼 0.13 0.10 0.02 0.016 76.3 ll.9 ll.8

表8-6 13都市別全世帯の住居格差(タイル指数)とその構成

都市名 全世帯 A:都市 B: C: シェア シェア シェア

住居格差 戸籍世帯内 移住世帯内 両グループ間 A(%) B(%) C(%)

藩陽

錦州

南京

徐州

北京

鄭州

開封

平頂山

成都し

自責

南充

肺州

平涼

0.20 0.13 0.Ol 0.0(～ 65.0 4.1 30.9

0.13 0.08 0.02 0.03 59.0 14.4 26.6

0.20 0.13 0.07 0.01 62.2 33.6 4.2

0.23 0.12 0.08 0.03 51.4 33.8 14.8

0.29 0.22 0.04 0.03 75.8 15.1 9.1

0.21 0.14 0.02 0.05 67.4 9.8 22,8

0.26 0.15 0.lO 0.00 58.8 39.4 I.8

0.19 o｣1 0.04 0.03 58.5 23.5 18.0

0.26 0.20 0.04 0.Ol 77.3 17.4 5.3

0.27 0.20 0.03 0.05 74.3 9.2 l6.5

0.l9 0.l2 0.03 0.04 63.6 l4.6 21.8

0.19 0.12 0.04 0.02 66.8 21.4 ll.9

0.20 0.12 0,03 0,05 61.7 15.4 23.0

両表から以下の結果が読み取れる｡

第一に､多くの場合､全世帯の所得格差の三つの成分の中で､都市戸籍世帯内格差のシェ

96



ァ(寄与度)が最大となっているが､移住者世帯内格差のシェアもかなり大きい(11･9%～

53.0%).特に首都北京の場合､移住者世帯内格差のシェアは都市戸籍世帯内格差のシェア

を上回っている｡一方､両グループ間の所得格差のシェアは総じて小さいo

第二に､各都市の全世帯の住居格差の三つの成分の中でも､都市戸籍世帯内格差のシェア

が最大となっているが､移住者関連の他の二つのシェアの合計がほとんど-30%を超えてい

る｡移住者世帯内の住居格差のシェアは所得格差のそれと比べてやや小さいが､両グループ

間の住居格差のシェアは所得格差のそれと比べてはるかに大きいo

4.主な結論および今後の課題

本章の主な分析結果は次のように要約できる｡

まず､ 1980年代初頭以降､中国都市部(13都市)の都市戸籍世帯間の所得格差は大幅に

上昇しているが､ほとんどの都市では､都市戸籍世帯間の住居格差が所得格差よりも大きく

なっている｡これは､現物の住宅分配は現金所得の分配より不平等で､都市戸籍世帯間の実

際の所得格差が現金所得格差より大きいことを示唆しているo

次に､移住者世帯の増加は､都市部における所得格差と住居格差の上昇の重要な要因の一

っとなっている｡都市戸籍世帯と移住者世帯の両方を含む都市全世帯の所得格差と住居格差

は､都市戸籍世帯だけのそれらを大きく上回っているo都市全世帯の所得格差のタイル指数

を分解してみると､ほとんどの都市においては､都市戸籍世帯と移住者世帯の両グループ間

格差のシェア(寄与度)が小さいものの､移住者世帯内格差のシェアは11･9%-53･0%に達

している｡一方､多くの都市では､全世帯の住居格差が所得格差を上回っているo全世帯の

住居格差のタイル指数の3つの構成要素の中では､移住者世帯内格差のシェアがやや小さい

が､都市戸籍世帯と移住者世帯の両グループ間格差のシ主アがかなり大きく,ほとんどの都

市ではこれらの合計が30%以上になっている｡

また､首都北京の場合､都市戸籍世帯と移住世帯を含む全世帯間について所得格差と住居

格差の両方が13都市の中で突出して大きいo北京のような政治･経済･文化の中心都市で

は､伝統的な制度要因が依然として住宅分配に影響しているとともに､移住者の規模が非常

に大きいので､格差問題が他の都市よりも深刻になる傾向があると考えられるo

ただし､以上の分析結果は1999年の中国都市部の状況を反映するものであるo
1999年以

降の中国では､農村から都市部に転入した移住者の規模は一層増大しているoまた､市場経

済化に伴う住宅制度の改革により､社会福祉としての住宅配分制度はすでに撤廃されたが,

一部の高級官僚や優れた専門人材に対する住宅補助制度は依然として残っているoこうした

変化のもとで､都市部の住居格差は所得格差とともにさらに拡大していると予想され､中国

政府はその対策を早急に考えなければならない｡

(戴二彪･帝進軍)
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* 本章は戴二彪･辞進軍(2004) ｢中国の都市部における所得格差と住居格差:流動人口の影響｣

(『東アジアの視点』第13巻3号)を加筆･修正したものであるo
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第9章 学歴の差と所得不平等

人的資本収益率の変化が所得格差に与える影響を分析するため､本章では教育の収益率と

その変化の推定を試みる｡推定結果によれば､中国の教育の収益率はそれほど高くはないo

教育年数の増加は所得を平均で4･3%増加させるが､学歴により教育収益率は大きく異なっ

ている｡高校卒業以上の学歴をもつ個人の収益率は8･9%で最も高いoさらに､教育収益率

は所得の増加とともに上昇する傾向がある｡所得上位5%層の教育収益率は下位5%層の2

倍である｡つまり､教育収益率は教育程度､所得とともに上昇し､富める者はさらに富み､

貧しい者はさらに貧しくなるという｢マシュー効果｣が観察されるoこの情況において所得

格差を縮′けるには､人的資本を貧しい人により多く投資する必要があるo低所得者の教育

の改善が平均所得者より速ければ､所得格差が縮′ける可能性がある｡

本章の構成は以下の通りであるo第2節では先行研究を要約するo第3節では理論､方

法､データを説明する｡第4節では教育収益率およびその教育水準との関係を推定するo

第5節では教育収益率と所得水準との関係を推定するo最終節では結論と政策提案が述べ

られる｡

1.人的資本の格差と所得格差

中国はかつて所得分配が最も公平な国であったoしかし､市場化改革が進むにつれ､経済

成長の成果の分配の平等性が失われたo特に､ 1990年代中期以降､個人間の所得格差が急

速に拡大している｡現在の中国は所得格差の問題が深刻な国の一つとなっており､このこと

は､経済の健全な発展に悪影響を与えかねないo

所待格差と経済発展の関係は長らく経済学の基本的研究テーマであるo
1955年､クズネ

ッツは先進国の経験にもとづき､所待分配に関する逆U字仮説を提出したoそれによると､

経済発展の過程で所得が増加するにつれ､所得格差は初期において拡大し､ある水準に達し

た後,教育水準の向上とともに縮′卜するo

所得格差が縮小化に転換する速度は国によって異なるo例えば､日本は急速に転換点を越

ぇ､所得分配の均等化を実現できたo逆に､所得格差が絶えず拡大している国もあるoラテ

ンアメリカのいくつかの国は1970年代半ばに1人当たりGDPが1000ドルに達したが､

多くの人々は経済発展の成果を享受できなかったoそれらの国はさらに急速な経済発展を実

現したが､所得分配は急速に悪化して社会矛盾が激化し､経済発展に悪影響をおよぼしたo

中国経済は依然高度成長を続けており2005年には1人当たりGDPは1700ドルに達し
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た｡これに伴い所得格差も急速に拡大しており､ジニ係数は0.47(中央宣伝部理論局(2005))

に達した｡このような所得格差の拡大は中国が経済発展を続けていく過程で真剣に取り組む

べき課題である｡

一般に､所得格差が拡大しつづける原因は二つある｡一つは非市場的要素(政策や法律)

であり､もう一つは市場的要素(人的資本など)である｡本章は人的資本の格差が所得格差

を生む重要な原因と考え､この間題を検討する｡

人的資本は市場から収益を受け取り､個人によって異なるため､人的資本の不平等は所得

格差の直接の原因と言える｡人的資本の変数としては教育水準が最も多く利用され､データ

が入手しやすいため､本章は教育の収益率およびその所得格差-の影響を分析する｡この分

析のため､ 2004年に得られた標本調査を利用して教育収益率を推計するとともに､その教

育程度､所得との関係を調べ､所得格差の拡大の市場的要素を明らかにし､格差縮小のため

の政策を提案する｡

2.先行研究の要約

教育収益率を推計した研究は数多く､中国に関する研究は労働経済学の分野において注目

されている｡ 2002年以前の研究については孫(2004)､ Zbang and Zbao (2002)､ Brauw and

R｡zelle (2004)がサーベイを行っている｡そのため､ (個別の研究を詳しく紹介することは

控えるが)ここでは主に2002年以降の新しい研究を要約しておく｡

最近では操作変数数法､ Ⅲeckman推定法､一般化積率法(GMM)､固定効果推定法など

を利用する研究も見られるが､最小二乗法(OLS)を利用する研究も依然として多い｡推定法

の選択により､教育収益率の推計結果が異なる可能性があることにも注意するべきである｡

例えばLi and Luo (2004)がGMMによって推計した都市部の教育収益率は15%に達する｡ Ll

一方､ OLSによって推計された教育収益率は5-8%であり､他国より低い結果となってい

る｡ 1)また､中国の教育収益率の推計値は改革開放の時代から絶えず伸びており､性別､

教育水準､地区および業種により異なることも指摘されている｡より具体的には､教育収益

率は男性より女性の方が高く､農村より都市部の方が高く､そして高校卒業者より大学卒業

者の方が高い｡

人的資本の価値を知らせる市場からのシグナルとして､教育収益率は労働市場の変化と密

接に関連している｡教育収益率の変化を観察できれば労働力市場の変化を理解するのに非常

に役立つが､特定の市場条件の下で教育収益率を適切に推定するのは容易ではないo
Weiss

(1995)によれば､教育と所得の関係を考える場合､教育水準の向上が必ずしも労働生産性を

高めるわけではなく､労働市場が教育水準によって質の高い労働者を選んでいるという面が

大きい｡しかし､教育収益率の推計におけるあらゆる問題を解決するのは無理があり､
2)一

致性をもつ教育収益率の推定を追求するのは困難であるようにも思われる｡ただ､比較的新

しいデータを利用するか､あるいは改良された推定法を使えば､これらの問題に対してある

100



程度の解決策を提供できるかもしれない｡

多くの研究と同様に､本章は教育収益率の一致推定を目的とせず､通常の方法に基づき､

最新の標本調査のデータを使うことにより､中国の教育収益率の最新の変化を推計し､それ

が所得格差に与える影響を分析するo本分析で利用する標本調査データは漸江省､上海市､

福建省を対象としているため､全国の結果との比較はできないo本章の特徴は2つあるo

一つは都市部と農村部の最新のデータを使って教育収益率を推定したことであり､もう一つ

は教育収益率と所得､教育水準との関係を分析したことであるo

3.理論モデルとデータ

米国の経済学者Mincerが1972年に提案した賃金方程式仮説によれば､ある労働者iの

所1SY,･はその人がもつ人的資本H)･と他の個人的特徴によって決定され､この関係を

y)･
=dHI)と書くo所得格差と人的資本水準の関係を求めるため､賃金方程式の両辺の分

散をとり､次の関係を仮定する｡

var(y,)- M2var(H,I)

(1)

ここで〟は人的資本の市場収益を表すo労働市場が完全競争的であれば一般に〟は定数で

ある｡

市場が完全競争的ではない場合､ MLま定数とは限らず､地区､業種､職種などによって

異なる可能性がある｡この場合､賃金方程式は次のように表せるo

yi = 0[M,I(H)I)]

(2)

ここで叫は(変化する可能性のある)人的資本の収益であるo人的資本水準H)･と収益Mr

が独立であるとし､ E(H,I)-FLH､ E(M,)-FLMとすれば､ (2)式に対応する所得格差と人

的資本水準の関係は次のようになるo

var(y,･,)
-

FLLvar(H,･,)
I
p孟var(M,)'Var(H,･,

) ･ Var(Mr)

(3)

(3)式によれば､所得格差は人的資本水準の格差Vat(H)･)と･人的資本収益の格差Var(Mr)に

依存するだけでなく､人的資本水準の平均FLHおよび人的資本収益の平均FLMにも依存するo

人的資本水準とその格差を所与とすれば､所待格差は人的資本収益とその格差によって決

定される｡人的資本の収益が高いほど所得格差は大きくなるoまた､人的資本の収益が一定

でなければ､人的資本の収益に格差があるほど所得格差は大きくなるoしたがって､人的資
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本の収益とその変動を把握することは､所得格差の問題を検討するのに重要である｡

実証分析において､ Mincerの賃金方程式は次のように表せる｡

1DY=X8+p

(4)

ここでXは人的資本水準を含む説明変数であり､ pは誤差項である｡

本章で利用するデータは中国社会科学院の人口労働経済研究所と台湾中央研究院が2004年

7月に上海､漸江､福建の3省市で行った｢家庭動態および財産の世代間の流動に関する抽

出調査｣ (家庭功志与財富代陳流功抽梓調査)である｡調査対象は年齢が25-68歳の個人

であり､多段階PPS (ProbabilityProportionaltoSize)により調査を行っている｡このデ

ータの標本分布､教育年数､所得の概要は表911に示されている｡

表9-1標本の分布､教育年数､所得の概要

教育年数 所得(元/月)

地区 標本数 平均 標準偏差 標本数 平均 標準偏差

上海 902 9,68 3.36 542 1567 1815

漸江 1853 6.64 3.62 1389 1222 2323

福建 1924 6.32 4.07 1443 8921 1329

合計 4679 7.09 4.02 3374 1136 1887

資料: CASS ｢家庭動態および財産の世代間の流動に関する抽出調査2004｣

4.教育水準別の教育収益率の推定

貸金方程式を利用して人的資本の収益を推定する場合､含めるべき説明変数は主に二つあ

る｡一つは人的資本水準であり､もう一つは人的資本水準と所得の両方と相関をもつ変数で

あり､それらはコントロール変数と呼ばれる｡人的資本水準には教育年数を利用し､他のコ

ントロール変数には能力､経験年数､性別､年齢などを利用する｡ただし､能力は観察でき

ないためしばしば除外され､推定における除外変数の問題を生む｡しかし､能力を除外した

場合に生じた誤差がうまく相殺されれば､ OLSによっても-致推定値を得られる(Card,

1999)｡また､一般には､経験年数は年齢から教育年数を引く方法で計箕されるが､その場

合には年齢をコントロールする必要はない｡

ここで推定するMincer方程式は次のようである｡

1DY-αo ･α1Edu･α2Exp･α3Exp2 ･∑スjXj ･P
ノ■

(5)
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yは月当たり平均所得(賞与も含む)､ Eduは教育年数､ Expは仕事の経験年数､ Xjは他

のコントロール変数(年齢､性別､地区､職業など)である｡ (5)式に年齢を含める理由は､

現在の職場での経験年数をEpとして利用するためである｡年齢を含めることにより､個

人が生まれた年代による教育水準の差をコントロールできる｡

中国の労働市場は発展､改善の渦中にあり､完全競争の状態とはいえない｡このため､労

働市場は複数に分割されており､個人間で人的資本の収益率に相違が生じていると考えるo

この場合､市場分割の要素を考慮しなければ､人的資本の収益率について一致性のある推定

結果は得られない｡本章が使うデータは3つの省市を含むため､地域による労働市場の分

割が考えられる｡また､中国では業種と職種に関する制約が多く､それらによる労働市場の

分割も重要と考えられる｡技術的には､労働市場の分割に関連するダミー変数を回帰関数に

加えればよい｡ 3)以下の分析では､市場分割を考慮する場合としない場合について教育収

益率を推定する｡

最も単純に,教育収益率が教育水準により異なるか否かを調べるには､教育水準ごとにグ

ループ分けをして回帰分析を行えばよい｡この方法では､標本数が減り自由度下がるととも

に､変数の変動が減るという欠点があるが､他の方法を利用しても何らかの欠点が残る｡こ

のため､ここではグループ分けの方法を選択する｡

全標本を利用する場合と最終学歴別(小学校､ヰ学校､高校､短大以上の卒業)の標本を

利用する場合についてMincer方程式をOLSで推定する｡結果は表9-2に示されている(た

だし､紙幅の都合上､全標本を利用する場合および市場分割に関連するダミー変数の係数の

結果は示さない)0

表9･2 0LSによる貸金方程式の推定結果(最終学歴別)

市場分割を考慮しない場合 市場分割を考慮する場合

学歴 小学校中学校高校短大 小学校中学校高校短大

Edy

Exp

Ed

性別

年齢

0.0410.0970.0800,053 0.0210.0120.0260.064

(3.76)(7.25)(2.93)(2.88) (2.03)(0,95)(0.95)(3.35)

-0.0190.1450.0240,013
0.0160.0280.0210.023

(-3.29)(1.95)(1.71)(0.91) (2.62)(3.95)(1.91)(1.45)

-0.000-0.001-0.001-0.000 -o.OOO-0.001-0.000-0.000

(-o.87)(-5.07)(-2.37)(-0.31) (-3.20)(-4.10)(-1.60)(-0.58)

0.5940.3140.3430.056 0.5790.3940.4380.115

(12..7)(6.05)(4.27)(0.60) (13.1)(8.59)(5.96)(1.24)

-o.0060.009-0.014-0.011 -0.012-0.007-0.021-0.014

(1.81)(3.21)(-1.82)(-1.80) (-3.98)(-2.34)(-2.79)(-2.09)

R2 0.280.130.090.05 0.420.370.370.19

N 13501201414237 13421194412236
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注:括弧内はt値である｡ ｢中学校｣には中等専門学校と専門学校が含まれる｡また､ ｢高校｣に

は高校と職業高校が含まれる｡性別は男性について1となるダミー変数である｡R2は決定係数､

Nは標本数を表す｡

推定結果から､市場分割を考慮しない場合､全標本についての教育収益率は10.1%に達

し､中学校卒業の個人は9.7%と最も高く､高校卒業の個人は8.0%､短大卒業以上の個人は

5.3%､小学校卒業の個人は4.1%となっている｡他方､市場分割を考慮した場合､全標本に

っいて4.3%とかなり低下し､学歴別では小学校､中学校､高校卒業の個人の収益率は非常

に低く､統計的にも有意ではない｡逆に､短大卒業以上の個人の教育収益率は6.4%に上が

り､統計的有意性も上がる｡これらの結果から､市場分割は教育収益率の推定(特に比較的

低い学歴の推定)に大きな影響を与える｡この結果は､比較的学歴の低い労働者は地区､業

界､職業を選ぶことによって教育収益を実現することを意味する｡

表9･2における教育収益率は最終学歴別のグループについて推計されているが､それらは

ある意味では当該教育段階についての教育収益率を正確に表しているとは言えない｡例えば､

｢中学校｣のグループには最終学歴が中学校である個人だけが含まれ､高校卒業以上の個人

は含まれないが､彼らが中学校を卒業していることは明らかである｡

このようなグループ分けの欠点を補うため､今度は標本を最終学歴ではなく､中学校卒業

以上､高校卒業以上､短大卒業以上に分類する｡ 4)しかし別の見方をすれば､中学校卒業

以上の個人はすべて小学校を卒業しており､小学校と中学校の教育の影響が区別されず､唆

昧になると考えられなくもない｡この欠点を補うため､教育水準に関するダミー変数β(例

えば､中学校卒業以上の教育収益率を推計する場合は､中学校を卒業した個人について1､

それ以外(最終学歴が小学校卒業の個人)について0をとる変数)を作る｡そしてダミー

変数Dと教育年数Eduの交差項を作り､次の方程式を推定する｡

1nY-Po･PID･P2Edu･P3DEdu･P4Exp･P5Exp2･∑pjZj
･C (6)ここでZ]は他

ノ

のコントロール変数(性別､年齢､地区､職種､業種など)､ cは誤差項である. (6)式を推

定する場合､ダミー変数Dの定義上､常に全標本を使う必要がある.以下の分析では､DEdz)

を含まないモデルを｢基準モデル｣､ DEduを含むモデルを｢交差項モデル｣と呼ぶ｡

推定結果を提示する前に､交差項DEduがもつ意味を確認しておく.例えば､ Dが中学

校を卒業した個人について1,それ以外について0をとるとき､教育収益率は中学校卒業以

上の個人についてβ2 +β3であり､最終学歴が小学校卒業の個人についてβ2である.つま

り､ ββは二つの学歴グループ間の教育収益率の差を測っている｡

上述の3つの学歴グループについて､基準モデルと交差項モデルの両方を推定した結果

を表9･3に示す｡この表から､基準モデルよる教育収益率の推計結果は､ ｢中学校以上｣が

6.5%､ ｢高校以上｣が8.9%､ ｢短大以上｣が6.4%である｡表9-2より全標本(小学校卒業

以上)の教育収益率は4.3%であるので､比較的高い教育段階にある個人の教育収益率は標

本全体の平均より高い｡
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表9-30LSによる貸金方程式の推定結果(修了学歴別)

基準モデル 交差項モデル

学歴 中学校高校短大 中学校高校短大

以上以上以上 以上以上以上

Edu

D

DEdu

Exp

Exp2

性別

年齢

o.o650.0890.064 o.o250.0280.031

(8.08)(6.83)(3.35)

o.o280.0260.023

(2.60)(5.12)(6.35)

-o.352-0.5200.293

(-4,32)I(-3.75)(1.02)

o.o450.0590.010

(3.68)(5.02)(0.54)

o.o210.0210.021

(5.01)(2.88)(1.45) (5.44)(5.48)(5.43)

-o.oo1-0.001-0.000
-o.oo1-0.001-0.000

(-4.65)(-2.ll)(一0.58) (-5.52)(-5.53)(-5.48)

o.3820.3260.115 o.4610.4590.451

(10.8)(5.65)(1.24) (16.65)(16.7)(16.61)

-o.oll-0.017-0.014
-o.o12-0.012-0.012

(-4.03)(-3.49)(-2.09) (-6.15)(-6.22)(-6.05)

R2 o.410.390.19 o.510.510.51

N 1842648236 323132313231

注:括弧内はt値を表す｡ R2は決定係数､ Nは標本数を表すo

今度は､交差項モデルによる教育収益率の推計結果を見ると､
｢中学校以上｣の回帰式か

ら中学校卒業以上の個人は0･025+0･045=0･070､ ｢高校以上｣の回帰式から高校卒業以上

の個人は0.028 + 0.059
= 0･087､ ｢短大以上｣の回帰式から短大卒業以上の個人は0･031

+

o.o10=0.042であることがわかるo

また､ ｢中学校以上｣の回帰式から､最終学歴が小学校卒業の教育収益率は写･5%にすぎず､

中学校の教育を一年多く受ければ収益率は4･5%も上がることがわかるo
｢高校以上｣の回帰

式から､最終学歴が中学校以下の教育収益率は2･8%であるが､高校の教育を一年多く受け

れば収益率は5.9%も上がる｡最後に､ ｢短大以上｣の回帰式から､最終学歴が高校以下の教

育収益率は3.1%であり､短大以上の教育を一年多く受けても収益率はほとんど上がらない

ことがわかる｡

以上の結果から､現在における中国の教育収益率はそれほど高くなく､平均的には4･3%

であることがわかった｡しかし､異なる学歴について収益率の差は非常に大きく､高校以上

の学歴をもつ個人の収益率は8･9%と最も高く､平均収益率の2倍におよぶoまた､最終学
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歴が中学校卒業以下の個人は､高校の教育を一年多く受ければ所得が5･9%も増加するoこ

れらの結果は中国の教育収益率に関する他の研究の結果と類似しているo例えば､陳･閏

(1998)は教育水準に関するダミー変数を利用して回帰分析を行い､学歴ごとの教育収益率を

中学校3.59%､高校4.19%､中等専門学校6･76%､短大4･67%､大学6･58%と推計してい

る｡また､李･李(1994)によれば､中国における教育収益率は高校卒業が一番高く､中学

校卒業､ ′ト学校卒業と続く｡

他国に関する研究によれば､教育収益率は初等教育について最も高く､高等教育､中等教

育と続く｡中国の場合は異なっており､学歴が高いほど収益率が高まることがわかるoこの

ような状況では､個人所得の増加(さらにはその結果として経済成長)を促進するには積極

的な人的資本投資が最も有効と考えられる｡その反面､このことは人的資本の格差が拡大す

れば､所得格差も広がることも示している｡

5.所得分位別の教育収益率の推定

一般的に､教育水準が低い人は所得も低く､教育水準が高い人は所得も高いため､高所得

者は比較的高い教育収益率を得ている可能性がある｡

所得分布と教育収益率の関係を分析する場合､標本を所得階層で分割し､所得階層ごとに

Mincer方程式をOLSで推定することもできる｡しかし､この方法では所得階層を細かく

分割した場合､標本の大きさがかなり小さくなり､教育収益率の推計において自由度不足が

生じる可能性がある｡

この間題に対して､分位点回帰(quantile regression)の方法が開発され､近年発展して

きた.分位点回帰ではすべての標本を利用し､従属変数の条件付き分布において指定した分

位の個人について､説明変数が従属変数に与える影響を推定できるoこの回帰では推定係数

の標準誤差を通常の方法で得られないが､ブートストラップ(bootstrap)によって計算でき

る｡

分位点回帰を利用し､ Mincer方程式を推定した結果が表9･4に示されているoこの表か

ら､教育収益率は確かに所得分位によって変化している｡つまり､高所得者ほど教育収益率

は高く､低所得者ほど教育収益率は低い｡

表9-4 所得分位別の教育収益率の推計結果

分位点 EduExpExp2性別年齢

5%

10%

20%

30%

o.o270.038-0.0090.445-0.015

(3.12)(4.00)(-2.86)(7.99)(-4.22)

o.o340.019-0.0000.421-0.014

(5.21)(3.91)(-3,13)(14.0)(-8.32)

o.o420.020-0.0010.415-0.013

(5.75)(5.46)(-6.80)(17.0)(-7.07)

o.o400.025-0.0010.401-0.012
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40%

50%

60%

70%

80%

90%

95%

(8.43) (7.50)

0.045 0.024

(8.65) (6.93)

0.041 0.024

(8.05) (6.94)

0.044 0.022

(9.63) (7.15)

0.045 0.020

(7.02) (6.02)

0.045 0.014

(7.15) (3.78)

0.054 0.110

(6.03) (2.15)

0.065 0.006

(5.64) (0.58)

(･8.16) (18.3)

･0.005
0.387

(･7.39) (13.6)

･0.001
0.397

(･6.72) (15.0)

･0.001
0.397

(･5.46) (14.0)

-0.000
0.417

(･4.31) (14.2)

･0.000
0.440

(･3.38) (12.9)

･0.000
0.467

(･2.76) (6.9)

･0.000
0.539

(Ii.24) (4.85)

(･6.07)

-0.011

(･5.47)

･0.010

(･5.43)

･0.009

(･5.40)

･0.010

(･5.60)

-0.008

(-5.20)

-0.006

(-1.87)

-0.006

(-1.50)

注:地区､職種､業種のダミー変数の推定係数は省略している｡ 括弧内はt値である｡

これらの関係をより明確にするため､所得分位ごとに平均所得､平均数青年数､教育収益

率をまとめた結果が表9･5に示されている｡

表9･5より､教育収益率は所得の増加とともに高くなる｡つまり､所得分位5%の個人の

教育収益率は2.7%にすぎないが､所得分位95%の個人のそれは6･5%に達する｡また､所

得が高い人はよい多くの教育を受ける傾向がある｡つまり､所得分位10%の個人の平均教

育年数は4.1であるが､所得分位95%の個人のそれは10.8年に達する｡したがって､中国

においては教育収益率の上昇は所得格差の拡大効果をもつことがわかる｡

表9･5 所得分位別の所得､教育年数､教育収益率

分位点 平均所得(元/月)平均教育年数 教育収益率(%)

5%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

95%

90.0

150.0

300.0

417.0

583.3

736.7

900.0

1015.8

1500.0

2200.0

3287.5

この点をさらに明確にするため､表9･5にもとづき､各所得分位の個人について､教育年

数1年の増加が月当たり平均所得をどれだけ増やすかを推計した.その結果は､所得分位
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5%の個人について2.4元であり､所得分位95%の個人について214.7元であり､後者は前

者の約90倍である｡図9-1はすべての所得分位について同じ計算をした結果をまとめてい

る｡

この図は明らかに富める者はさらに富み､貧しい者はさらに貧しくなるという｢マシュー効

果｣を表現している｡ 5)

図9-1教育年数の増加が各所得分位の所得に与える影響

6.政策的意義

本章の分析から次の三点が明らかにされた｡第一に､市場分割を考慮しない場合､ OLS

で推定した教育収益率は10%を上回るが､考慮した場合,教育収益率は4.3%になる｡この

結果は現在の中国の労働市場では地域､業種および職種について複数の分割が存在すること

を示している.第二に､他国とは異なり､中国の教育収益率は教育水準とともに高まるo特

に､最終学歴が中学校以下の個人の教育収益率は2.8%であるが､もし高校の教育を一年受

ければ収益率は5.9%も上がる｡第三に､教育収益率は所得水準にも依存している｡所得分

位5%の個人の教育収益率は2.7%にすぎないが､所得分位95%の個人の教育収益率は6.5%

にも達する｡したがって､所得､教育水準および教育収益率の間には｢マシュー効果｣が存

在する｡

これらの結果は今後の中国の経済発展に次のよう政策的意義をもつ.第一に､教育収益率

は教育水準とともに上昇するため､教育投資を増やすことにより個人の所得は増加し､所得

格差の縮小に貢献する可能性がある｡第二に､現在の労働年齢人口の平均教育年数は約8.5
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年であり(中学校卒業より低く)､高校卒業者の教育収益率が最大であるため､現在の中国

はクズネッツ曲線上で所得格差が次第に拡大する段階にあるといえる｡第三に､所得格差の

拡大を抑制するには､教育水準が低く貧しい労働者の教育水準を高校卒業程度まで高める必

要がある｡

このような市場の失敗から生じた所得格差の拡大を克服するためには､政府が貧しい人々

へ積極的な人的資本投資の戦略を実施し､人的資本の格差を減らすように努力するべきであ

る｡具体的には二つの政策が提案できる｡一つは義務教育を高校まで引き上げることであるo

本章の分析は､多くの労働者が高校を卒業すれば所得格差は収束する可能性を示しているo

もう一つは､人的資本投資戦略を実行する場合に特に貧しい地区と低所得の人々-の財政支

出を拡大し､義務教育を徹底することである｡本章の分析によれば､低所得層の人的資本の

増加が平均所得層より速くなれば､所得格差が縮小する可能性がある｡

(張車偉)

･本章は『経済研究』 2006年第12期に掲載された論文を加筆修正したものであるo

(注)

1) psach｡r｡poulos (1994)とTrostel, Walker and Woolley (2002)によれば､世界における

教育収益率の平均は10. 1%､アジアでは9.6%､中低所得国では11･2%-11･7%である｡

2)教育収益率の推定においては3つの_問題に直面する｡一つは除外変数の問題であるo能

力など教育と相関をもつ変数をコントロールできない場合､教育収益率のOLS推定値はバイ

アスをもつ｡もう一つは測定誤差の問題である｡人的資本変数にはふつう教育年数を利用す

るが､調査において誤差が生じることは避けられない｡残りの一つは教育収益率の異質性の

問題である｡簡単に言えば､賃金方程式において教育収益率は個人ごとに異なる可能性があ

る｡これらの問題を克服できない場合､何らかのバイアスが生じる｡

3)地区ダミー変数は上海､漸江､福建を含む｡業種ダミー変数は17あり､農林水産業､

製造業､その他の工業､建築業､地質調査測量業､水利管理､交通運輸業､倉庫業､郵便･

電信通信業､情報諮問業､不動産業､金融･証券･保険業､卸売･小売業､飲食･旅行･娯

楽業､社会サービス業､科学･教育･文化･衛生業､その他の業界である｡職種ダミー変数

は8つあり､機関責任者､専門技術者､事務員､商業従事者､サービス業従事者､農林水

産業従事者､運送業従事者､軍隊･.警察など従事者である.

4)小学校卒業以上は標本全体に等しいため､この分類は利用しない｡

5) ｢マシュー効果｣は新約聖書のマシュー福音に由来している｡

参考文献

陳暁宇･閉経方(1998) ｢我国高等教育個人収益率研究｣ 『高等教育研究』

109



第6期第23頁｡

中国共産党中央宣伝部(2005) 『2005理論熱点面対面』学習出版社､第72

頁｡

李実･李文彬(1994) ｢中国教育投資的十人収益率研究｣趨人偉等主編『

国居民収入分配研究』､第45卜475頁､中国社会科学出版社｡

孫志軍(2004) ｢中国教育十人収益率研究: -十文献綜述及其改策含義｣
『中

国人口科学』第5期第65-72頁｡

Brauw, Alan de and Scott Rozell (2004) "Reconciling the Returns to Education
in Rural

Cbina", request by e･mail:

alan.d.debrauw@williams.edu

card, David (1999) "The Causal Effect of Education on Earnings"･ (OrleyAshenfelter and

David Card eds., Handbook ofLaboy Ecol"a)'cs,
Volt 3A･ EIsevier Science, New

York.)

Li, Haizheng and Li Luo (2004) "Reporting
Errors, Ability Heterogeneity･ and Returns

to schoolmg in China", Pac]'Ec EcoDOm)'c Re-,,lew, 9 (3),pp･ 191-207･

weiss, Andrew (1995) "Human Capital vs･ Signaling Explanation of Wages", Joumal a(

EcoDOmjc Perspectl'ves, 9 (4),pp. 133･ 154･

zhang, Junsen and Yaohui
Zhao (2002) "Economic Returns to Schooling in Urban China,

1988-1999", Chinese University of Hong
Kong'Hong'Requestfrom e-mail at

jszhan紳-

110



第10章 社会の階級･階層化と不平等

中国における経済および社会の激しい変動に対して､経済学者は主に所得不平等およびそ

の要因を検討し､一方で社会学者は主に社会地位､権力などにより新しい社会階級･階層を

区分している｡しかし､社会階級･階層の形成は所得分配と密接に関連しており､互いに影

響を与えている｡中国の社会階級･階層変化の全体像,およびその所得分布との相互関係を

把握するため､本章は2006年中国社会科学院(CASS)が実施した｢中国社会状況調査｣

のデータを利用し､社会学と経済学の双方の観点から､現在の中国における所得分布と社会

階級･階層の形成要因を分析し､社会階級･階層の所得格差-の影響を検討するo

本章は以下のように構成される｡第2節では､社会階級･階層に関する理論をレビュー

し､中国の社会構造の枠組を構築する｡第3節では､調査データに基づき､中国の社会階

級･階層の構造およびそれぞれの所得分布を分析するo第4節では､経済学的方法により

各社会階級･階層の所得分布の現状および不平等問題を分析するo第5節では､社会学的

方法により社会階級･階層の所得分配-の影響を検証するo最終節では､主な結果をまとめ､

政策提案を行う｡

1.研究の背景､目的およびデータ

所得不平等の要因に関して､社会学では｢市場転換｣の論争があるoそれは､社会主義的

な再分配システムが市場分配システム-転換するとき､所得分配に格差が生じるという主張

である(Nee,(1989)､辺･張(2002)､赫･李(2006))oこの論争は､どの種類の人的資本

が市場転換期において再分配時期より多くの所得を得るかに集中しているoまた､経済学者

は都市･農村間格差､地域格差､職業間格差を分析するが､社会学者は職業､単位(勤務先)､

男女差別の研究をする｡王･王(2005)は､それらの集団(職業集団､単位集団)内の格差

拡大が社会全体の格差を拡大させ､ 90年代半ばまでの格差の大半を説明できると主張するo

まず､過去の研究を要約する｡市場転換期における地域､部門､人的資本の特徴などの要

素は所得に影響を与える｡また､市場が形成されると､教育水準に基づく就職区分が徐々に

形成され､階準･階層上の位置も固定化されていき､それらの階級･階層が所得格差の主な

要因の一つとなる｡さらに､人的資本以外では､生産手段(資本)の占有方式､生産活動に

ぉける地位や支配力などが所得に影響する｡したがって､階級･階層上の位置は所得格差の

仲介変数である｡そのため､人々の出身､家庭背景は教育水準に影響するoまた､家庭背景､

家庭の人脈および教育から得た人的資本は彼らの職業の選択肢､さらには階級･階層上の位
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置にも影響する｡すなわち､家庭背景および人的資本は社会生産活動における位置および余

剰の分配に影響するため､分配者と被分配者､権力の支配者と被支配者は異なる利益を得る｡

また､党員､政治上の身分などは階級的地位を得るための特別な人的資本ともいえ､その政

治資本を通して社会集団における階級的地位を獲得する｡

しかし､所得格差を生む社会集団は階級･階層であると思われる｡中国の社会構造､特に

階級･階層構造の変化が所得格差に与える影響についての研究はあったが､明確な理論分析

が不足している｡また､所得分布の上位20%層と下位20%層の所得の差により所得格差を

定義することもあるが､このような定義はどの階級が上位20%層であり､どの階級が下位

20%層であるかに関して疑問を残す｡他の研究は､回帰モデルにおいて幹部､技術者､サ

ービス業者､生産人員､失業者を職業階層変数として用いたが､それらは主に人口グループ

の特徴であり､階級･階層の特徴ではない｡上述の諸点をふまえ､本章は所得と社会階級･

階層との包括的な関係を研究する｡そのため､以下の五つの論点を提起する｡

1)階級上の位置は所得に顕著に影響する｡つまり､階級上の位置が高いほど所得は高い｡

2)資産の規模と人的資本の規模は所得に強く影響する｡

3) 1)と2)より,階級上の位置が高いほど､教育収益率が高い｡資産規模が大きい､または

労働者を支配する階級は無産階級などの被支配階級より教育収益率が高い｡

4) 3)が確かめられれば､税制度に変更がないことを前提として､近い将来､私企業雇用主

数の増加は所得格差を拡大させる｡また､高等教育の普及は中産階級の数を増加させ､

所得格差を拡大させる｡

5)1)-4)が全て確かめられれば､所得分配制度に重大な変更がないことを前提として､中国

は将来のある時期に所得格差がさらに拡大する｡

これら五つの主張を確かめるために､以下の二つ問題を明らかにする｡一つは､中国の現

在の階級･階層構造の実態､つまり､どのような階級が存在し､それらの割合がどの程度か

という問題である｡もう一つは､各階扱が総所得において占める割合､つまり､各睦級に属

する人々の所得割合はどの程度かという問題である｡

本章は中国社会科学院(CASS)の｢2006年中国社会状況調査｣を利用して上述の問題

を検証する｡この調査は､ 2000年中国第4回人口センサスの区･市･県のデータに基づい

て調査の枠組を作り､多層･多段階法で標本を抽出している｡また､都市･農村人口の比率､

年齢､教育程度､産業構造の四大分類の指標により､東･中･西部の2797の区､市､県を

37の層を分け､ PPS (ProbabilityProportional to Size)の方法で130の区･市･県を抽出

する｡さらに､同じ方法で各区･市･県から二つずつの郷･鎮･街道を抽出し､計260個

の郷･鎮･街道が得られ､その中から計520個の村住民委員会(都市部の行政管理機関)

を抽出する｡最後に､その中から住民名簿により合計7100世帯を抽出して家庭訪問の方法

で調査を行った｡ここでは､第5回全国人口センサスの人口および就労のウェイトを取り､
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上記調査のオリジナルデータを使う｡ 1)

2.階級･階層の理論モデル

階級･階層とは､社会学者や経済学者が一定の階級類型学の基準によって定義した社会人

口の分類である｡社会学にはいくつかの理論モデルがある｡例えば､ Pie汀e Bourdieu(1984)

の消費階層論､ John H. Goldtborpeなど(1987)に代表されるウェーバー主義(Weberism)

の多元階層論､ Blau and Duncan (1967)の社会経済指数階層論､ Neo･Durkbeimianismの

機械集中論一職業階層論､ Wright (1979 a,b)の新マルクス主義階層論などである｡ここで

は､ Wright (ライト)の理論に注目したい｡

ライトは戦後の各階級の変化を考慮し､伝統的マルクス理論を利用して階級構造に新中産

階級を含め､その社会構造変化-の影響を分析した｡彼の階級構成図では､社会の階級は｢有

産｣と｢無産｣の二種類に分けられ､有産階級では､ 10人以上を雇用する資産階級､ 2-9

人を雇用する雇用主を定義している｡また､労働者を雇用しない有産者を小資産階級と定義

している｡したがって､雇用人数が資本階級の位置を決める根拠である｡また､ ｢小雇用主

階層｣と｢小資産階級｣は社会学の定義において｢旧中産階級｣に相当する｡その理由は､

新中産階級と比べれば小雇用主と小資産階級は資産をもつが､資産階級と比べれば雇用人数

も資産の数も少ないからである｡この旧中産階級は歴史的にすでに存在しており､強い生命

力をもつ階級である｡ライトモデルは､ Melvin Kohnによって修正された.彼は4人以上

の家族以外の従業員を雇う雇用主を｢雇用主階級｣と定義し､ 3人以下の家族以外の従業員

を雇う雇用主を自営業階級と定義している｡また､無産階級､被雇用階級については､ライ

トは労働過程における権力支配性と労働の技術性基準から新中産階級と労働者階級を区別

し､新中産階級の各構成部分を細分化している｡新中産階級についても､管理立場と管理権

力の大きさにより管理階層､監督階層､専門技術階層に分けている｡図10･1はライトモデ

ルの概略である｡

この図の左上には権力､資本および技術をより多くもっている管理者､右下にはそれらを

もっていない肉体労働者階級が位置している｡つまり有産階級の列では､上層であるほど雇

用人数が多く､権力支配能力も強い｡雇用階級の列では､部下を管理している中産階級は部

下を監督していない中産階級より権力資本を多くもっている｡また､専門階級､技術労働階

層､非技術労働階層の順で技術資本を多くもつ｡

1)2006年『中国統計年鑑』に記載された2005年の就業構造によれば､農民階級は約3億人で

あり,全労働人口7.5億人の約42%である｡しかし, 2005年の1%人口サンプリングでは農民

階級の総就労人口に占める割合は53%であった｡ CASSの調査データのウェイトは2005年の

1%人口サンプリングの値より低いが,統計年鑑の値より高い｡

113



図10･1 ライトモデルの階級分解略図

有産階級 被雇用階級

部下を管理して

いる

部下を監督して

いるo

なし

雇用人数

多

資産階級
専門管理者

技術労働 非技術労働

(10人以上) 管理者 管理者

少
小雇用主階級

専門監督者
技術労働 非技術労働

(2-9人) 監管者 監管者

なし

小資産階級

(雇用なし)
専門技術者 技術者 労働者階級

専門的人材 技術あり 技術なし

本研究はライトの定義を参考とし､中国社会の現実的特徴を考慮して以下のように各階級

を定義する｡

･ 雇用階級:生産資本をもち､他人を雇用している階級｡そのうち､雇用人数が8人

以上の雇用主階層と､雇用人数が7人以下の小雇用主階層に分ける｡この分類は中

国政府による｢企業｣と｢自営業｣に分類に対応している｡

･ 自営業階級:一定の生産資本をもち､家族以外を雇用しない階級｡

･ 農民階級:土地を借りて農業に従事する階級｡

･ 新中産階級:生産資本をもたず､企業､国家あるいは他の組織に雇用された非肉体労

働者の階級｡専門管理者階層､専門監督者階層､専門技術者階層､技術管理者階層､

技術監督者階層および肉体労働管理階層から構成される｡

･ 労働者階級:生産資本をもたない肉体労働者､半肉体労働者の階級｡主に半技術半肉

体労働者階層､肉体労働者階層､肉体労働者階層の監督者階層から構成される｡

分析の便宜上､以下では雇用主階層と小雇用主階層を単に｢雇用主階層｣と呼ぶ場合もあ

る｡ただし､旧中産階級という概念は小雇用主階層と自営業階層の総称である｡労働者を雇

用する階層は旧中産階級の上層におり､従業員を使う面では雇用主階層に類似する｡また､

労働者を雇用しない自営業階層は労働者階級と似ており､旧中産階級の下層にいる｡

3.中国における階級･階層の構造

中国社会にはどのような階級があり､各階級の割合はどの程度かという問題について､さ

まざまな理論モデルから異なる結論が得られている｡本章は､生産資本を占有するか否か､

労働活動において他人を権力支配するか否か､労働活動において技術資本を使用するか否か

という三つの基準から階級を分類し､各階級が占める割合を求める｡

図10-2は｢2006年全国社会状況調査｣から計算した各階級の割合を示す｡有産階級では､

雇用人数が8人以上の雇用主階層の割合は0.52%､雇用人数1-7人の小雇用主階層は

2.62%である｡また､自営業者の割合は11.51%となっている｡さらに､農民階級は最も高

い46.96%を占めている｡他方､被雇用階級では､専門管理者階層は0.93%､専門監督者階

層は0.79%､専門技術者階層は2.31%､技術管理者階層は1.11%､技術監督者階層は1.65%､
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肉体労働管理者階層は0.97%､肉体労働監督者階層は1.55%､肉体労働者階級は21.43%

である｡

ライトの分類法と異なり､本研究は管理している部下に対して人事権力をもつか否かとい

う基準で管理階級と監督階級を分類する｡そのため､組織において部下の人事権をもつ人々

を管理階級と定義する｡また､人事権をもたず､業務の推進に関する指導力をもつ人々を監

督階級と定義する｡さらに､高い教育水準をもち､組織の中の技術専門家であり､支配力を

もたない労働者を専門技術階層と定義する｡

図10･2によると､小雇用主階層と自営業階層から構成される旧中産階級は中国の社会階

級構造の中に占める割合が14.14%､管理階級､監督階級と専門技術者階層から構成される

新中産階級は7.76%となっている｡

新中産階級は旧中産階級より規模が小さいが､権力と技術のエリートであり､社会管理の

権力と経済管理の権力をもち､技術上の人的資本と文化生産の支配権をもつ｡労働者階級は

主に肉体労働者階層､半技術半肉体労働者階層､肉体労働監督者階層により構成され､

30.61%を占める｡しかし､広い意味で肉体労働監督者階層も新中産階級として定義すれば､

新中産階級は全労働人数に占める割合は9.31%まで上昇する｡

図10-2 現代中国における階級･階層構造

有産階級 無産(被雇用)階級

部下を管理

している

部下を監督

している

なし

雇用

人数

多

雇用主階層

(8人以上の従業

負)

0.52%

専門管理者

階層

0.93%

技術管理者

階層

1.11%

肉体労働管理者階層

0.97%

少

小雇用主

階層 専門監督者 技術監督者
肉体労働監督者階層

1.55%
(1-7人の 階層 階層

従業員)

2.63%

0.79% 1.65%

なし

自営業階層

(従業員

なし)

ll.51%

専門技術者 半技術半肉体労働 肉体労働者

階層 者階層 階級

2.31 7.63 21.43%

農民階級

46.96%
高技術 技術有 低技術

資料: ｢2006年中国社会状況調査｣により作成｡標本数-5198人｡

これらの比率から中国各階級･階層の人数を推計できる｡総労働人口を7.5億人とすれば､

雇用主階層は約386万人､小雇用主階層は約1971万人､新中産階級は約5775万人､労働

者階級は約2.3億人､農民階級は約3.5億人､技術水準も所得水準も低い自営業階層は約

5725万人となる｡

また､各階級の平均教育年数と所得分布も推計でき､表10･1のようにまとめられる｡こ
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の表から次の点が明らかになる｡

第一に､雇用主階層と小雇用主階層の所得は新中産階級より高いが､教育水準は低いoこ

れは資産が所得分配に影響するためと考えられる｡

第二に､旧中産階級の主な構成要素である自営業階層は所得水準も教育水準も相対的に低

い｡これは自営業階層が十分な技術資本をもたず､主に非正規労働部門で働くためであるo

第三に､新中産階級については､権力資本と人的資本が所得を影響しているが､権力資本

の影響は人的資本より影響力が大きい｡

第四に､肉体労働管理者階層は教育水準も所得も半技術半肉体労働者階層より低いが､新

中産階級に分類される｡

第五に､半技術半肉体労働者階層と肉体労働者層は､肉体労働者階級と新中産階級との転

換階層である｡

表10-1各階級･階層の所得と平均教育年数

有産階級 被雇用階級

平均年間所得

雇用主 専門管理者 技術管理者 肉体労働管

階層 階層 階層 理者階層

29931.51 19251.48 18983.47 10570.83

平均月間所得 8253.51 2964.31 2279.17 1333.70

平均教育年数 9.55年 13.97年 12.74年 10.59年

平均年間所得

′ト雇用主 専門監督者 技術監督者 肉体労働監

階層 階層 階層 督階者層

10651.76 16587.05 14651.37 10689.29

平均月間所得 4115.51 2138.07 1885.55 1320.52

平均教育年数 8.81年 14.19年 12.94年 9.93年

平均年間所得

自営業 専門技術者 半技術半肉体 肉体労働者

階層 階層 労働者階層 階級

6383.22 15544.08 10506.82 6794.75

平均月間所得 1141.15 1856.04 1339.44 1001.71

平均教育年数 8.14年 13.48年 12.42年 8.94年

平均年間所得

平均月間所得

平均教育年数

農民階級

3121.63

360.85

6.12年

注:平均年間所得は1人当たりの値(人民元)､平均月間所得は1世帯当たりの値であ

る｡

資料: ｢2006年中国社会状況調査｣により作成｡標本数-5198人o

上述のように､全ての有産階級について雇用人数と資本の規模が人々の所得を決めているo

その中では､雇用人数の最も多い雇用主階層の所得が最も高く､小雇用主階層､自営業階層

と続き､農民階級は最も低い｡また､被雇用階級では､専門技術者階層の所得は半技術半肉

体労働者階層より高い｡肉体労働者階級の所得が最も低いのは､技術資本の所得分配-の影

響と思われる｡同じく､監督階層の所得は被管理階層より高いのは､権力資本の所得分配-

の影響と思われる｡

116



4.各階級･階層の所得分布

4.1五分位分布別の各階級･階層の所得

表10･2は月所得の五分位分布を示す｡雇用主階層の81%が月所得上位20%に入ってい

る｡また､専門管理者階層の66.7%および29%がそれぞれ上位20%および上位20%-40%

に入っている｡その他では上位20%には､技術管理者階層が67%､肉体労働管理者階層が

45%､半技術半肉体労働者階層が31%､肉体労働監督者階層が27%､自営業階層が23%､

肉体労働者階層が15%を占めているが､農民階級のシェアは2%未満であり､非農民階級

との格差が非常に大きい｡また､技術水準が相対的に高く､労働組織における権力支配能力

をもつ新中産階級と雇用主階層は上位20%に占める割合がともに45%を超え､全体の81%

となっている｡

表10-2 各階級･階層の月所得の五分位分布

月所得の五分位分布

合計
I

最低位

I
低位 中位 高位 最高位

0%-
20%

20%-

40%

40%-

60%

60%-

80%

80%-

雇用主階層 0.0 0.0 4.7 14.3 81.0 100.0

専門管理者階層 0.0 2,3 2.4 28.6 66.7 100.0

技術管理者階層 1.7 5.5 5.5 20.0 67.3 100.0

小雇用主階層 1.8 6.1 9.6 19.3 63.2 100.0

専門監督者階層 0.0 5.2 15.8 15.8 63.2 100.0

専門技術者階層 0.0 3.5 15.8 22.8 57.9 100.0

技術監督者階層 1.2 5.0 18.8 ?5.0 50.0 100.0

肉体労働管理者階層 7.5 7.5 15.0 25.0 45.0 100.0

半技術半肉体労働者階層 0.5 9.9 23.0 35.3 31.3 100.0

肉体労働監督者階層 8.0 4.0 34.6 26.7 26.7 100.0

自営業階層 7.0 26.5 21.3 22.3 22.9 100.0

肉体労働者階層 4.4 22.4 34.5 24.0 14.7 100.0

農民階級 54.8 29.1 9.0 5.4 1.7 100.0

資料: ｢2006年中国社会状況調査｣により作成｡

4.2 階級･階層別の所得分布

次に､各階級･階層の所得シェアと所得分布を検討する｡表10･3より､雇用主階級は全

労働人口に占める割合がわずか3%であるが､全所得に占める割合は16%である｡新中産

階級は労働人口に占める割合が8%であり､全所得に占める割合は17%である｡これらの

階級には隠された所得がある可能性が高いため､実際の割合はそれ以上に高いと思われるo

また､労働者階級は全労働人口に占める割合が約31%であり､全所得に占める割合は36%

である｡農民階級は全労働人口に占める割合が50%であるが､全所得に占める割合はわず
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か18%である｡また､自営業階層は全労働人口に占める割合は11%､全所得に占める割合

は14%である｡

表10-3 各階級の所得の割合

階級
就労人口に

占める割合

月所得に

占める割合

雇用主

階級

雇用主階層 0.52 4.5

小雇用主階層 2.63 ll.43

計 3.15 15.94

新中産

階級

専門管理者階層 0.93 2.93

専門監督者階層 0.79 1.79

専門技術者階層 2.31 4.54

技術管理者階層 1.ll 2.67

技術監督者階層 1.65 3.29

肉体労働管理者階層 0.97 1.37

計 7.76 16.59

労働者

肉体労働監督者階層 1.55 2.16

半技術半肉体労働者階層 7.63 10.81

階級 肉体労働者階層 21.43 22.7

計 30.61 35.67

自営業階級 ll.51 13.89

農民階級 46.96 17.91

資料: ｢2006年中国社会状況調査｣により作成｡

以上の議論より､雇用主階級と新中産階級からなる上層階級は総人口の10%しか占めな

いが､総所得の33%を得ている｡対照的に､農民階級は就労人口の中でも最も人口の多い

が､所得に占める割合は非常に低い｡したがって､格差是正の重点は農村におくべきであり､

農民階級の所得を他の階級より速く増加させれば､中国の所得格差は縮小すると思われるo

また､農民階級の人数が減れば所得格差が縮小することがわかる｡

5.階級上の位置の所得分配-の影響

所得の決定要因に関する研究において､経済学では教育収益率について深く議論してきたo

また､社会学の伝統的な地位獲得モデルにおいては､両親の階級上の位置が子供の教育水準

に顕著な影響をおよぼし､労働市場の選択を通じて子供の地位と所得に影響する｡また､中

国の社会構造において､農業社会から工業社会､計画経済から市場経済､伝統社会から現代

社会､エリート教育から大衆教育に転換することが人々の所得分配にどれほど影響するかは､

社会階級により異なる｡

地位獲得モデルにおける社会経済地位は主にBlau and Duncan (1967)が提示した社会経

済指数で計測される｡しかし､労働生産過程における地位(つまり生産資本の占有関係)､

労働過程における権力支配関係､労働の技術水準の三つの尺度によって階級･階層を分類す
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る場合, BlauandDuncanの方法とは違ってくる｡ここでは､ミンサー方程式に階級変数

を加え,特に階級上の位置がいかに所得に影響するかを測る｡

基本的なミンサー方程式は(1)または(2)式である｡

ln(income) -a'P.edu'P2eXPer. P,exper2. u (1)

ここで､ incomeは月所得､ educは教育年数､ experは仕事の経験年数､ uは誤差項を

表し､ Plは教育収益率を表す｡

2006年CASS社会状況調査のデータを利用する際､ ｢所得｣は｢月所得｣を利用する｡

また､それぞれ性別､戸籍､政治身分を表すx.､ズ5､ X6を(1)式に加え､ミンサーモデ

ルは以下のようになる｡

6

ln(income)-α+β1ede'P2eXPer･P,exper2 ･∑piX,
･u (2)

IL=4

(1)式から得られるのは完全競争労働市場下の教育収益率であるoしかし､この収益率は

教育収益率が労働市場において一律に決定され､労働資源が自由に移動できることを仮定し

ている｡中国における分断化された労働市場を考慮すれば､この仮定は適切ではないように

思われる｡

表10･4は(2)式に基づき､性別､戸籍､政治身分をコントロールして得た回帰分析の結果

である｡農民階級の教育収益率はわずか3･2%で最も低く､自営業階級は4･8%､肉体労働

者階級は6.7%,半技術半肉体労働者階層は6%､新中産階級は9･3%､雇用主階級は9･6%

となっている｡つまり､階級･階層上の位置が高いほど教育収益率が高いo

表10-4 各階級･階層別にみた所得-の影響要因

農民 自営業 肉体労働 半技術者 新中産 雇用主

階級 階層 音階級 階層 階級 階級

定数項 5.053★★ 6.090★★ 5.809★★ 5.969★★ 5.870★☆ 6.900★★

edu
0.032★★ 0.048★★ 0.067… 0.060** 0.093★★ 0.096★

eXper
0.016* 0.014 0.017★★ 0.010 0.007 -0.040

eXper2
0.000★ -0.001** -0.001**

0.000 0.000 0.001

性別(男=1) 0.221** 0.374** 0.325★☆ 0.180★★ 0.263★★ 0.283

戸籍(非農=1) 0.277 -0.011 -0.036
0.191★★ 0.124 0.069

政治身分

(党員-1)

0.127 0.301 -0.062 -0.054 -0.133 -0.048
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調整済みβ 0.087 0.126 0.153 0.123 0.229 0.095

F値 7.120★★ 13.509★★ 31.498★★ ll.234★★ 19.09★★ 2.450★

N(標本数) 1968 521 1017 437 368 141

注: ★★は1%水準､ ★は5%水準での有意性を示す｡

資料: ｢2006年中国社会状況調査｣

農民階級の教育収益率が低い結果についての一つの解釈は､教育を多く受ければ､別の階

層に移転していき､農民になる可能性が低くなるためである｡戸籍は農民階級の所得に大き

な影響を与えると期待されたが､表10-4では戸籍の係数は統計的に有意ではない｡これは､

本調査の所得の定義に社会保障､住宅手当､ボーナスおよび財産収入などを含めていないた

めと考えられる｡

次に, (3)式を利用し､階級ダミーの所得-の影響を分析する｡

In(income) - a + P.educ + P2 eXPer + P, exper2

6 5 6

･∑pEXi･∑r,y/･∑6,･z,･P,x,
･u

J=4 J=1 J-I

(3)

ここで､ yl-y5は雇用主階級､新中産階級､半技術半肉体労働者階層､肉体労働者階層､自

営業階層のダミー変数である｡ z.-z6は家庭背景のダミー変数である｡ zl-Z3は父親の階級

(あるいは定年前の階級)が幹部雇用主階層､専門技術階層､労働者階級であるか否かを示

すダミー変数を表す. z｡-z6は父親の教育程度が短大･大卒以上､高卒､中卒であるか否か

を示すダミー変数を表す｡ Ⅹ7は本人が働いている業界が独占業界ならば1､非独占業界な

らば2の変数である｡表10･5は分析の結果である｡

表10-5によると､中国の労働者の平均教育収益率は9.1%である｡また,階級変数を加え

ると教育収益率は6.1%に低下するが､決定係数は0.47に上昇する｡このように､人々の

階級上の位置は所得格差に非常に大きな影響をもつ｡また､父親の身分は有意な効果をもた

ないが､父親の教育程度は有意であり､教育程度の高い親が子供により多くの教育を受けさ

せ､子供の人的資本と所得の増加に影響をおよぼす｡言い換えれば､親の教育は子供の教育

を通じて世帯内の所得相続効果をもつ｡

表10･5 階級･階層上の位置と家庭背景が所得に与える影響

変数 モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

定数項 5.406★★ 5.036★★ 4.990★★ 4.960★★

educ 0.091★★ 0.061** 0.061*t 0.064★★

eXpeⅠ- 0.007 0.009★★ 0.009★★ 0.010★★

eXper2 0.000★★ 0.000★★ 0.000★★ 0.000★★

性別 0.360★★ 0.276★★ 0.300** 0.296★★

戸籍 0.376★★ 0.082★★ 0.047 0.050

政治身分 0.063 -0.004 -0.016
0.012
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雇用主階級

新中産階級

半技術半肉体労働

階層

肉体労働者階層

自営業階層

1.840★☆

1.256★★

0.982★★

0.842★★

0.967★★

1.850★★

1.220★★

0.983★★

0.851★★

0.999★★

1.840★★

1.250★★

1.010★★

0.861★★

0.998★★

父親の教育レベル

短大以上

高校

中学校

独占企業

0.196★★

0.131★★

0.019

0.195★★

0.135★★

0.020

0.136★★

､みR2 0282 0.469 0.474 0.475

F値 234.29★★ 287.02★★ 182.31 172.58★★

サンプル数 3568 3568 32243224

注: "★★"は1%水準､ "★"は5%水準での有意性を示すo

資料: ｢2006年中国社会状況調査｣

6.結論と政策提案

上述の分析により､以下の結論が得られる｡

第一に､中国の所得格差は短期間で解決できないo上層階層(雇用主階級と新中産階級)

は労働人口において10%しか占めないが､所得において33%を占めるo逆に農民階級は労

働人口において47%を占めるが､所得において18%しか占めないoまた､農民階級の所得

増加は非農民階級より遅いため､所得格差は拡大する傾向があるo

第二に､所得格差拡大の重要な原因の一つは､農民階級と肉体労働者階級の過小な所得に

ぁる｡より有効な政治的､経済的効果を生むには､上層階級の所得を規制するより下層階級

(農民階級､都市労働者階級)の所得を高める政策が適当であろうo

第三に､階級･階層上の位置は所得に強く影響する｡社会学的には､階級は世代間で相続

性があるため､社会構造が変化しない限り､農民階級の子供は永遠に農民階級になり､上層

階級の子供も引き続き上層階層を相続するo固定化した社会階級構造を変えるには､政府の

指導で農民階級を労働者階級に､労働者階級を中産階級に転換させることが有効な政策と思

ゎれる｡したがって､格差是正のための提案は､農民階級が全労働人口に占める割合を減少

させることである｡同時に､労働者階級を半技術半肉体労働者階級に､または中産階級に転

換させるべきである｡

第四に､同じ階級内でも人的資本は所得水準に深く影響するoしたがって､農村および都

市-の公的教育投資を増加させ､貧困地域に平等に分配することが必要であるo

第五に､所得再分配のために政府が農民階級と労働者階級に社会保障を確保すれば､短期

間で所得格差の縮小がみられると考えられる｡
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第11華 人的資本の格差と所得格差

中国の所得不平等は､深刻な問題として国際社会に注目されているo本章では､ケース

スタディとして､中国の最初の経済特区であり､もっとも豊かな都市となった馴市の所得

不平等問題を研究する｡われわれは､特に人的資本蓄積の役割とその所得決定および所得格

差に対する影響を分析することに興味をもっているo

馴は香港に面している広東省にあるが､ 70年代は人口わずか2万人程度の小さな漁村

だった. 1980如最初の経済特区に認定され､このことが類まれなサクセスストリーを

もたらした｡そして､深榔ま中国本土において最も重要な都市の一つになったoその後､
1980

年代半ばから1990年代初頭にかけて深-､急速な経済成長､人口と外国投資の大幅な増

加､国際貿易の急激な拡大および製造業の集約化により､輸出主導型経済の中心となったo

現在深桝は､ ｢世界の工場｣中国の中心地と呼ばれるまでになっているo

深榔ま移民の都市であるo急速な移民の流入により､
2006年末では全人口846万人のう

ち約196万人が都市戸籍をもつ一方､約650万人もが非-市戸籍および農村戸籍に属し､

後者は全体の77%を占めた(-市統計局(2007)､
25頁)oまた､深帥まGDP成長率､海

外貿易､外資導入､生活水準などにおいて中国の都市の中でも最上位を占め､中国の経済発

展におけるめまぐるしい成功をリードしてきたことから､若者は-での仕事や生活を｢深

桝ドリーム｣として捉えているoしかしながら､このような著しい発展の反面､深榔ま深刻

な問題を抱えるようになったo所待不平等の増加はその一つであるo

先行研究を通し､人的資本の蓄積と所得決定の間の関係は明らかにされたものの､依然､

その所得分配-の影響は明確に検証されてはいないo本研究では､
-を対象とし､教育収

益率を計測することで､人的資本の蓄積の中国都市部における所得分配-の影響､すなわち

所得格差-の影響を検証することを試みるo 2006年3月に実施された馴家計調査のデー

タを使い､ジニ係数を推計しているoまた､タイル指数で不平等を分解することで､格差の

主な原因を分析する｡さらに､ミンサーモデルを使って教育収益率を推計し､人的資本の所

得分配-の影響を検証するoその上で､格差を減らすための政策的意義について論ずるo

本章は以下のように構成されるo第一節は中国の所得分配の分野での先行研究を概観するo

第二節は本章で用いるデータを説明し､所得格差の指数を計測するo第三節は人的資本蓄積

と所得格差の計量分析から得られた主な結果を示す｡最終節では本章での主な発見と結論を

示す｡

1.先行文献のレビュー
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人的資本の理論は､個人の人的資本蓄積が各個人の所得を決定するという考えに基づいて

ぉり､ Mincer(1958, 1962)､ Becker(1962)､ BeckerandCheswick(1966)､
Ben-Po一血(1967)

らによって確立された｡このアプローチでは､人的資本の蓄積は投資の決定とみなされるo

それゆえ､個人レベルのみならず社会全体において､人的資本が所得の成長の決定要因とな

る｡結果として､人的資本もしくは教育レベルがより高い人はより高い所得レベルに達しう

る｡この理論を計量モデルに適用する場合､個人の教育からの収益(人的資本)を計測する

ミンサーモデルが用いられる｡ Card (1999)や=a-on, Oosterbeek and Walker (2003)は回帰分

析における教育と所得は有意な正の関係にあることを検証しているoこれらの研究は､教育

を通して獲得した人的資本が所得の最も重要な決定要因の一つであることを示しているo

生涯の賃金プロファイルの形状の説明には､人的資本の理論が用いられるo教育年数と賃

金との長期的な関係を表す賃金プロファイルは､通常､若年期には上向き､中年期にはその

傾向が鈍り､最終的には定年世代では減少するトレンドを示す(Mincer(1974))o

このような理論や方法論を使った多くの研究によれば､人的資本､社会規範､意識､さら

には政府による特定の経済政策は､所得決定や所得格差を説明しうる重要な要素となるoこ

れらの理論に基づいて､中国の人的資本蓄積と所得決定の関係を分析した研究は数多く見ら

れる｡ Byronand=analoto(1990)は中国家計調査を使い､教育収益率は4%であることを示し

た｡ KnightandSong(1991)は教育のダミー変数を用い､教育は賃金に正の効果があることを

示した｡また､ Johnson and Chow (1997)およびLiu(2005)は教育収益率を3-4%と推計して

いる｡さらに､ HeckmanandLi(2004)は中国都市部の若年層について､大学の卒業により生

涯所得が43%増加するという結論を得ているo

教育以外の所得不平等-の影響要因には､一般に､職業上の地位､結婚､性別､年齢､家

庭環境､職業､身分､産業､学歴などがあるoその上､外生的な要因である政治的･経済的

発展も所待分配やその差に影響するoこれらの要因は､政治経済システムが社会主義的計画

経済から市場経済-と移行した場合にいっそう重要な役割を果たすo
CaoandNee(2005)や

shu(2005)が主張したように､中国経済の市場経済化はその所得構造に影響し､特に個人に

ょる教育や経験の資本化は､顕著な賃金の差の原因になるo
Tanzi (1998)は所得の決定にお

けるグローバル化の影響を強調し､一国の経済発展に伴い､社会規範や意識に代わって人的

資本が所得決定および所得格差の要因となると主張するo
Cao and Nee (2005)は､市場経済

-の移行が民間部門の発展をもたらし､都市労働市場が拡大し､国有企莱(SOB)の競争力の

増大を導くと主張した｡それゆえ､そのような制度上の変化はより生産力のある個人､つま

り高い技術を有する労働者に対しチャンスを増やし､したがって労働者間の所得格差をもた

らす｡ Fleisherand Wang (2005)によれば､中国における近年の教育収益率の増加は改治的･

経済的変革と密接に関係があり､社会政策や教育の平等化政策が教育の重要性を増し始めたo

cao and Nee (2005)およびOkushima and Uchimura (2006)は､中国都市部において所得格差を

説明するのに､教育格差によるものが最も大きいことを示しているoまた､
Shu(2005)は経
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済自由化･市場主義化が労働移動を促し､教育の収益率を高め､人的資本の重要性を向上さ

せたことを示している｡

詳細な研究も進んでいる｡ Shu(2005)は､女性は同じ水準の教育を受けた男性より所得が

低いのが普通であり､それが性差別の結果と指摘しているoしかし､
Hughes and Maurer-Fazio

(2002)は性別による賃金格差は女性の教育レベルが向上することで縮まる傾向にあると主

張している｡また､ Lu and Song (2006)は移民と都市労働者の間の賃金格差に着目し､その

格差が人的資本の差によって生じることを検証しているoさらに､
Sicularら(2007)は､ 2002

年のCHIP (China lncome Household Project)を使い､教育の格差が都市磯村格差に大きく貢

献していることを検証している｡

深別の調査研究は極めて少ないが､ Xiao (2002)は､人的資本の蓄積が公的な教育やそれ以

外の職業訓練を通して所得の増加をもたらすことを示しているo一方､
Okushima and

uchimura(2006)は､中国社会では年齢と労働の熟練度の一致性が高く､年齢と賃金の上昇は

一致することを検証している｡

要約すれば､多くの研究が所得水準やその格差を決定する要因として､性別､共産党員の

身分､年齢､移民や都市戸籍､さらには結婚などをあげているが､特に重要なのは人的資本

すなわち学歴であり､賃金形成における人的資本蓄積の重要性は政治･経済改革を通じて高

まったと主張している｡

3.深抑こおける所得格差

2.1データ

ここでは､本書第12章で説明する｢深別家計調査2006｣のデータを利用して分析を行うo

オリジナルの標本は1056世帯､ 3252人を含んでいるo本章では､基本的に､ジニ係数の計

算､教育収益率の推計を個人単位で行うo個人の情報が不完全であるもの､質問と整合的で

ない回答をしたもの､ 2005年における一人当たり可処分所得が負の世帯､ゼロの世帯およ

び極端に高い世帯を除き､最終的に972世帯､ 2946人の有効標本を使用するo本章はこれ

を使ってジニ係数を計測する｡しかし､政府統計は世帯単位のデータしか得られないので､

比較のため､ローレンツ曲線の作成､タイル指数の計算は世帯単位で行うQその場合の有効

標本は1025世帯である｡

2.2 不平等の計測 ･

ジニ係数

深別の不平等を計測するにあたり､広く使われているジニ係数を用いるo個人単位で推計

すると､ 2005年時点で深別のジニ係数は0･56に達しており､中国都市部でも最も高い不平

等を示している｡

この推計結果を政府の公式統計と比較するため､
『深桝統計年鑑』における世帯総所得を
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利用し､世帯単位でジニ係数を推計したoその結果､公式データによるジニ係数はわずか

o.29であり､われわれの調査結果よりはるかに小さく､全国のジニ係数0･46
(李･岳, 2004)

より小さいoさらに,ローレンツ曲線を描くと(図11-1a､図Il-1b)､その差は見かけ以上

に大きいoしたがって､公式データによるジニ係数は過′ト推定されており,その信膚性には

疑問があると思われる｡

図11_1a 政府統計によるローレンツ曲線 図1111b 家計調査によるローレンツ曲弟

タイル指数

不平等の原因を確かめるため､タイル指数を用いるoタイル指数は標本をグループ分けす

ることで不平等を分解し､グループ内とグループ間の不平等を明らかにすることができるo

ここでは標本全体を深釧一非深酬グループ(経済特区政策の影響を見るため)､都市一農村グ

ループ(都市･農村戸籍制度の影響を見るため)､深川都市部と非深州都市部グループ(都

市居住者内の不平等を見るため)
､非深桝都市部と非深馴鹿村部グループ(都市-農村格差を

見るため)の四つに分類する｡タイル指数の分解には以下の式を用いる｡

葺y,Io樵-蔓1Yg.og恭+妄】yg如1og培]
(1)

Nは標本数､ y,は全所得に占める家計iの所得シェア､
Gはグループ数･ ygは全所得に

占めるグループgの所得シェアである｡方程式の左辺は全体のタイル指数であり,右辺第

一項がグループ間の格差､第二項がグループ内の格差を表している｡

表1l_1はタイル指数とその内訳をまとめている｡深酬と非深別のグループ間格差は全体

の31%を占める一方､都市と農村グループ間格差は全体の27%を占めている｡また､非深

酬都市部と非深別農村部のグループ間格差は12%､深釧都市部と非深州都市部のグループ

間格差は16%に過ぎない｡
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秦ll-1戸籍別のタイル指数および分解

全体 深桝戸籍 非深別戸籍 グループ間 グループ内

(標本数-1025) (285) (740)

0.7604 0.2994 0.2279 0,233l 0.5273

寄与度 100.0 39.4 30.0 30.7 69.3

全体 都市戸籍 農村戸籍 グループ間 グループ内

(標本数-1025) (564) (461)

0.7604 0.5035 0.0496 0.2073 0.5532

寄与度 100.0 66.2 6.5 27.3 72.7

非深桝戸籍

(標本数-740)

非深桝都市

(285)

非深釧農村(455) グループ間 グループ内

0.5780 0,3319 0.1249 0.1212 0.4568

寄与度 76.0 43.6 16.4 15.9 60.1

都市戸籍

(標本数-564)

深桝都市

(279)

非深桝都市(285) グループ間 グループ内

0.5913 0.3433 0.1537 0.0944 0.4970

寄与度 100.0 58,1 26.0 l6.0 84.0

資料:深別家計調査2006｡

表1l-1から以下の結論を導くことができる｡

第一に､経済特区政策が所得分配に大きな影響をもたらしていることであるo深酬戸籍の

世帯は非深耕戸籍の世帯よりも高い所得を稼いでいる｡

第二に､都市居住制度が世帯の所得水準に強い影響力をもち､都市と農村の格差の多くの

部分を担っている｡

これらにより､所得格差は主にグループ内､特に都市世帯内で生じていることがわかったo

グループ間格差はグループ内格差より小さく､格差全体の30%しか説明できないoそのた

め,われわれは､政策または制度的要因を除き､所得分配に影響する他の要素が存在すると

考える｡教育の差がその一つである｡

3.人的資本の蓄積と所得格差

図11_2および図1l-3は､われわれの標本についての教育と所得の関係を示しているo図

1ト2は最終学歴ごとの標本分布を示している｡労働年齢人口の約30%が中等学校以上の教

育を受け､ 25%が高等学校､ 26%が大学卒業以上であるo図1ト3は学歴と所得水準との間

の関係を表している｡この図は教育水準が上がるにつれ所得水準が上がることを示しており､

教育が所得決定要因の一つであることは明らかである｡
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図11-2 最終学歴別の標本分布

図1113 教育到達度と平均所得の関係図
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深別の平均年齢は33.6歳(深f)I(家計調査による)であり､かつ教育レベルが非常に高いDそ

こで,人的資本の蓄積が所得水準と所得格差を決定する要因の一つであるという仮説の

検証を試みることとするDこの仮説を検証するために､教育収益率を推計するミンサー

モデルを用いることとし､いくつかの変数を加え推計するo
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JJ

LnY - α. P.edu ･P2age･P,age2. ∑1L･X+P (2)
hf=□

LnYは所得の対数値､ eduは個人の就学年数で表した教育, ageは労働年齢人口(15-

64歳)の平均年齢､ xは性別(男性)､都市居住戸籍(深桝戸籍､都市戸籍) ､中国共産党員
の身分､地域特性(経済特区)などの制御変数､ 〟 は誤差である｡年齢と教育年数の差(午

齢一教育年数)で計られる就業経験を使うのが理想であるが､深別家計調査のデータでは個

人間の教育年数の差が大きく､かつ､いつ働き始めたかわからないため､その代わりに年

齢の変数を用いる｡教育年数が人的資本の蓄積､年齢が就業経験､男性のダミー変数が

･性別､深桝や都市の居住登録ダミーが政策要因､羅湖や南山の地区ダミーが(地域の発展
政策の差に対応する)経済特区要因を表している｡

表1ト2が回帰分析の結果である｡これによると､教育収益率は10%であり､教育年

を一年延ばすことで所得が10%上がることを示している｡この結果は中国の他の都市と

比較すると非常に高い水準といえよう｡ (多くの研究が中国全国の教育収益率を2-S%､

都市部の収益率を4-9%と推計している(Zhang (2006))｡また､年齢は就業経験や労働の

熟練度を表しており､年齢ならびに年齢の二乗項は高い優位性を示している｡年齢の二

乗項は負であることから､教育収益率は41.5歳をピークにその後低下していることが

わかる.また､労働時間､性別(男性)､非公式教育､共産党員は1%水準で有意であ

る｡その一方､深桝戸籍と農村戸籍の変数はl%水準で有意であるが､深桝戸籍はプラス､

農村戸籍はマイナスになっている｡これは､深酬戸籍は所得決定のプラス要因であるが､農

村戸籍は所得にマイナスの影響をもち､都市戸籍や経済特区などの政策要素が所得決定にお

いて重要な要因であることを示している｡したがってJ都市戸籍や経済特区などの政策要素

は都市一農村世帯間､深別一非深別世帯間の不平等を生じる要因である｡

表11-2 ミンサー方程式の推定結果

係数 標準誤差 t値 P値

年齢 0.l323 0.Ol43 9.2300 0.0000

年齢の二乗
-0.0016

0.0002
-8.1300

0.0000

教育年数 0.1009 0.0074 13.5800 0.0000

労働時間の対数 0.1944 0.06ll 3.l800 0.0010

男性 0.3565 0.0376 9.4900 0.0000

非正式教育 0.1640 0,0539 3.0400 0.0020

党員_ 0.2083 0.0668 3.1200 0.0020

農村戸籍
-0.7285

0.0553
-13.1700

0.0000

深桝戸籍 0.1340 0.0397 3.3700 0.0010

定数項 5.0441 0.5633 8.9500 0.0000

標本数 I,879

修正済み決定係数 0.507

129



資料:深別家計調査2006

より詳しく所得-の教育の効果を分析するために､今度は教育年数の代わりに中学校

卒､高校卒､大学卒､大学院修了のダミー変数を用いてミンサー方程式を推定する(′ト

学校以下がベース)0

表1ト3は回帰分析の結果である｡それによれば､全ての教育変数が有意であり､学

歴が所得決定に強い影響をおよぼすことを示している｡さらに､学歴が高まるほど所得

が上がることを示している｡

特に注目すべきことは､教育収益率の大学卒レベルまでの増分である｡つまり､大学

までの教育効果も顕著であるが､短大以降は回帰係数が一気に増大し､大学院修了では

1.726までに上昇している｡

さらに､就職時に実際に賃金交渉の要因となるのは､教育年数ではなく､高校卒､大

学卒､大学院卒などの最終学歴である｡このことを考慮にいれ､学歴ごとの教育収益率

を計算してみたのが表1ト4である｡これを見ると､各学歴から上の学歴-のシフト効

果はかなり大きい｡特に短大から大学-のシフトは23%の教育収益率を増加させる｡

表1ト3 学歴ダミー変数を用いる場合のミンサー方程式の推定結果

係数 標準誤差 t値 p値

年齢 0.11492 0.0144 7.9700 0.0000

年齢の二乗
-0.00143

0.0002
-7,0700

0.0000

中学校 0,22954 0.0600 3.8300 0.0000

高校 0.54681 0.0726 7.5300 0.0000

短大 1.04004 0.0951 10.9400 0,0000

大学 1.27274 0.0893▲ 14.2500 0.0000

大学院 1.7261(～ 0.1150 15,0100 0.0000

労働時間の対数 0.21709 0.0595 3.6500 0.0000

男性 0.37090 0.0370 10.0100 0.0000

非正式的な教育 0.12587 0.0541 2.3200 0.0200

共産党員 0.14030 0.0675 2.0800 0.0380

農村戸籍
-0.64190

0.0557
-ll.5200

0.0000

定数項 5.72459 0.5418 10.5700 0.0000

標本数 1,891

修正済み決定係数 0.528

資料:深別家計調査2006
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秦ll-4 学歴ごとの教育収益率

中学一高校 高校-短大 短大一大学 大学一大学院

9.9% l5.2% 23.1% 13.2%

資料:深別家計調査2006

深抑ま移民の都市であり､人口の平均年齢は若く､人々の学歴も高いoここでの分析

結果は､比較的教育レベルの高い人々がより発展した深釧などの都市に集まることを証

明している｡そのインセンティブ､つまり学歴競争は,より多くの人的資本を都市部に

集中させ続ける効果があると思われる｡これは深川ドリームの動力､または中国の経済

奇跡の秘密ともいえよう｡

4.結論

深抑こおける家計調査のデータを用いた本章の分析は､人的資本の蓄積が所得決定の重

要な要素であり､教育投資の決定に際しては､収益性の高さが教育投資の強力なインセンテ

ィブになっていることを示唆する｡さらに､人的資本の蓄積(すなわち教育レベルの向上)

が教育の収益率の差によって拡大されて所得格差として大きく現れていることから､教育の,

格差の是正､つまり教育基盤の充実こそが､深榔こおける所得格差を減少させる有効な政

策手段であると考えられる｡

しかし､冒頭に述べたとおり､深帥ま｢移民の都市｣であり､
｢深桝ドリーム｣を求

め､低い教育しかもたないものが押し寄せると同時に､また､高い教育を受けたものも

流入してくる｡この意味では､深川における所得格差には､他の場所で作られた所得格

差が含まれており､これが深別における所得格差を大きなものとする要因の一部となり､

また､その解決を困難なものにしていると言えよう｡

(辞進軍･ Thomas Greis)
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第12章 教育不平等と所得不平等

中国の所得不平等の要因に関する研究は多数ある｡最近では教育と所得格差の関係に注目

する研究が多い｡本章は､中国経済の最先端であり､経済発展において最も成功を収めた深

桝市を対象として､独自のジニ係数を推計し､深‡州こおける所得格差の実態を解明する｡ま

た､タイル指数で格差を分解し､所得格差の制度的要因(戸籍･経済特区の政策)について

検討する｡さらに､ Oaxaca-Blinder法により､回帰分析に基づく不平等指数の分解を行い,

教育を含む各要因の所得格差-の寄与度を測る｡

本章は5節で構成される｡第2節では､深別家計調査の経緯および後の実証分析に使うデ

ータについて説明し､予備的分析を行う｡第3節では､ジニ係数､タイル指数を推計し､深

桝市における所得格差の実態を示す｡第4節では､ Oaxaca-BIinder法を利用して所得格差の

要因を分解し､格差の主な原因を明らかにする｡最終節では､本章の主な発見および結論を

示し､中国の所得格差に関する政策的意義を提供する｡

1.先行研究のサーベイ

人的資本の理論は1950年代以来Mincer (1958)､ Becker (1962)などにより形成･発展し

てきた｡教育の到達度と賃金決定の関係に関する研究では､教育収益率を求めるMincer

modelが注目されてきた｡これらの理論をふまえ､多くの研究者が教育と所得の関係を分析

してきた｡近年における総括的研究としてはPsacharopoulos (1994)がある｡この研究によれ

ば､世界の平均教育収益率は約10%であり､男性より女性の教育収益率が高い｡また､教

育収益率は所得の増加とともに逓減する傾向があり､中低所得国(一人当たり2449ドル以

下)の教育収益率は約11%､高所得国(一人当たり7620ドル以上)は約7%であるo

所得の決定要因および所得格差の個人的要因としては､職業､社会地位､婚姻､性別､年

齢､家庭の背景､就業産業､専門知識なども考えられる｡また､政治や経済環境といった外

生的要素も影響を与える｡例えば､ xueandWei (2003)は中国社会科学院(CASS)の1999

年都市家計調査のデータを利用し､市場経済化が進む中で､国有企業のリストラによる失業

者の増加が都市貧困を増加させ､所得格差を拡大させていると指摘する｡ Cao andNee(2005)

は1995年の中国家計調査(chinalncomeHouseholdProject､通称CHIP)を利用して､中国

経済の市場構造の転換が所得格差に顕著に影響することを実証している｡一方､ Demurger,
l

FoumierandChen(2007)はCHIPの1988年と1995年のデータを利用し､中国の経済改革お

よび市場自由化が進むにつれて男女間の賃金格差が縮小することを主張している｡
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中国について教育収益率を推計した研究も多数ある｡ JohnsonandChow(1997)は1988年

のCHIPを利用し､教育収益率は都市部で3.3%､農村部で4%と推計している｡張(2006)

は2004年の上海､漸江､福建省における社会状況調査データを利用し､教育収益率を4.3%

と推計している｡ Yang(2005)は12省のデータを使い､都市部の平均教育収益率は1988年の

3.1%から1995年の5.1%に上昇したと主張している｡ Zhang, Zhao, Park and Song (2005)は

1988-2001年の中国統計局6省のパネルデータを使い､教育収益率は1988年の4%から2001

年の10.2%に上昇したことを検証している｡これらの結果は､ Psacharopoulos (1994)による

中低所得国の教育収益率11%よりかなり低い｡

また､中国の所得格差には制度的･政策的要因があり､その一つは戸籍制度である｡人口

の有効管理のため､中国では1958年に都市と農村を隔離する戸籍制度を始めた｡それ以来､

都市と農村は二重制度の下で発展しており､都市･農村間の所得格差は拡大している｡

whalley and Zhang (2004)は戸籍の制限が所得不平等に対してきわめて重要な影響を与えて

いると主張している｡

最近では都市部でも多くの家計調査が行われているが､深別のジニ係数を推計した研究は

きわめて少ない｡政府の公表値は1985年では0.17､ 1990年では0.19､ 2000年では0.28で

ある(江(2005)､ 303頁)｡また､ 『深酬市統計年鑑2005』によれば2004年のジニ係数は0･29

である｡深桝市は高所得の世帯が多い一方､出稼ぎを含む低所得の移民世帯が非常に多いた

め,このように低いジニ係数は政府の統計データが信用できないことを示していると言って

よい｡ I)このような観点から､われわれは次節にくわしく述べる独自の深別家計調査を利用

し､政府の公表値を検証するとともに､深別市の所得分配の実態を確かめる｡

2.深別家計調査の経緯およびデータの説明

2.1.調査の経緯

深酬市は香港の隣に位置する広東省の行政市である｡ 1979年にはわずか数万人の小さな

漁村であったが､郡小平の提唱により中国初の経済特区となり､ 20年余りの短期間に800

万人以上の大都会に変貌した｡ 2)経済発展については､ 1979-2004年までの25年間で20%

以上の年平均成長率を維持し､都市レベルの一人当たりGDPも全国一となった｡経済が発

展するにつれて産業構造は急激に変化し､第一次､第二次､第三次産業のGDPに占める割

合はそれぞれ37%から0.4%､ 20%から62%､ 51%から38%に変化し､製造業を中心とし

た工業都市となっている｡また､深別には香港･マカオの企業および外資企業が集中し､そ

の工業製品の多くは主に海外-輸出されており､ ｢世界の工場｣の中枢をなしている｡企業

の構成をみると､香港･マカオの企業は全企業の63%､外資企業は16%を占めるが､国有･

集団などの｢内資企業｣はわずか21%を占めるにすぎない｡香港･マカオの企業は外資企

業の待遇を享受しているため､広義の外資企業が深訓市企業全体の約8割を占めていること

になる(『深桝市統計年鑑2005』 (以下｢年鑑｣と略) 45､ 75頁)｡また､外向型の発展は深
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別経済の特徴であり､2004年には同市の輸出額は778億ドルに達し､中国の輸出総額の15%

を占めている(年鑑42頁)｡人口が中国総人口のわずか0.4%である深酬市がこれほどの輸

出額と経済力をもつのは驚くべきことであり､ ｢深別の奇跡｣ともいえよう｡

人口･労働･就業構造についてみれば､本調査の参考年である2004年時点において､総

人口598万人のうち深酬市戸籍をもつ人口はわずか165万人(28%)にすぎず､移民人口は

432万人(72%)である｡人口の年齢構成は若く(われわれの調査では平均30.4歳)､非生

産年齢人口が比較的少ない｡また､第1次産業の労働者は1%しかおらず､第2次､ 3次産

業の労働者はそれぞれ57%､ 42%である｡さらに､労働者は国有･集団企業ではなく､主

に外資企業､私営企業､郷鎮企業(農民が出資した農村企業)で働いていることが労働構造

上の特徴である(年鑑68頁)0

われわれが家計調査の対象として深釧を選んだ理由はいくつかある｡まず､中国の都市家

計調査およびジニ係数の推計を行った研究は多いが､調査費用が高いため､深別について適

切な規模の調査を行い､それにもとづいてジニ係数の推計を行った研究は皆無といってよい｡

また､深‡州ま改革開放の最も進んだ都市であり､多くの経済･政治改革がまず深釧で試され､

成功すれば全国に普及させるといったケースも多い｡したがって､ ｢深別の現在は中国の未

来｣と言われるように､中国のモデル都市として研究価値がある｡さらに､最近､深士州ま中

国国務院､中国社会科学院､中国総工会などが評価した中国十大劣悪都市ランキングにおい

て四部門(幹部腐敗がひどい､偽物が多い､格差が大きい､治安が悪い)で第一位となり､

酷評されている｡ 3)このような理由を背景として､われわれは深桝を分析対象に選び､ 2006

年3-4月に家計調査を実施した｡

深釧市は6つの行政区から構成されている｡そのうち経済特区は4つあり､人口構成の

44%を占めている｡地区の立地や人口構成などを考慮し､ 4つの経済特区から最初の経済特

区である羅湖区(Luohu)と文教地区の南山区Panshan)､ 2つの非経済特区から新しい工業団

地の宝安区(Baoan)の3つを調査地区に選んだ｡また､乱数表を使って系統抽出法で居民香

員会､小区(住宅区)､楼盤(販売マンション)を選び､ランダムサンプリングの方法で調査世

帯を抽出した｡さらに､調査員による家庭訪問の方法で家計調査を行った｡

2.2.データの説明

上述の方法で得られたオリジナルデータは1056世帯､ 3252人を含んでいる｡そのうち､

分析に必要となる世帯や個人の属性､所得に関する情報が欠落しているもの､質問と整合的

でない回答をしたものを除外した｡さらに､ 2005年における一人当たり可処分所得が負の

世帯､ oの世帯および125万元以上の世帯を除外した｡このようにして最終的に残った有効

標本は972世帯､ 2946人である｡

本分析は戸籍による分類に注目する｡その理由は､深桝では移民の占める割合が非常に高

く､しかも農村地域からの移民は戸籍の変更が非常に困難であり､戸籍による差別的な就業

機会に直面しているからである｡われわれの標本は戸籍分類として深酬と非深桝､都市と農
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村で分類でき､それらを組み合わせて4種類の分類が可能であるoしかし､深桝･農村戸籍

をもつ世帯は非常に少ない(4世帯)ため､単に深訓戸籍と非深桝戸籍､都市戸籍と農村戸

籍を比較する｡

また､本分析はSicular,Ⅶe,GustafisonandLi(2007)にしたがい､個人を分析単位とし､そ

の一人当たり可処分所得を次のように計算する｡まず､個人が属する世帯において世帯内の

可処分所得を合計し､その結果を当該世帯の人数で割る｡つづいて､その結果を(非就労者

を含む)すべての世帯員に等しく割り当てる｡したがって､同じ世帯に属する個人は同じ一

人当たり可処分所得をもつことになる｡

表12_1は戸籍による個人の分布を示す｡ 2946人のうち､ 809人(27%)が深訓戸籍､
2137

人(73%)が非深酬戸籍であり､移民が非常に多いことがわかる｡また､都市戸籍と農村戸

籍に分類すれば､前者は1563人(53%)､後者は1383人(47%)であり､ほぼ同数となっ

ている｡

まず､ 『深酬統計年鑑2006』 (2005年末の数字)により､深‡州こおける一人当たり所得の

公式データを見てみる｡この年鑑は深‡州こおける600世帯を対象とし､その一人当たり年開

所得を平均で約27000元､最高で61000元､最低で7000元と推定している｡この年鑑から

計算される深別のジニ係数は､驚くべきことに0.29にすぎず､この結果は過小推定されて

いると考えられる｡というのは､最近の研究は中国の都市地域におけるジニ係数を0･46近

くと推定しており(李･岳(2004))､また深帥ま中国を代表する豊かで成功を収めている都

市だからである｡

この公式データによる結果と比較するため､われわれの深別家計調査における一人当たり

可処分所得の特徴を調べる(表1212)｡全標本について一人当たり可処分所得は平均で約

34000元であり､公式データの結果より約26%も高い｡戸籍別に見ると､深桝戸籍の個人は

64000元､非深別戸籍の個人は22000元を稼いでおり､前者は後者の2･9倍である.また､

都市戸籍の個人は51000元､農村戸籍の個人は14000元を稼いでおり､前者は後者の3･6倍

である｡

表1ユー1調査個人の分布

地区 全標本数 有効標本数 深研 非深耕 都市 農村

南山 1,146 1,031 368 663 577 454

羅湖 1,128 1,065 349 716 636 429

宝安 973 850 92 758 350 500

合計 3,247 2,946 809 2,137 1,563 I,383

資料:深別家計調査2006

注:全標本のうち､ 5人について地区データが欠損しているため､全標本

数の合計欄は3252ではなく3247となっている｡

表1ユー2 回帰分析に使う標本についての個人の特性
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WAAの平均年齢 36.90 34.26 35.74 34.14

世帯員数 3.63 3.25 3.42 3.28

WAAの世帯員に占める割合 0.76 0.81 0.78 0.81

党員の割合 0.13 0,04 0.09 0.03

喜一p.▲L弓' 809 2,137 l,563 I,383

資料:探別家計調査2006｡

注: wAAとは労働年齢人口のことである｡

実際に所得格差指数を計算する前に､所得格差の潜在的要因と考えられる変数を戸籍別に

比較してみる｡ここでもSicular, Ⅶe, Gustafisonand Li (2007)にしたがい､ workingageadults

(労働年齢人口､以下WAAと省略)の概念を導入し､それにもとづく変数を定義する｡こ

こでのWAAとは16-65歳の世帯員をさす｡表12-2では所得格差の要因として､ WAAの

平均教育年数､ wAAの平均年齢､世帯員数､世帯員に占めるWAAの人数の割合､ wAAの

人数に占める中共党員の割合について戸籍別に比較をしている｡

深酬一非深糾および都市一農村のどちらの比較においても､中共党員の割合を除けば､平

均教育年数の差が最大である｡深桝戸籍の個人の平均教育年数は13.5であるが､非深桝戸

籍の個人のそれは10.3であり､約3年の差がある｡また､都市戸籍の個人の平均教育年数

は12.9であるが､農村戸籍の個人のそれは9.2であり､ 4年近い差がある｡このため､教育

年数は異なる戸籍をもつ個人間の所得格差を説明する最も重要な要因の一つと推測される.

3.所得不平等指数の推計

3.1.ジニ係数の推計

公式データの妥当性を検討するため､深別家計調査のデータを利用してジニ係数を計算す

る｡全標本についてのジニ係数は0.56であり､公式データによる値o.29の2倍近い大きさで

ある｡このように大きなジニ係数は標本をいくつかのグループに分類した場合にも観察され

る｡例えば､戸籍別､教育年数別に見れば､多くの場合ジニ係数は0.5に近く､年齢別に見

た場合には0.6となるグループ(35-39歳)も存在する｡農村戸籍グループについてジニ係

数は0.4とやや低いが､それはこのグループに属する個人が就業差別を受けていることを反

映しているように思われる｡しかし､この値でさえ公式データによる値o.29よりはるかに大

きい｡したがって､公式データによるジニ係数は過小推定されており､現実の所得格差はは

るかに大きいものと推測する｡

3.2.タイル指数による所得格差の分解分析

次に､タイル指数を利用し､所得格差を戸籍グループ間の寄与と戸籍グループ内の寄与と

に分解する｡個人i(-1,…,n)の所得をyi､全標本に関する標本平均を〃とするとき､タイ

ルL指数およびT指数は

ii!1log(若)
,I.=二∑ T-⊥圭yinトLi=1
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と定義される｡標本をG個に分類し､グループg(-1,-,G)に属する個人の数をng､グル

ープgについての標本平均､タイルL指数､タイルT指数をそれぞれpg､
Lg､ Tgとすれば､

タイル指数LとTは､

L-責苦Lg･妄箸log若,T-妾Tg･妄箸log%
と分解できる.これらの式において､右辺第一項はグループ内の格差の寄与､第二項はグル

ープ間の格差の寄与を表す｡

全標本を利用するとき､ L指数は0.568､ T指数は0･639と推計されるoまず､標本を深別

戸籍と非深桝戸籍のグループに分類して指数LとTを分解すると､二つの指数についての

分解結果は概して似ており､グループ間格差は指数全体の20%程度､グループ内の格差は

80%程度を説明する｡

他方､標本を都市戸籍と農村戸籍のグループに分類して二つの指数を分解すると､やはり

分解結果は非常に似ており､グループ間格差は指数全体の30%程度､グループ内の格差は

70%程度を説明する｡

30%程度のグループ間格差は比較的大きいといえるが､残りの70%程度は戸籍の違いで

は説明されない｡深別の所得格差をよりよく理解するため､以下では回帰分析にもとづく要

因分解法を利用する｡

4.回帰分析にもとづく要因分解分析

4.1.回帰分析の結果

sicular, Yue, Gustafsson and Li (2007)を参考に､一人当たり可処分所得の対数(以下では

logy)を従属変数とする回帰分析を行うo利用する説明変数は､定数項､ WAAの平均教育

年数とその二乗､ WAAの年齢とその二乗､世帯員数とその二乗､世帯員に占めるWAAの

割合､世帯員に占める中共党員の割合､南山および羅湖地区のダミー変数である｡表12-3

は戸籍グループごとに行った分析結果を示している｡ここでは都市と農村戸籍のグループ比

較結果のみを検討する｡

党員割合を除き､すべての説明変数はlogyに対して有意な影響をもつ｡まず､都市､農

村戸籍グループ双方について､ WAAの平均教育年数の係数は負であり､その二乗の係数は

正である｡係数の大きさから､ logy (したがって1人当たり可処分所得)は教育年数が約5

年まで減少し､それ以降は急速に増加することがわかる｡ 4)本分析の標本には平均教育年

数が5年未満の個人は少ないため､ logyは教育年数とともに急速に増加すると言ってもよ

い｡この増加の程度は農村戸籍グループについてより急速である｡
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wAAの平均年齢については､一次項の係数が正､二次項の係数が負であり､ logyは年齢

が約40歳になるまで増加し､それ以降は減少することがわかる｡また､ logyは世帯員数の

ある水準まで減少するがそれ以降は急速に増加する｡さらに､ WAAの世帯員に占める割合

は潜在的な労働者数の増加を通じてlogyを増加させる｡

表12_3 1人当たり可処分所得の対数を従属変数とする回帰分析

深桝 非深訓 都市 農村

定数項 2.330(3.ll) 0.472(1.31) 1.083(2.l8) 1.125(2.81)

南山区ダミー 0.768(838) 0,113(3.05) 0.478(8,40) 0.143(3.74)

羅湖区ダミー 0.434(4.69)
-0.021(0.57)

0.164(2.94) 0.052(1.34)

平均教育年数
-0.106(1.55) -0.081(2.89) -0.089(1.84) -0.128(4.10)

(平均教育年数)2 0.008(3.05) 0.012(9.26) 0.009(4.76) 0.014(8.53)

平均年齢 0.105(2.65) 0.070(4.04) 0.090(3.65) 0.063(3.l6)

(平均年齢)2 -0.001(2.39) -0.001(3.72) -0.001(3.38) -0.001(3.30)

世帯員数
-0.789(4.20) -0.140(1.90) -0.246(1.87) -0.265(3.69)

(世帯員数)2 0.093(4.17) 0.019(2.04) 0.037(2.29) 0.032(3.63)

wAAの割合 0.138(0.78) 0.600(6.16) 0.298(2.15) 0.635(6.45)

党員の割合
-0.171(1,23)

0.010(0.08) 0.001(0.01) 0.060(0.36)

標本数 809 2,137 1,563 I,383

決定係数 0.237 0.376 0.267 0.293

資料:深別家計調査2006

注:括弧内はt値の絶対値を表し､決定係数は自由度修正済みである｡

4.2. Oaxaca_Blinder法による所得格差の要因分解

yを一人当たり可処分所得､ xを地区ダミー変数以外の説明変数からなるベクトル､ Eを

誤差項として､表1213で推定した戸籍グループg (深川､非深訓､都市､農村)について

の回帰式を次のように書く｡

log(yg)-αg +xgPg
+Eg

ここで､
αgとβgはパラメータである(βgはⅩgに対応する列ベクトル)o

グループg(-a, b)についてのlogyの平均扇gを異なるグループ間で比較するとき､

その差は次のように分解される｡
5)

扇a一応b -(&a-&b).(豆a一夏b)6｡+豆b(6a-Bb)
⊂コ

(1)

ノヽ

ここで､ ∂+とβ+はそれぞれαgとβgの推定量､豆gはグループgについてのxの標本平均

を表す｡ (1)式において､右辺第一項は定数項と地域差の寄与､第二項はグループ間の賦存

量の差(保有量の差)の寄与､第三項はグループ間の係数の差(収益率の差)の寄与を表す｡
′ヽ

(I)式の第二項における賦存量の差はグループaの係数8aで評価され､第三項における係
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数の差はグループbの賦存量豆bで評価されているが､.これらの評価は逆にすることも可能

である｡ (1)式を標準の分解と呼ぶとき､その逆の分解は次のように表せるo

< ノヽ

i&a一応b -(&a-&b)+(豆a一夏b)6b+豆a(B｡-8b)

oaxaca-Blinder分解を具体的に理解するために､ WAAの平均教育年数を唯一の説明要因

とし,都市戸籍グループをa､農村戸籍グループをbとする場合について考えてみるoまた､

回帰分析におけるWAAの平均教育年数の係数は正であるとするo前述のように､都市戸籍

をもつ個人は農村戸籍をもつ個人より長い教育年数を受けているoまた､表12-3の回帰分

析の結果から､教育をもう一年多く受けることに対して､都市戸籍をもつ個人はより低い評

価を与える｡この場合､ (1)式の右辺第二項は教育年数の差(, 0)がどれだけ所得格差に寄

与するかを表す正の効果をもち､所得格差を拡大する要因となるo一方､第三項は教育の評

価の差(<0)がどれだけ所得格差に寄与するかを表す負の効果をもち､所得格差を縮小する

要因となる｡

では､ Oaxaca-Blinder分解の結果について述べる｡ただし､逆の分解では標準の分解と類

似の結果を得たため､結果の表示と説明は省略するoまず､深t)lT一非深川戸籍グループ間の

分解では､定数項と地区ダミー変数の寄与が222%ときわめて大きく､二つのグループ間格

差の最大要因は深川市内における地区間格差と考えられる｡実際､深訓戸籍をもつ809人の

ぅち､ 9割近くは南山､羅湖区に住んでおり､特区ではなく､最も貧しい宝安区に住んでい

る個人は少ない｡他方､非深川戸籍をもつ2137人のうち､南山､羅湖区に住んでいる個人

は6割強にとどまり､ 4割弱が宝安区に住んでいるo定数項と地区ダミー変数以外の寄与に

っいては､賦存量の差が23%､係数の差が-145%を説明しており､定数項と地区ダミー変数

の寄与より小さい｡このため､ここでは詳細な分析を行わない｡

次に､都市一農村戸籍のグループ間の分解では､定数項と地区ダミー変数の寄与が13%

程度で小さい｡他方､賦存量の差は42%､係数の差は46%の寄与度であり､ともに所得格

差の拡大に貢献している｡これらの差をさらに要因別に分解した結界が表12-4に示されて

いる｡

表12-4対数平均所得差-の各説明変数の寄与率(都市･農村戸籍の比較)

合計 賦存量の差 係数の差

平均教育年数 37.7 41.4 -3.7

平均年齢 64.9 1.5 63.4

世帯員数 ll.0 -0.4
ll.4

wAAの割合 -26.2 -0,9 -25.3

党員の割合 -0.1
0.0

-Q.1

資料:深別家計調査2006

まず､賦存量の差と係数の差の合計では､個別要因としてはWAAの平均年齢､
wAAの

平均数青年数､ wAAの世帯員に占める割合の順で所得格差に影響をもつ｡表12-2に示すよ
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うに､ WÅAの平均年齢は両グループ間であまり差がないため､賦存量の差の効果は0に近

く､係数の大きな差を通じて所得格差を拡大する｡この結果は､年齢とともに所得の上がる

限界的効果が都市戸籍グループにおいてはるかに高く､所得格差の最大要因になることを示

している｡平均教育年数は両グループ間で40%近い差があるため､賦存量の差の効果が非

常に大きく､係数の差の効果(教育年数とともに所得差が拡大する限界的効果)は非常に小

さい｡この結果は､両グループ間で平均教育年数の差(3.65年)がなければ所得差は40%

近く縮小することを意味する｡さらに､ WAAの世帯員に占める割合は両グループ間であま

り差がないため､賦存量の差の効果は0に近く､係数の比較的大きな差を通じて所得格差を

縮小する｡この結果は農村戸籍のグループがより高い就業率をもつためと推測される｡

4.3.戸籍､教育年数と所得格差

最後に､都市一農村戸籍グループ間の所得格差と教育年数との関係について検討する｡こ

の目的のため､南山区､宝安区それぞれについて､都市戸籍をもつ個人の教育年数と1人当

たり可処分所得の関係､農村戸籍をもつ個人の同様の関係を図12-1に描いている｡この図

を描くには､まず､回帰分析における説明変数の標本平均を戸籍別､地区別に計算し､ WÅA

の平均教育年数以外の説明変数を標本平均の値に固定する｡このとき､表12-3における回

帰式は戸籍別､地区別のlogyとwAAの平均教育年数との関係を表す｡この関係を指数変

換すれば､一人当たり可処分所得のフィット(千元)とWAAの平均教育年数との関係であ

る図12-1が得られる｡

南山地区についての二つの曲線から､都市一農村戸籍グループ間の所得格差は､教育を

16年以上受けなければ縮小しないことがわかる｡この条件は現実的ではないため､南山地

区では教育年数の増加では解決されない､戸籍による差別が定着していると考えられる｡

一方､宝安地区についての二つの曲線はより現実的で重要な関係を示している｡教育年数

が低い段階では､農村戸籍をもつ個人の所得は都市戸籍をもつ個人より低い｡しかしながら､

教育年数が増加して16年(大学卒業程度)に近づくにつれ､農村戸籍をもつ個人の所得は

都市戸籍をもつ個人に近づき､そして追いつく｡したがって､少なくとも深訓市の貧しい地

区(宝安区)においては､他の条件を一定として､教育年数の増加は所得格差を収束させる

傾向があるといえる｡

142



図1ユー1所得格差と教育年数の関係
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資料:深別家計調査2006｡
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5.主な発見および結論

本章は2006年深川家計調査を用いて所得格差の指数を推計し､深別市の所得分布の実態

を解明した｡その結果､深別市のジニ係数は0･56と他の都市よりかなり高く､所得不平等

が深刻であることがわかった｡

タイル指数による所得格差の分解により､深川一非深耕lのグループ間格差は約40%､都

市-農村のグループ間格差は30%近く､中国における所得格差の3-4割は特定地域の優遇

政策による地域格差､または戸籍制度による都市一農村格差により説明されることがわかっ

た｡

よりくわしい説明要因とそれらの寄与度を調べるため､ Oaxaca-Blinder分解による分析を

行った｡その結果､深川-非深川のグループ間格差の場合､定数項と地区ダミー変数の寄与

がきわめて大きく､この格差の最大の原因は経済特区政策によるものと推測されるo一方､

都市一農村のグループ間格差の場合､平均年齢(就労経験要因を含む)が65%､平均教育

年数が38%の寄与を示し､ともに所得格差の拡大に大きく貢献しているo

このような要因分析の結果において､われわれが最も重要と考えるのは教育格差と所得格

差との関係である｡表12-4より､都市一農村のグループ間格差は平均教育年数によって38%

説明され､そのほとんどは教育賦存量の差によって説明される｡また､図12-1より､都市

一農村のグループ間格差は教育年数が低い段階では大きいが､教育年数が増えるにつれて収

束傾向が観察される｡深別の比較的貧しい地区について観察された､この教育のキャッチ･

アップ効果(catch-up effect)は､一定の教育を受ければ戸籍による所得格差が解消されること
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を意味し､所得格差是正策として意義が大きい｡

特区設置による地域格差､戸籍差別による都市一農村格差は中国固有の制度･改策により

生じている｡一方､教育格差による所得格差は､より発展した他国においても観察されるよ

うに､市場経済の発展とともに生じている｡中国の所得格差の問題は､このような制度的要

因(Institutionalfactors)と市場経済的要因(Market factors)の双方を視野に入れて考えていく必

要がある｡

制度的要因を考えるならば､中国の所得格差の是正には､極論としては､特定地域の優遇

政策､都市戸籍などの差別政策の廃止が有効であろう｡また､市場経済的要因を考えるなら

ば､教育格差の縮小が課題となろう｡前者の是正が困難であろ場合には､他国も経験してき

たように､人的投資､特に農村部および貧困層-の人的投資の大幅増加による教育の平等化

が､中国の所得格差を縮小する有効な政策であると考える｡

(辞進軍･園田正･荒山裕行)

(注)

1)深別市統計局の家計調査方法にも疑問がある｡例えば,深桝市は800万の人口をもつ大都会

であるが､調査の標本数は2005年でわずか200世帯であり､ 2006年でも600世帯にすぎない｡

また､ 2004年の調査では､最高所得世帯層の年間平均所得は7万元にすぎない｡このような数

字から､調査の信頼性がきわめて低いと言わざるをえない｡

2)深酬市統計年鑑には深訓市都市戸籍をもつ人口ともたない移民人口に分けて集計されているo

とはいえ､深桝では内陸､香港･マカオ､外国からの労働者(移民)があまりにも多く､政府の

人口･労働統計に計上されない人口が多いと推測される｡実際､ 『深訓市統計年鑑』によれば､

2004年の人口は598万人であるが､ 2005年の人口は828万人である｡わずか1年で人口が230

万人増えたのは不思議であるが､これは主に移民人口を計上したためと考えられる｡われわれは

深別家計調査の時点の人口598万人を参考に標本抽出を行ったため､深桝市の経済概要のデータ

としてすべて2004年の数値を示す｡

3)この結果は米国の新聞に掲載されたが､中国では発表されていない｡

4)二乗の項を回帰式に含めなければ､平均教育年数の係数は正である｡

5)この分解を適用する回帰式にダミー変数が含まれる場合､ダミー変数の効果は定数項の効果

と識別できない(OaxacaandRansom(1999))｡また､この分解は回帰式を標本平均において評価

して導出されており､二つのグループ間のlogyの平均が残差のない状態で比較される｡このた

め､ (1)式の左辺は誤差なしで完全に分解される｡つまり､基礎になる回帰式の決定係数が低い

場合にも不完全な分解は生じない｡
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第13章 企業の所有形態と所得格差

所得格差に関する分析では､教育や戸籍などの制度的要因や､生活水準､経済成長など重

要な論点が多数ある中で､本章は企業の所有形態と所得格差の関係に注目する｡ ｢深別家計

調査2006｣の結果を中心に公式データも参考にしながら､社会主義経済での典型的企業で

ある国有企業と､近年の市場経済化の進行に伴って市場に参入した民間企業･外資企業とい

う､所有形態の異なる企業が併存する状況が所得格差におよぼす影響を考察する｡分析の枠

組みは､国有企業と民間企業という目的の異なる企業が同一市場で競争する混合寡占市場モ

デルであり､市場規模と労働生産性の変化を中心に分析を行う｡

本章の構成は以下のとおりである｡第1節では企業の所有形態別の所得の動きと､分析の

概略が示される｡第2節では､混合寡占市場のモデルが提示され､均衡雇用量､賃金率､利

潤が導出される｡第3節では､市場規模と労働生産性についての比較静学の結果から本章の

命題が提示され､現実の状況との関係が考察される｡最後に､第4節では､本章の結論と今

後の課題が示される｡

1.企業の所有形態と所得格差

20世紀後半の中国における改革開放政策に伴い､1980年に経済特別区が設置されて以来､

深耕lは著しい経済成長を遂げている｡その一方で､近年､中国でも経済成長に伴って所得格

差が注目されるようになってきている｡重要な論点が多数ある中で､本章は企業の所有形態

と所得格差の関係に注目する｡すなわち､社会主義経済での典型的企業である国有企業と､

近年の市場経済化の進行に伴って参入した民間企業･外資企業という､所有形態の異なる企

業が併存する状況が所得格差におよぼす影響を考察する｡

1.1所得格差の状況

2006年の深川家計調査の世帯(有効標本は972世帯)について､就職している企業の所

有形態を調べると表13-1のようである｡これらを｢民間企業｣ ｢外資企業｣ ｢国有企業｣

の大きく3つの所有形態にわけ､収入のある個人(世帯ではない)について所有形態別の平

均収入の推移を見てみると､表13-2に示すように｢国有企業｣と｢民間企業｣ ｢外資企業｣

との間の格差が拡大しているように見える｡また､平均収入の推移をさらに細かく見るため

に､ 3種類の企業の所有形態について､表13-3および13-4より｢経営者｣と｢労働者｣の

平均収入の推移を確認できる｡なお,われわれの家計調査では､ ｢労働者｣は専門技術者､
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行政機関責任者､一般職員､工場労働者などの｢経営者｣以外の分類とする｡

表13-1就職企業の所有権

世帯数 世帯数

都市私営企業 403
民間企業合計 648

都市個人企業 245

外資企業 60 外資企業合計 60

国有企業(中央) 58

国有企業合計 EE]
国有企業(地方) 53

資料: ｢深桝市家計調査2006｣ (表13-2-13-4についても同様)

表13-2 企業の所有形態別に見た全就労者の平均収入(単位は元)

2003年 2004年 2005年

国有企業 68807 68307 67117

民間企業 73142 88106 80150

外資企業 73542 81369 81385

表13-3 企業の所有形態別に見た経営者の平均収入(単位は元)

2003年 2004年 2005年

国有企業 138133 138533 117827

民間企業 128520 165515 153635

外資企業 139400 l65091 219636

表13-4 企業の所有形態別に見た労働者の平均収入(単位は元)

2003年 2004年 2005年

国有企業 62761 62613 63370

民間企業 34682 35289 33459

外資企業 66890 72513 67927

一方､公式統計によれば､ 1991-2005年において国有企業と外資企業の平均賃金の推移

は､国有企業の労働者の平均賃金が外資企業を上回り､賃金格差は拡大傾向にあるとみられ

る( 『深訓統計年鑑』)
｡本章の目的は､これらの格差について経済モデルを用いて分析を

行うことである｡

｢経営者｣については､表13-3より｢外資企業｣と｢国有企業･民間企業｣の2つのグ

ループの収入格差が拡大する一方で､労働者については､表13-4より｢国有企業･民間企

業｣と｢外資企業｣の2つの分類において､収入格差の拡大は顕著ではなしJが格差自体は存

148



在している｡ 1)したがって､われわれの家計調査における格差の拡大という点では､企業

経営者の収入格差が重要な問題と言える｡

I.2 混合寡占

本章では､企業の所有形態を違いに注目して分析を行うo企業の所有形態が異なれば､企

業の目的も異なる｡ここでは｢国有企業｣ ､ ｢民間企業｣ ､ ｢外資企業｣の3種類の企業を

分析対象とする｡ ｢民間企業｣と｢外資企業｣の目的が自らの利潤追求であることはもっと

もらしい｡一方で､ ｢国有企業｣の場合､利潤追求だけではなく､国民の利益も考慮しなが

ら活動しなければならないであろう｡

このように､目的が異なる企業の行動を分析する枠組みとして､混合寡占市場モデルがあ

る｡ 2)混合寡占市場としては､例えば､日本では小包について公企業と民間企業が競争を

続けてきた｡混合寡占市場については､公企業の民営化の議論を背景に近年多くの研究が蓄

積されてきた｡分析の際には､民間企業の目的が自らの利潤の最大化であるのに対し､公企

業の目的は社会的余剰の最大化が想定されている｡

この分野では､公企業の民営化の効果の分析がなされる場合が多い｡また､民営化の場合､

完全民営化ではなく､政府の持ち株比率を考慮した部分民営化(partial privatization)も議論

されている｡ 3)さらに､公企業と民間企業の意思決定が同時手番ではなく､逐次手番の場

合の分析も進められている｡
4)

これまでの研究では､生産量を内生変数とした公企業の民営化の効果の分析が中心で､賃

金決定に注目した研究は少ない｡ 5)また､混合寡占市場で競争する企業は､ ｢公企業と民

間企業｣の2種類の分析が基本となっており､外国企業の参入を分析する場合は､国内公企

業､国内民間企業､外国の公企業､外国の民間企業の4種類の企業の所有形態の分析が多いo

さらに､生産技術が差別化された分析はほとんど見あたらない｡

そこで､本章は､深川では企業の所有形態が｢国内公企業､国内民間企業､外国民間企業｣

の3種類の状況で混合寡占市場が成立すると想定して､賃金と企業利潤の変化に関する分析

を行う｡このような分析は､表13-5で示されるような分類ではDの区分になるo Aの区分

ではDeFrajaandDelbono (1989)など､ Bの区分でtiFjellandPal
(1996)など､また､ C

の区分ではDe Fraja (1993)などの先行研究があるが､ Dの設定ではまだ分析が行なわれ

ていない.そこで､所得(賃金)格差の分析を目的とする本章は､ Bの区分のFjellandPal

1)2004年のデータでは､表13-3より民間企業と外資企業の経営者の平均収入がほぼ等しいにも

かかわらず､表13-2で民間企業の方が全体の平均収入が高いのは､外資企業の経営者の数が少

ないことによる｡

2)この分野を展望したものにDeFrajaandDelbono (1990)がある｡

3)Matsumura (1998)などを参照のこと｡また､張(2004)のように本章の分析対象である中国

の国有企業を念頭においた研究も存在する｡

4)手番が内生的に決められる文献としてPal (1998)などを参照のこと｡

5)DeFraja (1993) ､ Willner (1999) ､ Jiang (2006)は賃金を内生変数として分析している数少

ない研究である｡
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(1996)のモデルに労働組合を導入し､賃金決定のメカニズムを含むようにモデルを拡張す

る｡また､ cの区分からはDeFraja (1993)のモデルに外資企業を導入し､所得格差が分

析できるようモデルを拡張する(ただし､国内民間企業と外資企業の数がそれぞれ1社であ

る状況にモデルを単純化する) 0

表13-5 分析モデルの位置付け

公企業+民間企業 公企業+民間企業+外国企業

数量(生産量)競争 A B

価格(賃金)競争 C D

1.3 労働生産性

本章では､深訓市場という｢経済特別区｣を考慮するため､ ｢国有企業｣ ､

｢ (国内)氏

間企業｣ ､ ｢外資企業｣の3種類の企業の所有形態の下で､外国企業(外資企業)と国内企

業の技術水準が異なる状況を想定する｡技術水準の格差を明示するために､相対的な労働生

産性を生産関数に導入する｡そして､市場規模の変化と外資企業の技術水準の変化が､賃金

率と企業利潤にどのような影響を与えるか､という問題を考察する｡

2.混合寡占モデル

国有企業と民間企業および外資企業が存在する場合の混合寡占市場を想定して分析を行

う｡各企業の変数については､国有企業にG (Govemment)
､民間企業にβ

(Domesticprivate

company) ､外資企業にF
(Foreigncompany)の下付記号を用いて表現する｡

各企業は以下のような労働上のみを生産要素とする生産関数に従い､同質財をアだけ生

産すると仮定する｡

Yi-L,A, i=G,D

YF=αLF, α≧1

(1a)

(lb)

ここで､ αは国有企業と民間企業に対する外資企業の相対的な労働生産性パラメーターであ

る｡本章では､国内企業の労働生産性は同一で､外資企業のみが高い労働生産性を有するこ

とを仮定する｡ 6)したがって､ αの下落は外資企業の技術水準についての相対的優位性が小

さくなることを意味し､α-1の場合､外資企業と国内企業の技術が等しいことを示すo7)吹

6)経済特別区に外資企業を誘致する目的の1つは､より優れた技術を導入することであると想

定し､ α≧1と坂定して分析を進める｡
7)
αの下落は技術移転が進むことを意味しα -1の場合には､外資企業の技術が国内企業に完
全に移転されたことを示すと考えることもできる｡
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に､各企業が直面する逆需要関数を

P=a-(YD+YG+YF), a>0 (2)

と定式化する｡ただし､ ｡は市場規模を表すパラメーターであるo

一方､各企業の利潤口は､以下のようになる｡

Il,.=PYi-WLILl,
i=G,D,F (3)

ただし､ Pは生産物価格､ wt･は企業iの賃金率である｡ここで､企業の目的関数Vは､以下

の通りである｡

V-n7･, i-D,F (4a)

VG -CS+IIG +nD (4b)

すなわち､民間企業は(由内企業も外資企業も)自らの利潤最大化を目的とするが､国有企

業の場合､ (4b)のような社会的余剰の最大化を目的とする｡ただし､ C∫は消費者余剰で

あり､ (2)の逆需要関数より以下のようになる｡

cs-;(yD
･YG ･YF,(a-P,- ;(YD･YG ･YF,2 (5,

草た､各企業には労働組合が存在し､以下の目的関数にしたがって行動するo
8)

u,--Li(Wi-W), i〒G,D,F (6)

ただし､炉は留保賃金(例えば失業給付額)とし､所与とするo

以上の定式化の下で､ゲームの構造は図13-1に示すように2段階の状況を想定するo9)第

1脚皆では､各企業の労働組合が､組合効用Uを最大にするよう賃金率Wiを同時に決定す

る(monopolyunionmodel) 0
10)第2段階では､第1段階で決定された賃金率を各企業が観

察した後､各企業の目的関数vを最大にするよう雇用量L (生産量Y)が同時に決定される

(rightto manage model) 0

サブゲーム完全均衡(sub-game perfectequilibrium)を求めるため､モデルは第2段階､第

8)本章では､全体としての労働者の利益を考慮する状況として､モデルの上では､労働組合が

存在する設定としている｡

9)FjellandPal (1996)では､生産量の決定について外生的な同時手番の設定となっているoまた､

DeFraja (1993)などの研究では､生産量の決定も､一賃金率の決定も外生的な同時手番の下で分

析が進められている｡また､既存企業と潜在的参入企業が存在する場合は逐次手番､両企業が市

場に存在している場合は同時手番の設定が適切であると説明している｡本章の手番についての設

定は､これらの文献にしたがっている｡本章では､ 2003年から2005年という市場開放がかなり

進んだ時期を中心に分析対象としているため､同時手番の設定が適当と考えられるo

･o)賃金については､ DeFraja (1993) ､
Willner (1999) ､

Jiang (2006)では労使交渉によって

決定されるより一般的な設定になっている｡本章の設定は､それらを単純化したモデルであるo
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1段階の順に､後ろ向きに解かれる｡

2.1雇用量の決定(第2段階)

各企業は､生産関数(1a)または(lb)､逆需要関数(2)､労働組合によって決定された賃金率

wL･の制約の下で､企業の目的関数vlを最大化するように雇用量Liを決定する｡最大化の一

階の条件から各企業の反応関数が得られる｡それらの反応関数を連立させて解くことにより､

以下のような企業の労働需要関数が得られる｡

LD--WD･覧+警ヽ

LG-a･WD-賢一迅2
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L,-一覧+監 (7c)

2.2 賃金率の決定(第1段階)

各企業の労働組合は､第2段階で決まる労働需要(7a) ､ (7b) ､ (7c)の制約の下で､

自らの目的関数(6)を最大にするよう賃金率を決定するo最大化の一階の条件より各労働

組合の反応関数が得られる｡それらの反応関数を連立させて解くことにより､以下のような

賃金率が得られる｡

WD=

WG-

WF-

6aα+5(1+7α)W

46α

8aa+(16a-1)W

23α

4aα+(8α+ll)W

23

(8a)

(8b)

(8c)

労働生産性パラメーターについては､ α≧1と想定しているため､これらの賃金率はすべて

プラスとなる｡

2.3 所得格差

前節で得られた均衡賃金率より､以下の結果が得られる｡
ll)

WG-WD-

WF-WD-

WF-WG-

10(‡α-(3α+7)『
>0

46α･

2αα(4α-3)+(16α2 -13α-5)『
46α

4aα(α-2)+(8α2 -5α11)W
23α

したがって､

W,>WG>WD
lfa>>1

WG>W,>WD lfa-1

>0

>0,lfa>>l 12)

(9b)

(10a)

(9a)

(9c)

(lob)となる｡すなわ

ち､外資企業の労働生産性が国内企業に比べ十分大きければ､賃金率の水準は外資企業､

国有企業､国内民間企業の順番で大きくなる｡

2.4 均衡雇用量､均衡利潤

ll)大小関係については､条件(13)を用いている｡

12)α=1の場合にはWF<WGとなるが､ α>2の場合にはWF>WGとなるo
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前節までの結果より均衡利潤は以下のようになる｡

nll=

口G=

nF=

(6aα+(5-11α)W)2

2116α2

-3(8a2α2.aα(9α-25)W'(-14α2 +19α+3)W2)

529α2

4(aa+(2a-3)W)2

529α2

また､均衡雇用量は以下のとおりである｡

LD.=

LG-

6aα+(5-11α)W

46α

3(8aα-(7α+1)W)

46α

(lla)

(12b)

(llb)

(Il°)

LF-

( 12a )

2(aα+(2a- 3)炉)

23α2

(12c)

これらの均衡雇用量がプラスである状況を想定する｡特に､ α-1の場合､

α>『 (13)であれば雇用量はプラスと

なる｡この(13)が成立する状況で分析を進める｡

3.比較静学分析

本節は前節までに得られた結果に基づき､市場規模の変化と技術の変化(労働生産性の変

化)について比較静学分析を行う｡

3.1賃金率-の影響

賃金率について､市場規模｡の変化の効果は､ (8a) ､ (8b) ､ (8c)より以下のよう

になることが確かめられる｡

型,空包,旦型
∂α ∂α ∂α

>0, lfα≧2

空竪,塑,塾,o,
,fl≦α<2aa aa aa

( 14a )

(14b)以上の結果から次の命題が

得られる｡

【命題1】

市場規模が大きくなれば(景気が上向けば)
､国内民間企業､国有企業､外資企業の全ての

賃金率が上昇する｡逆に､市場規模が小さくなれば､結論も逆になる0
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一方､労働生産性αの変化の効果は､
(8a) ､ (8b) ､ (8c)より以下のようになること

が確かめられる｡

墜,空互,o,
∂α ∂α (15)これより以下の命

題が得られる｡

【命題2】

労働生産性の格差が小さくなれば(外資企業の技術上の優位性が減少すれば) ､国有企業と

外資企業の賃金は減少するが､逆に国内民間企業の賃金は増加する｡逆に､労働生産性の格

差が大きくなれば､結論も逆になる｡

3.2 企業利潤-の影響

企業利潤について､市場規模の効果は以下のとおりであるo

aIID 3〈6αα+(5-11α)『)

∂α 529α
>o13)

3(16aa+(9a-25)W)

∂α 529α

anF 8(aα+(2α13)W)

∂α 529α

(lらb)

( 16a )

(16c)このため､以下の命題が

得られる｡

【命題3】

市場規模が大きくなれば､国内民間企業と外資企業の利潤は上昇するが､逆に､国有企業の

利潤は減少する｡逆に､市場規模が小さくなれば､結論も逆になる｡

一方､労働生産性の変化の効果は以下のとおりであるo

I(5-lla)W-)聖旦=
_三麺望∂α 1058α3

anG 3W1-25aa+(19a+6)- = --･-･･･-------･-･･-･････---･----~~~~~~~~~~~~~■■■■■

∂α 529α3

+(2a-3)W-)ユし=二l=Tユニ
∂α 529α3

以上の結果より､次の命題が得られる｡

(17c)

(17a)

(lワb)

13)(12α)の雇用量がプラスとなる場合には､ (16α)もプラスとなるo

14)(12α)の雇用量がプラスとなる場合には､ (17α)はマイナスとなるo
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【命題4】

労働生産性の格差が小さくなれば(外資企業の技術上の優位性が減少すれば) ､国有企業と

国内民間企業の利潤は増加するが､逆に外資企業の利潤は減少するo逆に､労働生産性の格

差が大きくなれば､結論も逆になる｡

表13-6 市場規模と技術移転の変化の効果16)

WD WG WF l7L' 〃G Ill

市場規模αの変化 + + + +I +

相対的労働生産性αの変化 + + _I
+

以上の比較静学の結果は､表13-6にまとめられる｡

また､ (10a) ､ (lob)における賃金の大小関係(均衡賃金は常に国内企業が最小である)

と(14a) ､ (14b)の比較静学の結果より､賃金格差の変化について以下の命題が得られるo

【命題5】

市場の規模の拡大と労働生産性格差の増大は､どちらも｢国内民間企業｣と｢国有企業･外

資企業｣間の賃金格差を拡大させる｡また､労働生産性格差αが十分大きい場合､
｢外資

企業｣の賃金がより高く､ ｢外資企業｣と｢国有企業｣間の賃金格差は拡大するo逆に､労

働生産性格差αがそれほど大きくない場合､ ｢国有企業｣の賃金がより高く､ ｢外資企業｣

と｢国有企業｣間の賃金格差は拡大する｡

3.3 結果の考察

以上の主なモデルから導き出される結果を含め､一本章での混合寡占市場のモデル分析結

果により深酬市の現状を説明してみよう｡

深別の平均収入の推移を見た場合､次のように説明できるoまず､経営者の平均収入(企

業利潤) (表13-3)について､外資企業は一貫して上昇しているoこれは命題3と命題4

より､市場規模の拡大または労働生産性格差の拡大が大きいか､一方が縮小していても他

方の拡大の効果が大きいか､のどちらかを意味する｡

一方､国有企業の経営者の場合､外資企業とは逆に平均収入は減少傾向である｡これは､

市場規模の拡大または労働生産性格差の拡大が大きいか､一方が縮小していても他方の拡

大の効果が大きいか､のどちらかを意味する｡したがって､外資企業と国有企業の場合､

経営者の平均収入の動きを整合的に説明できる｡

また､国内民間企業の経営者の場合､平均収入は一旦上昇し､その後に下落している｡

これは平均収入(利潤)の上昇局面では､市場規模拡大または労働生産性格差縮小の効果

が大きいか､一方が縮小していても他方の拡大の効果が大きいか､のどちらかを意味する｡

16)符号は比較静学∂W/aa,∂W/∂αなどの結果を表わす｡★は､国内民間企業の雇用量が正の場

合に成立する｡
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一方､平均収入の下落局面では､市場規模が縮小するか､労働生産性格差が拡大するか､

一方が拡大していても他方の縮小の効果が大きいか､のどれかを意味する.したがって､

平均収入の上昇と下落を整合的に説明するためには､上昇局面では､市場規模拡大の効果

が大きく､下落局面では労働生産性格差拡大の効果が大きくなっていると考えることが必

要である｡深釧市の名目GDPが市場規模の変化を示していると想定すれば､市場規模は拡

大を続けていると見ることができる｡また､外資企業と国内民間企業間の相対的労働生産

性は､ 2004年から2005年にかけて上昇したことが観察されることと整合的である(深釧市

統計局､各年版を参照) 0

さらに､ 2003年時点の企業利潤(経営者の平均収入)が3種類の企業でほぼ同じという

ことに注目して､その状況で命題3 ･

4を適用すれば､市場規模の拡大と労働生産性格差の

拡大は､ ｢外資企業｣と｢国有企業･国内民間企業｣間の所得格差(利潤格差)を拡大す

るという現状を説明できる｡

次に､労働者の平均収入(賃金率) (表13-4)について､国有企業､外資企業､国内民

間企業の順に多くなっている｡この状況は､労働生産性格差が十分大きい場合の(10a)の

結果と整合的である｡

また､ 『深別市統計年鑑』 (深桝市統計局､ 1997-2006各年版)の公式統計では､国有

企業の方が外資企業よりも賃金が高く､格差が拡大していることが確認できる｡これは､･

モデル分析の結果では､労働生産性格差が存在しない場合(α=1)に当てはまる状況であ

る｡また,外資企業と国内企業間の相対的労働生産性αが1を下回る状況も確認できる｡

この状況を本文中の(lob) ､ (14b)が成立する場合､すなわち､モデル分析の上で相対

的労働生産性が十分小さい場合と解釈すれば､市場規模拡大の効果が十分大きい状況で､

賃金格差の拡大が説明できる｡

したがって､本章での混合寡占市場モデルにおいて､市場規模と相対的労働生産性の変

化が所得格差(経営者の収入格差と労働者の賃金格差)に影響を与える可能性があること

が確認された｡

4.主な結論

本章では､国内の国有企業､民間企業､外資企業という3種類の企業が存在する場合の混

合寡占市場の枠組みを用いて､市場規模の拡大と相対的労働生産性の変化(外資企業の技術

上の優位性の変化)が､賃金率と利潤におよぼす効果を考察した｡外資企業が相対的に優れ

た技術(労働生産性)を有し､労働組合が賃金率を決定し､その賃金率の下で企業が雇用量

を決定するモデル設定の下で､ 5つの命題が得られた｡主な結論は以下のようにまとめられ

る｡

まず､市場規模が大きくなれば､国内民間企業､国有企業､外資企業の全ての賃金率が上

昇する｡その一方で､国内民間企業と外資企業の利潤は上昇するが､逆に､国有企業の利潤
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は減少する｡

また､相対的労働生産性の格差が大きくなれば国有企業と外資企業の賃金は増加するが､

逆に国内民間企業の賃金は減少する｡一方､国有企業と国内民間企業の利潤は減少するが､

逆に外資企業の利潤は増加する｡

さらに､賃金格差については､市場の規模の拡大と労働生産性格差の増大は､どちらも｢国

内民間企業｣と｢国有企業･外資企業｣間の賃金格差を拡大する方向に作用するoまた､労

働生産性格差が十分大きい場合には､ ｢外資企業｣の賃金がより高く､ ｢外資企業｣と｢国

有企業｣間の賃金格差が拡大する｡逆に､労働生産性格差がそれほど大きくない場合､ ｢国

有企業｣の賃金がより高く､ ｢外資企業｣と｢国有企業｣間の賃金格差は拡大するo

これらのモデルから得られた結論は､深別の現状を説明できる部分もあり､本章での混合

寡占市場モデルにおいて､市場規模と相対的労働生産性の変化が所得格差(経営者の収入格

差と労働者の賃金格差)に影響を与える可能性があることが確認された｡

最後に本章の問題点について触れておこう｡まず､混合寡占市場モデルの構築にあたり､

単純化のために企業数を国有企業､民間企業､外資企業をそれぞれ1社とした｡経済特別区

として､国内民間企業や外資企業の参入数が増えた場合の所得格差-の影響を分析するには､

この条件を緩める必要がある｡また､企業や労働組合の意思決定のタイミングも外生的な同

時手番の下で分析を行ったが､より厳密には､内生的なタイミングの下での分析が適切であ

ろう｡

本章の分析では､家計調査の結果に基づき､ ｢国有企業｣ ､ ｢民間企業｣ ､
｢外資企業｣

と分類しているが､その類型に当てはまるのは､正確には2005年のデータのみであるo
2003

年と2004年についての質問項目は設定されていないため､本章では2005年の類型がそれ以

前にも当てはまると想定して分析している｡

さらに､本章では､企業の所有形態に焦点を当てて分析を進めたが､どのような種別の企

業に就職しているかということと､教育や戸籍の問題との関係については言及していないo

最後に､経済特区としての深別の特徴を分析するためには､中国全体も含めて､他地域と

の比較が必要である｡これらの問題の検討については今後の課題としたい｡

(下田憲雄･高見博之)
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第14章 所得格差とセーフティネット

深桝市や中国の都市に行くと､幼子を抱えた女性や障害者や子供たち､老人たちの乞食が

中心部のいたるところで金銭を恵んでくれるのを待っている姿が見られるoそれらを見なが

ら､深酬市民は昔の日本人と同じように､組織化され乞食を商売にし､わたしたちよりも良

い生活をしていると言っている｡そうかもしれないが､これらの姿かたちをした弱者が単独

でこの社会で生きていくことが難しいからこそ､乞食がそのような情けない姿をさらけだし､

金銭を要求しているのであろう｡

市場経済化のもとで経済格差が広がるなか､出稼ぎ農民工を含めた社会的弱者はいよいよ

生きづらくなっているのではないのだろうかo彼ら･彼女たちが安心して生活できる世の中

になるには何が必要なのだろうか｡そのような問題意識から､本章は中国のセーフティネッ

トを中心につぎのように検討していくoまず､深別市の経済発展と所得格差を問題とし､そ

の格差が大きな問題を抱えていることを明らかにするo次に､中国政府も人々も経済成長と

格差の小さい安定した社会をめざしていることに同感しつつ､貧弱な社会福祉の状態を検討

し､社会的弱者が安心して生きられる和語-共生社会の実現を強く願い､早急な社会福祉の

充実を訴える｡

1.深耕市の経済発展と経済格差

深別市は27年前には小さな漁村であったが､当時の中国政府､とりわけ郡小平の肝いり

で改革開放の中心地として指定を受けた｡それ以来､香港の隣接地という好条件もあり､中

国経済の発展の象徴として､ 1986年と90年には低成長に陥ったとはいえ､
95年頃までは

毎年ほぼ20%以上の経済成長を実現し､それ以降も10%を大きく超える経済成長を示して

大きく発展してきた｡当時の中国政府首脳にとって､深訓市は首都北京から遠く離れ､改革

開放の実験が失敗したとしても､すぐに中止すればその影響は小さいし､成功してその効果

を他の地域でも受けることができれば､大きく国の発展に貢献できるという程度の認識で､

試みるだけの価値のあるものであった｡

『深川統計年鑑』(2006)によれば､深訓市は1985年からの20年間に127倍のGDPを

実現し､市が開設された79年からすれば実に2475倍のGDPの大きさになったoそれは

人々の労働生産性の向上がもたらす一人あたりGDPの向上だけではなく､ 10倍近い人口

の増大､つまり流入労働者が大挙して毎年押し寄せてきたことも大きな要因になっているo

特に後者の貢献をここで強調しておきたいo多数の人々が深訓市の景気のよさ､所得の高さ
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に魅せられて押し寄せ､勤勉に働くことにより､深訓市のGDPの増加と経済成長に大きく

貢献していった｡そこで深訓市などが先富をはたし､他の地域を誘導し､中国全体も『中国

統計年鑑』 (2006)によれば､ 85年から20年後にはその20倍ものGDPを実現し､豊かに

なってきた｡しかしその内情はどうであろうか｡

経済発展とともに人々の経済格差が増大しがちであるが､ここではその指標としてジニ係

数をみていこう｡深訓市のジニ係数は､ ｢深釧市家計調査｣ (2006年3月実施､回答者1056

戸､ 3252人)で可処分所得を用いるとき､ 05年に0･56という極めて高い結果であったo

それは所得格差をただちに緩和しなければならない､危機的状態にあることを意味するoし

かし､ 『深桝統計年鑑』 (2006)で可処分所得を用いるとき､ 05年で0･29という格差の

小さい状態に収まり､疑わしい数値になっている｡

中国全体のジニ係数は､ある調査によれば､ 1980年0･36､ 85年0･33､ 92年0･41にな

っている｡また世界銀行とアジア開発銀行の推計では98年0･40､
01年0･45､ 04年0･47

になり､危機状態にある(辞(2004) )
｡ところが､

『中国統計年鑑』から計測すると､

1985年0.12､ 90年0.13､ 95年0･17､ 2000年0･20､ 05年0･29になり､やはり信頼しが

たい数値になる｡

中国｢国家統計局のデータによれば､ 2005年末時点の中国の貧困人口は6432万人であ

り､ …… ｢絶対貧困｣に分類される人口が2365万人｣であり､貧困人口が大幅に減少して

いるとその成果を誇っている｡しかしその数値は正しいのだろうかo国連が購買力平価で絶

対的貧困の指標としているrl日1ドルを前提とする中国の貧困人口は恐らく3億人程度に

達するのではあるまいか｣という疑念も提出され､アジア開発銀行のデータでは絶対的貧困

ライン以下の貧民は04年で10.8%とされ､それは1億4千万人になる(北村(2006)
) ､

(Asian Development Bank (2007) ) 0

絶対的貧困の指標である1日1ドルは中国元で05年の1人1月あたり約139元であり､

1,深桝市では05年で少なくとも2･5%､ 828万人中のほぼ20万人が絶対的貧困層に属す

ると推定できる｡この貧困率は中国全体と比較すると4分の1以下の比率であるとはいえ､

この貧困層が大変低い､生存費以下の生活をしいられ､その人数が無視できないことが深刻

な事態を露呈している｡

Khanたちの研究によれば､生存に必要な95年の一人あたり最低消費額は農村部で810

元､都市部で1604元である(KhanandRiskin (2001))○物価指数を『中国統計年鑑』から考慮

してそれらの値を05年の数値で示せば､農村部では935元､都市部では1878元になる｡

これを月あたりに直せば､農村部で78元､都市部では157元であり､さきの深耕市の絶対

的貧困額よりもほんの少し高くなっている｡この額で『深別統計年鑑』 (2006)をみれば､深

訓市民のほぼ5%つまり41万人ほどが絶対的貧困層になる｡

2.労働争議･社会不満の増加と和語社会
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経済格差が危険な状態にある結果､深訓市も含めた｢珠江デルタ地帯では労働争議が増え､

2004年以後特に激しくなっている｡同年だけでも1000人以上が参加した集団抗議事件が

20-30件も起きている｡低賃金と超過勤務､劣悪な労働環境などが原因だ｣
o O4年10月

6日に深柳市特区の｢美子海燕電子工場で起きたストライキでは､ 3000名が街頭に乗り出

した｣
｡かれらは､当時の特区の最低賃金610元より低い230元に賃金を抑えられ､長時

間働かされていた不満から行動した(輿(2005)) 0

しかも､労働紛争件数は図14･1のように全国的に年々増加しつづけている｡近年では､

o3年の労働紛争件数は22万3503件､ 05年34万9431件で､ 04年比で5･5万件､ 18･6%

の増加を示している｡単純には比較できないが､日本の厚生労働省の調査では労働争議件数

は04年1321件(争議行為をともなわない争議を含む) ､ 05年1287件である(厚生労働

省(2007))
o日本の11倍ほどの人口･労働者数をもつことを考慮しても､中国の争議件数

は多すぎるといえる｡

図14-1中国の労働紛争件数
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国統計年鑑』 (2006b)

資料:『中

さらに､中国では非合法に土地を農民から略取し､産業家に提供するケースが増えており､

2006年度では非合法に取得した土地が13万件､合計10万-クタールあり､ 05年度に比

べ77%の増加を示している｡しかも､工場所有者や土地開発業者はふつう極端に安い地代

かただで土地を獲得している(SbenzbenDaily (2007)) ｡

深訓市で1995-2004年まで累積で企業183万社､労働者2301万人を調査したところ､

重大労使紛争が6365件あり､関係者は累計61万人にものぼり､給料未払いが16･05億元

にもなった｡また､深訓市の04年の労働紛争申請件数は1万5764件あり､ 2)日本と同一

の人口比にすれば､日本の労働紛争の100倍ほどにもなる｡

ここで｢深酬市家計調査｣ (06年3月実施､ 1056世帯､ 3252人の回答)の｢意識調査｣
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(世帯主の回答)についてみていこうo ｢この都市に住む住民の所得格差をどう思いますか｣

という間では､圧倒的多数の71%の人々が｢拡大している｣と回答し､
｢変わらない｣とい

諾2630.I,o.デ誌等Jr:.t.i,.予iir孟冨琵至芸芸子?o:1?b8よ'e;iin+^A:をit*V諾芸完
になっているとみている｡その不平等社会でも大半の人々は自分が｢中等｣

(33%)また

は｢中等下位｣ (37%)の生活レベルにいると感じているが､下層にいると感じている者

も28%いる｡

｢ぁなたは自分の経済状態に対して満足していますか｣という問では､
｢大体満足｣47%､

｢不満足｣ 45%とが桔抗しているoたぶん-市の高経済成長の恩恵を受けている者と受

けていない者が括抗しているのであろうoしかし家庭の将来性については､
｢向上する｣が

67%､ ｢変わらない｣が8%､ ｢低下する｣が3%で､大半の者が自分たちの将来について

楽観的または希望的に考えているoしかし｢あなたは自分の意見が政策に反映されていると

思いますか｣という問には､ ｢反映されていない｣ (65%)と答える者が大半であるoこ

の点で中国政府や地方政府に対する人々の不満が聞こえてくるo

そこで､ ｢あなたは所得格差をどう考えていますか｣という問を投げかければ､表14･

1のような回答があった｡ 42%強の人々は1と2のような肯定的評価をし､ 44%の者は格

差が社会限界内と考えているので､社会不安が暴発する可能性は大きくないともみなせるo

この調査の際､貧しい世帯とみえる人々でも､田舎にいるときよりも馴では収入が多く､

金銭取得のチャンスがあるので､今の生活で満足し､将来も深酬で生活したいと言っていたo

1･2･3の回答者は4の回答者よりも高収入者が多く年齢も若いと推測できるoそこから､

相対的に年齢の高い低収入層が､経済格差により多くの不満をもっていると考えられるo深

訓市ではビジネス意欲が高く､行動力のある30歳前後の人々の方が､それ以上の高齢者よ

りも所得が高いとみられる｡

表14-1問｢あなたは所得格差をどう考えていますか｣-の回答

回答項目 回答 回答者の回答者の06年

比率 o5年中位3月の中位年齢

収入

1.格差は中国､特に沿岸部の経済成長

を支えている

9.6% 150,00032歳

2.格差の存在は自然なものである
32.8% 180,00034歳

3.今の格差は社会限界内なので大丈夫
43.5% 223,00034歳

4.今の格差は社会限界を超えている
14.2%126,00036歳

資料‥｢深訓市家計調査2006｣○サンプル数-604人○
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さらに､ ｢あなたはどのような社会を望みますか｣の回答を示せば､ ｢1･低成長の平等

社会｣ 11%､ ｢2.ある程度の不平等と安定成長の社会｣ 77%､ ｢3･高い成長の不平等社

会｣ 5%､ ｢4.その他｣ 7%､のようになるo 2の回答が圧倒的多数を占めており､深訓市

民は不平等をともなう高成長よりも､ある程度の不平等を許容する経済成長のもとで､安定

した生活を望んでいることがわかる｡それは｢′J傭社会｣や｢和語(調和)社会｣とも-敦

して､生活の安定と経済的豊かさを調和させようとしている大半の深桝市民の姿勢が感じら

れる｡深桝市民の広い範囲の年齢や収入の者たちにそれは支持されているo 2006年の聞き

取り調査から､深桝市民は一旦ほどよい職業を見つけたならば､それを持続させようとする､

安定志向をもっていることがわかった｡一見すると､若い働き盛りの30歳前後の年齢層の

多い深訓市民は､全体として平等社会よりも高成長の競争社会を好むように思われるが､家

計調査の結果は意外にも､競争社会より平等社会を選択した人が多かった｡

そこで､これまでの深川市民の意識状況に適合するかのように､中国政府は｢和語社会｣

を目標とする｢第11次5カ年計画｣を2006年3月に策定し､公表したo中国政府は一人

ぁたりGDPを10年間で倍増することを目標にその年増加率を6･6%と定め､それを実現

するには国内GDPの年経済成長率7･5%が必要であるため､それを目標数値に掲げたo現

在の中国の経済成長率(2005年10･2%､ 2006年11･1%)および潜在成長率9･3%前後から

すれば､大きな撹乱要因がないかぎり､これは容易に実現可能なものであるo

この｢5カ年計画｣において､中国政府はさらに目標としてつぎの6項目を発展させるこ

とを強調した｡それは､ 1.経済の安定的で均衡した比較的速い発展､ 2･資源節約的な経

済成長-の転換､ 3.自主的で独創的な科学技術力の向上､ 4･都市と農村の格差の解消と

協調的発展､ 5. ｢和語(調和)社会｣の建設､つまり経済と人々の福祉との調和的発展､

6.改革開放および社会主義的市場経済の発展と深化､であるoここでは､改革開放政策ま

たは社会主義的市場経済を引き続き促進し発展させていくことが述べられ､今まで等閑視さ

れていた環境-の配慮やエネルギー多消費経済-の反省などが語られている｡同時に､人々

の生活の豊かさをもたらす消費サービス業､つまり第3次産業の発達と内需の増加も目標

として盛り込まれ､農村と都市との協調的発展や人々の生活と福祉の充実､および経済との

調和的発展が目標とされている｡とくに人々の生活と福祉の充実､経済発展と並んで｢和語

(調和)社会｣を目指すことが言匝われている点が強調されるべきである(胡(2006))
o

3.セーフティネット

中国の社会保障では､国有企業改革により国有企業や公務員を中心とした｢単位｣による

社会保障がおこなわれなくなり､しかも家族による扶養も核家族化により頼れなくなり､現

在では政跡こよる社会保障および福祉改革がおこなわれている.中国は広大で地域により発

展速度が著しく異なるため､それらの改革は主に地方政府に任されたo

その中で､中国全国の養老保険(年金)は一般に企業負担が20%を超えないことではじま
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った｡個人負担は1997年に賃金の4%からはじまり､
2年ごとに1%ずつ上昇して8%まで

上がり､個人口座に11%を蓄積しその他は社会口座に蓄積するが､
2006年から個人口座は

8%の蓄積に変更されたo給付は社会口座から前年度の労働者の平均賃金の20%が給付され､

個人口座から120カ月分に分割され支払われるo個人給付の合計額は､都市部では2004年

で平均賃金の6割近くになるが､農民では2003年で一人あたり平均月41元しかなく､絶

対的貧困の指標である1日1ドルよりはるかに低いことになるo
2006年の全国平均では月

735元の給付であり､都市部では生活できる水準ではないoしかも､中国都市部の養老保険

加入者は2004年1億6359万人で､農村部加入者は5378万人､合わせても全国の勤労者

約7億5200万人の29%にしか達していない(王(2006))
｡

深脚の養老保険については､企業負担の保険料が労働者の賃金の8
%､個人負担が5%

になっている｡それは､全国の平均企業負担の保険料が賃金の20%､個人負担が80/oi=比

べ､全国最低の負担率になっている｡深肺では､平均年齢31歳と若い勤労者が多く､加

入者416万人(06年10月)に比べて退職者がほぼ11万人と少ないため､暫定措置として

この負担金にしているらしいoその負担額の内､企業負担の6%が個人口座に入れられ､個

人分は析11%が蓄積されていく｡
2006年10月の年金額は月平均2300元(2007年7月

から2600元)で､ 15年間以上加入した者に対して平均賃金の85%を退職後10年間支給す

ることになっている｡これは､全国で最高の支給額であり､賓沢をしなければまず生活して

いける金額である｡しかし将来的には支給額は全国平均の50%
(個人口座30%､社会口座

20%)になる｡ 03年で年金加入者230万人のうち170万人は-戸籍をもっていない人々

で､その場合個人口座分のみが支給されるoその個人口座分は他地域に移動した場合もって

いくことができるし､現金で清算してもらうこともできる｡
3)

失業労働者は､半年以上働いていれば､保険加入期間に応じて最大2年間の失業保険(地

元最低賃金の7-9割)を受給でき､その後は｢都市最低生活保障条例｣による生活保護を

受けるのみになるo深桝では2005年4月で1･1万人ほどが失業保険を受給しているo

4)し

かし､ 05年の失業者は『-統計年鑑』によれば2･7万人ほど存在し､半数以下しか失業

手当をもらっていないoO6年10月時点で労働者人口576万人のうち失業保険加入者は158

万人で､ 10人に7人強は失業手当をもらえないし､失業手当月648元(最低賃金の綿j)

も十分生活できる額ではないo

中国全土の05年の失業保険の受給者数は362万人で､
2000年末から172万人増加した

(労働政策研究･研修機構(2006)) oしかし05年の央業者数は2052万人に達しているの

で､失業者の82･4%つまり1690万人ほどが失業しているにもかかわらず､失業手当をもら

っていない｡また失業保険給付がなされたとしても月平均300元程度で､とても生活でき

る金額ではない｡深-の状態は多少よいといってもその枠内にあり､早急に加入率と給付

額を高めねばならない｡

生活保護費は地域により給付額が異なり､-は05年1人あたり月344元の全国最高額

であり､上海と北京は280元､ 21中小都市平均が130元余りである(沢田(2004)) oさらに､
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深桝市の生活保護は02年から06年12月現在まで特区内1人あたり月344元で､
06年12

月に1万5100人(戸籍を有する者のみ)が受給していた(深酬之窓(2006)) oしかし筆者の

推定では1日1ドル以下の絶対的貧困層が深別市で少なくとも02年29万人､ 05年20万

人ほど存在するので､この支給人数はあまりにも少なく､支給額もとても生活でき

る額ではない｡

さらに､中国では都市でも農村でも公的な生活保護費を得ている者が増えているo都市の

最低生活保障を受けている者は2001年1171万人であったが､ 05年2234万人に増加して

いる｡しかも農村でも385万人が1892万人に増加している(国家統計局(2006b)) o最低

生活保障費は06年の全国平均1人あたり月130元ほどで､生活に必要な額にはほど遠いo

しかも絶対的貧困者が中国全土で少なくとも1･4億人いるにもかかわらず､その3人に1

人しか生活保障費を受給していない｡

っぎに医療保険についてみてみる｡深f)[Iでは全国モデルの一つとして1996年から改革が＼

進められ､農民工の多い当市の特徴に合わせた｢入院医療保険｣が生まれたoそれは､保険

料を｢使用者側または失業保険機構が平均賃金の1 %を拠出し､入院の際に患者が医療費の

10%を負担｣してまかなっているが､外来診療は含まれないo深別市在住の労働者を対象

にした｢総合医療保険｣は､保険料を使用者側が被保険者の賃金の7%(戸籍人口､暫住は

6.5%)､被保険者が2%を拠出し､個人口座と社会口座に分けてまかなっているoただし､

社会口座は主に入院診療(個人負担10%)に､個人口座は外来診療にと使い分けるo個人

口座を超えた外来診療は自己負担になるが､超過部分が地域平均賃金年額の10%を超える

と､社会口座から超過部分の65-75%が払い戻される(李(2004)) oまた医療保険は被雇用

者のみが対象になり､その子供たちは対象外で問題であるため､深桝市は｢子供医療保険シ

ステム｣を確立するという対策を取りはじめた(ShenzhenDaily(2007))
o

医療保険では取り残されていた農民に対して､ 06年現在では新型農村合作医療制度が実

施され､その加入率は23.5(yo-と増加してきているが､ ｢13億の人口のうち10偉人が基

本的に医療保障を受けていない｡
---農村人口の5分の4は依然として健康に不安とリス

クを抱えている｣ (胡(200G))｡そのため､農村の加入率を80%以上にすることが目標とさ

れ､政府はその目標を実現すると明言している｡しかし､医療保険システムは多様な地域の

経済状況を反映し､地方任せにされ､貧困層の多い農村部では農民の負担額を低く抑えざる

をえないし､貧弱な国家や地方政府の予算では､医療保険があっても給付が十分なく､貧弱

な医療しか受けられない｡

出稼ぎ農民工は学歴も高くなく､都市部の戸籍制度にも制約され､往々にして都市部の低

賃金で3K (汚い､きつい､危険な)労働という悪条件に従事する底辺層に組み込まれてい

る｡この点では深桝市の農民工も同様である｡かれらの悲惨な境遇に目′を向ければ､
｢深桝

では毎日､労災事故が30件から50件おきる｡同市の工場は宝安区と竜両区に集中してい

る｡ 1997年に宝安区で発生した労災事故は6865件､竜両区は4000件であったo社会保険

局によれば､この件数は労b;減険加入者の事故にかぎられ､ ｢内々の示談で解決した｣事故
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はふくまれていないという｡ 98年､深桝市の出稼ぎ農民の負傷者は1万1415人､死者は

80人余りで｣ (何(2002))､ 1日当たり31人の死傷者が生じているo日本全国の労災件数

は98年2457件､被害者は約1万3000人であり(深桝市安全生産監督管理信息網(2007))､

深桝市の人口規模に換算しなおせば､約160件で870人､ 1日あたり2･4人弱の死傷者規

模である｡ここから深訓市の労災事故がいかに多いかが分かる｡このことは現在でもそう変

わっていないであろう｡

筆者たちが実施した2005年の聞き取り調査では､ある農民工は､同じ職場で隆我をした

同僚のため､その労災保障を何人かで一緒に申し入れたところ､全員が解雇されたと話して

いた｡このような統計に含まれない多数の事例が存在するo中国では深刻な労災事故が発生

している｡ 04年の労災事故による深川市の死亡者は112名､ 05年114名､ 06年106名で

(深別市安全生産監督管理信息網(2007)) ､ 98年に比べて増大しているoこれに対して労

働安全監督当局は｢とくに外資系企業や私営企業に対しては拘束力が強くなく｣
､
｢しかも

監督官庁の監督管理が弱体化している｣o ｢深別市での労災多発の原因としては､
｢行政当局

の監督不足｣や｢機械･設備や安全対策の不備｣などが指摘されているが､
｢強制的な残業｣

も労災事故多発の主な原因のひとつであることがわかっている｣
(沙(2001))o

中国全土の工傷(労災)保険の加入率は02年半ばで42%であるo
｢保険料はすべて地方

政府と企業が負担し､個人は負担しない｣ o 1996年の｢企業労働者労働災害保険試行弁法｣

により｢ようやく全国統一の､独立した､しかも労災予防､労災リ-ビリと労災補償を含ん

だ総合的な制度｣ができた｡しかし､それでも｢適用範囲の一層の拡大｣が必要であるが､

徴収基準が1%以内に押さえられ､ ｢徴収基準の低いことが保障給付の低水準をもたらして

いる｣ (郭(2004))0 06年3月｢中国の工傷保険加入者は現在､
8633万人に達し､世界1

位となった｣ (中国通信杜(200G))
､と政府関係者は誇っているoしかしそれは､労働人口の

11%でしかなく､ 10人に9人は労災-の保障がないことになるo O5年の受給者は65万人

で､前年より13万人増加している｡ 04年1月から6月まで全国で42万6283件の事故が

発生し､死亡者は6万3735人､前年同期比で102人減少している(労働政策研究･研修機構(2006))
｡

これは1日あたり352人が労災で死亡していることになるo比較すれば､日本の05年の被

労働災害者(4日以上休業している者)は12万人で､死亡者は1514名であり､
1日あたり

4人強死亡している(深訓市安全生産監督管理信息網(2007)) ｡また､深桝の労災保険加入

者は市政府の発表では06年8月に717万人で全国一の加入率であるoそのうち82%が農

民工で587万人が加入している｡
5)

o6年8月に実施され10月に公表された｢農民工調査｣では､労災保険の未加入者は68%､

失業保険の未加入者は85%､医療と養老保険のそれは各々74%､
73%であるo 1日に11

時間以上労働している者は14%おり､不十分な安全措置しか施してない労働現場が51%で､

安全措置のまったく施していない労働現場が14%ある｡病気のとき3分の2の農民工が正

規の病院治療を受けていないoそれは費用が高く､お金がなければ治療が受けられないから

である｡ 17%の者が子供を同伴し学校に入れているが､公立学校では賛助費など授業費と
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は別口の納入額が高いことを農民工たちは嘆いている(国家統計局(2006a)) ｡中国の出稼

ぎ労働では､ ｢長時間労働､労働強度の過大､労働契約締結率の低さ､社会保険適用面の狭

さ､特に賃金の遅配､ピンはねが深刻であり､これら出稼ぎ農民の権益がしばしば侵害され

ているのが実態である｣ (顧.王(2007))0

4.格差社会から和語社会-

深桝市および中国は巨大な経済成長を遂げ､人々も豊かになり､生活が大変苦しい絶対的

貧困者も少なくなってきたが､いまだ中国においては1.4億人､深川市においては20万人

ほどの絶対的貧困者が生きることにあえいでいる｡しかも､絶対的貧困者数の減少が近年停

滞しはじめているという指摘もある｡しかし､大半の深桝市民は所得格差がまだ限界内にあ

り､将来の自分たちの生活が自己努力により良くなっていくであろう､と楽観的に考えてい

る｡かれらは中国政府のいう｢和言皆社会｣
､つまりほどほどの経済成長をともない､所得格

差が少ない､みんなが豊かになる安定した社会を望み､それゆえに現在の改革開放政策およ

び市場経済化を支持している｡とはいえ､自由な市場経済化が進展するにつれ､経済成長の

恩恵を受けることのない者や競争の敗者である生活困窮者も増えていく｡

そのような弱者の生活を保障し､生活困窮者をなくしていくためには､社会福祉､雇用､

教育-の政策的対応が重要になる｡後の二つについては､ほとんど論じておらず､今後の課

題とせざるをえない｡本章ではそのうち､中国の社会福祉を中心に検討してきた｡失業保険､

医療保険､労災保険､生活保護などの社会福祉は､中国全体において加入者が少なく､その

給付額も惨めなほど過少であり､とりわけそれらの保険に加入していない人々も多く､深刻

な問題になっている｡深即行では､それらは多少よいとはいえ､同じように悲惨な状態にあ

る｡ 6)もっぱら3K労働という不安定雇用に従事している多くの出稼ぎ農民工は､弱い立

場であるがゆえに不幸な事態に陥りやすい｡

それゆえ､深川市および中国が経済成長を続けようとも､社会福祉の充実がない限り､経

済格差が増大し､絶対的貧困層も残存するため､和語社会はなかなか来ないであろうし､そ

の方向に進むとは考えられない｡中国政府および深川政府が将来の目標として和語社会を掲

げるかぎり､社会福祉の充実を早急に実現していくべきである｡

(丸山武志)

(荏)

1) 2002年の購買力平価で計算(WorldBank(2006)参照)し､ 『深f)[I統計年鑑』に

よりその後の物価指数を考慮した｡

2)深酬市労働保障網(2005年7月)､ 2005年11月14日と2006年3月30日の記事参艶

3)自治体国際化協会(2003)､深別市政府(2006)､ 10月20日の記事､深川市労働
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保障網(2006)､ 10月20日の記事､石里(2007)､ 253頁参照｡

4)深訓市労働保障網(2006)､ 10月20日の記事参照o

5)深別市労働保障網(2007)3月26自の記事､参照｡

6)中国の社会保障の悲惨な状況は中国政府の社会保障支出費の対GDPが2005年で0･4%

であることからも理解可能である｡それは深桝市政府の社会保障給付費を対GDPで計っ

ても05年1.2%で､両方合わせてもいかに給付が少ないかがよく分かるo対GDP比の社

会保障給付費が少ない日本でも､それは03年で16･8%であるo中国ではそのほかに社会

保障基金の赤字問題も生じている｡とりわけ年金においては｢社会口座基金｣が不足し､

｢個人口座基金｣から流用し､個人口座において空口座が増大しているという問題もあるo

これらのことについては､中華人民共和国国家統計局(2006b)､深桝統計局編(2006)､劉

(2007)､ 108-9頁参照｡
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第15章 所得不平等と政治･社会安定

1989年から1991年の間に旧ソヴイエト連邦や東欧諸国などの社会主義国家で体制変化が

起きたとき､次は中国の番だろうと多くの人が予測したが､中国は社会主義体制を維持し続

けており､しかも驚異的な経済成長を遂げている｡ただ､中国の高度成長の光の裏には多く

の問題もある｡急激に拡大する所得不平等はその一つである.しかし､これらの問題は中国

を臨界点-と導くのだろうか｡本章は､改治学と経済学両方の研究領域を融合する視点から､

中国で最初の経済特区であり､改革が最も成功した都市である深桝を対象として上記の疑問

に答え､深別の経済変化およびその中国社会-のインパクトを概観する｡

深酬は中国最初の経済特区で､わずか20数年間で-村落から巨大都市に急成長したo
し

かし､深川では高度成長の裏側で所得格差の問題が深刻になっているoわれわれが実施した

最新の『深訓市家計調査』によると､ 2005年時点で深別のジニ係数は0･56であり､中国全

体のジニ係数o.46 (李･岳(2004)､ pp･1)を大きく上回り､中国の中で最も不平等な都市と

考えられる｡このような状況からみれば､中国はすでに臨界点に達しているのかという疑問

がわく｡本章では､急速な経済成長の結果として生じた中国の現在の体制は｢制度的なクッ

ション｣ (後にわれわれが｢深酬ドリーム｣と呼ぶもの)を提供することにより､中国政府

に｢体制的な時間稼ぎ(systemicBuyingTime)｣を与え､経済自由化の過程で生じた難題を解

決するための時間を与えている｡また､われわれは経済の現代化にともなって生じるそのよ

うな変化を否定するのではなく､むしろ､中国としてはその変化に対処するチャンスである

と考える｡われわれが提起した問題を解決しなければ､そして｢深訓ドリーム｣が実現でき

なければ､中国は体制変化をもたらす臨界点-と加速しながら向かっていく可能性があると

思われる｡

本章の目的はこの体制変化に至る臨界点に対して｢制度的なクッション｣が存在するか否

かを明らかにすることである｡第l節では､現代中国の経済発展､所得不平等ならびに社会

的な安定性の要因と見られるいくつかの問題点を考察する｡また､経済の現代化について過

去の研究で示された見解を紹介する｡第2節では､データを説明し､深別家計調査の経済的､

社会的､政治的分析結果を述べる｡第3節では､ ｢深酬ドリーム｣の存在意義について説明

する｡最終節では結論を述べる｡

1.現代中国の発展と問題点

ここ20年間の中国経済は目を見張る状況にある｡利子率引き上げによる消費引き締め政
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策にもかかわらず､経済成長は堅調なままで弱まる気配を見せていない｡しかし､現在の中

国は矛盾にあふれている｡例えば､中国が掲げる｢社会主義的市場経済｣というスローガン

は所得格差など多くの問題と並存する状態にある｡また､金銭を礼賛する風潮を避けるため､

社会主義的協調型の社会を作ることが求められている｡

所得不平等問題以外にも多くの問題に直面している｡例えば､環境汚染問題については､

最も汚染された都市のうちの20-30ケ所が中国にあるという報告がある(World Bank

(2004))｡また､中国政府の公式報告書では､環境汚染の被害規模は2004年でおよそ510億

元､ GDPの3.05%であると推計している｡さらにはこのままの技術水準と規制水準では被

害規模はGDP比で6.8%まで上昇するとしているo
2)

このような状況の中で,経済の近代化を経験した他国の例を参考にすれば､デモやストラ

イキ､西側の国の場合は資本主義的な民主化運動による政権交代など､社会的にも政治的に

も深刻な出来事が起こるだろう｡それゆえ､中国はいま重大な局面を迎え､国家崩壊や分裂

の事態にならないとは言えない｡実際､汚職,環境汚染､土地の収奪､政治的な自由化など､

さまざまな不満の兆候の例を示すことは難しくない｡政府の公表資料では､ 2006年のデモ

や暴動は減少したが､中国公安部は2005年に84,000件以上一日当たり200件程度の暴動

が発生したと公表している｡地方での変化をChenは次のように書いている｡(Chen(2007)､

p.146)

｢中国の農民の大部分は一時的に体制側の勢力だったが､仕事を失った都市労働者ととも

に不安定な勢力になった｡彼らは中国の社会的階層に脅威をもたらす｡｣

われわれの｢深別家計調査2006｣によれば､都市住民が失業や汚職､所得不平等の拡大

を心配していることは明らかである(表15-1参照)｡また､多くの学者も学術研究､政策の

面から格差の深刻さ､およびその社会-の影響を指摘している｡例えば､李･岳は2000年

の全国家計調査に基づいて0.46という高いジニ係数を報告し､ ｢中国の所得格差は臨界点に

近づいており､これを改善しなければ中国の改治社会が極めて不安定になる｣と厳しく警告

している(李･岳(2004)､ p.7)｡このような状況で社会が分裂するような兆候を読み取れる

のだろうか｡昨今の報道の多くは身近な危険に対する恐れに基づいている｡
Japan Timesの

社説によれば､中国では経済成長に伴う問題が山積であり､ ｢政府の運命はこれらの問題に

依存しているといっても決して過言ではない｡現在､中国社会内の緊張感は拡大しており､

やがて臨界点に達するかもしれない｡｣

ところで､中国政府が体制的なストレスや緊張関係に直面する中で､最悪の事態を避けた

り､遅らせたりすることを可能にする｢クッション｣が存在するだろうというのが､われわ

れの見方である｡ Dicksonは｢現代中国社会について書かれているものの多くは､市民社会

の衝突とその特徴のみに焦点を当てたものである｡しかし､社会の中で協調が存在するか否

かが非常に重要なことであり､今日ではむしろそれが広がりつつある｣と説明している

(Dickson (2007)､ p.119)｡もしそうならば､さらに説明する必要があるだろう｡すなわち､

2)しかし､その被害が8-15%におよぶとする推計もある｡ (LiuandDiamond(2005)､ p.1179)
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そのようなクッションが存在するならば､おそらく短期的にも中長期的にも､社会的な影響

を小さくするだろう｡経済の変化がそれに続く政治的変化を引き起こすかもしれないし､引

き起こさないかもしれない.そのような疑問に対する体制の一つの返答が､独占的な集団の

利益を保障しながら政治を部分的に自由化することであったo政治の自由化に関して､

Dicksonは｢共産党は社会の変化により敏感に対応できることを目指すoそして､そのよう

な改革のすべては､必ずしも中国をより民主的にするのではなく､共産党がこれからも存続

できるように仕組まれている｡｣と書いている(Dickson(2007)､ p･115)o中国共産党は､今

や中国の人々の日常生活にはそれほど重要でないが､社会的なコミュニケーションの手段と

して､党の支配を維持することがなお必要である､と一般的に認識されるようになったoそ

の一つの例として､西側諸国で｢万里のファイヤーウォール｣ (ThegreatrlreWall)と呼ばれ

るものがある｡

一般的に経済の現代化の基本的な前提として､経済成長は富の増加､都市化､教育の良質

化､中間層の増大､そして個人主義-の指向などをもたらすとしている｡特に今日では､技

術とコミュニケーション手段の重要性を強調する必要があるo中間層の出現は社会を安定化

させうるが､必然的ではないものの､彼らは政治的･社会的権利および市民権の拡大を求め

る傾向にある｡経済学の理論では､ 1980年代にケインジアンから新古典派-とシフトした

経済学の正統な学説は､公的投資がトリクル･ダウン(trickledown)効果をもたらすことを

基にしている｡この新しい正統とされている学説の一部に､低所得層の生活が改善されれば

所得格差は拡大しても問題ないとするものがある｡

中国はいま臨界点に立っているのか､臨界点に向かっているのかo本章は上述の理論をふ

まえ､ 2006年の深別家計調査を使って議論する｡

2.社会意識調査による発見およびその解釈

深榔ま非常に移民の多い都市である｡ 2006年の人口はおよそ900万人であるが､そのう

ち約3分の2が深t)[[市以外からの移民である｡･さらにこのうち､ 3分の1が農村地域から､

3分の2が深桝以外の都市からの移民である(国家統計局､ 2006)oまた､農村地域からの

移民の大半は都市に行くのに必要となる技能をもつ､ 30歳以下の人々であるo

深州ま2000年以降の中国で最も発展した豊かな都市であるが､同時に公職による汚職､

所得不平等､社会的な治安の項目などでワーストの悪名があるo
3)これまで述べてきたよう

に､本章では所得不平等と社会的な安定性を中心に考察していくo不平等がどれほど深刻な

のか､またはなぜ起こるのか､さらにはどのように解決するのかを知るために､
2006年3

月に深川家計調査(1056世帯､ 3256人)を実施したo
4)

:;豊覧諸芸怒を参照｡
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この調査によれば､ ｢現在住んでいる都市での主な社会問題は何と思うか｣という設問に

対し(複数回答可)､ 63%が社会治安の悪化と犯罪の増加と答え､ 28%が環境汚染､ 13%が官

僚の汚職と答えた｡また､ 17%が所得不平等と答え､都市部に住む上で重大な問題だと考え

ている(表1511参照).また､ 70%の人が所得格差は広がっていると答え､ 70%以上の人が

今の社会は不平等だとした(表15-2参照)0

ジニ係数を使って所得不平等を計測した結果､深別の値は0･56であり､中国の都市でも

最も高いレベルだった｡不平等の原因はさまざまあるが､都市と農村を大きく分け隔てる制

度､つまり都市農村戸籍制度が､最も大きな要因の一つであるoタイル指数を用いた推計に

ょれば､所得不平等の約30%がこの戸籍制度により生じたものであることがわかったoさ

らに､経済特区と非特区の間の差(沿岸地域の優先発展政策による地域格差)も非常に大き

い(辞･園田･荒山(2007))0

表15-1 深別の人々が直面する主な社会問題

屠 賓客釦/でいa都市での卓/T教会Fpi@/i/p7t思うか?

回答｢粛数好答p7)

1 (失業)

2 (社会保障)

3 (所得格差)

4 (官僚の汚職)

5 (環境汚染)

6(治安の悪化,犯罪の増加)

7 (移民の増加)

8 (貧困の増加)

9(その他)

有効回答数

無効回答数

全回答数

回答数

資料:深別家計調査2006.

表15-2所得格差に対する意識

/野この都市でのノ所得蔵書/IついT,あ/5:jt-/iどうノ酌ー I.=z.I,I-▲-..-..

ます切J?

回答 回答数
有効回答数に占める割

回答
回答 有効回答数に占め

,Aロ 数 る割合

1(減つている) 89 8.8 1(非常に平等) 6 0.6

2(増えている) 715､ 70.5 2(やや平等) 229 22.7
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3(変わらない) 60

150

5.9 3(不平等) 705
69.9

4(分からない)
14.8 4(非常に不平等)

68 6.7

...L

有効回答数

無効回答数

全回変数

1,014

18

1032

100.0 有効回答数

無効回答数

全回答数

1,008

24

1,032

loo.0

亡コ
1

資料:深別家計調査2006･

このような結果から､深別の人々の現状に対する強い不満が推測されるoしかしながら､

馴調査では､現在の経済的･社会的状況に満足している人々も全体の55%を占め､不満

足の43%を上回った(表15-3)oこれは高い満足と不満足が五分五分に存在するようなイメ

ージを与える｡その解釈の一つは､深別に住む多くの人々が収入を増やし､出世し､経済的

ぉよび政治的活動においてより多くの自由をもっていることであるoまた､農村戸籍の者な

らば就労居留資格を許可されている点で満足であろう(Knight andYueh (2006)､p･91)o一方､

50%以上の人々が自分は中間層と信じているoさらには所得､産業分野､都市農村戸籍の有

無､専門的職業や地位の別に観察すれば､高所得者層､ホワイトカラー労働者､会社経営者

や上級官僚らは現状に高い満足を示していることがわかるo
､

表15-3経済･社会的地位に対する満足度

.-.--_z-=%J,----.--I-.F1.

経済的地位
社会的地位

F!

回答 回答数
有効回答数に

占める割合

回答数
有効回答数に

占める割合

1(非常に満足)

2(ほぼ満足)

25 2.4 16 1.6

475 46.5 564 55.3

3(満足ではない)
461 45.1 418 4l.0

4(全く満足ではない)
61 6.0 22 ◆2.2

有効回答数

無効回答数

1,022

10

100.0 1,020

12

100.0

全回答数
1,032

1,032

資料:深別家計調査2006｡

また､表15-3をみると､不満足度も高いが､
｢自己満足度｣として考えられる要素は､定

量的に測るのは難しいものの､何らかの興味深い意味をもつように思われるoこの自己満足

という概念が､特に農村からの移民について､
｢-ドリーム｣の基礎を形成していると考

ぇられる｡それは､多くの移民たちが｢子供たちのための自己犠牲｣の覚悟があると答えた

ことによるものだoわれわれは10m2余りのアパートの一室に共同で生活している2家族に

インタビューをした｡彼らは故郷の生活と比較しても深t)llでの生活に大いに満足していると
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答えた｡その一方で､彼らは故郷に送金しており､故郷の村以外の県･市･省政府所在地に

あるよい学校に子どもを通わせているという｡

この調査結果は､人々が収入を増やせる限り､政治-の関心が低いことを示しているoつ

まり､人々の満足度が高いレベルにある限り､中国政府に対する｢時間的延滞(時間稼ぎ)｣

が存在していると見ることができる｡

教育の重要性は全ての社会階層の間で共通のものであるoその一つの顕著な例が､深帥こ

ぉいて教育の収益率が10%(教育年数を一年増やすことで所得は10%増えることを意味す

る)と非常に高いことであるoまた､就労年齢人口(workingageadult)については､高校卒の

者は中学校卒の者より､大学卒の者は高校卒の者より､大学院卒の者は大学卒の者より所得

が高いことがわかる｡すなわち学歴が上がるにつれて所得が上がるということである(Xue

and Cries (2007))0

ゎれわれの調査によれば､親たちは自分たちよりもよい教育を子どもには受けてほしいと

願っており､ 96%の親が子どもの大学や上級学校-の進学を､ 23%の親が子どもの海外留学

を望んでいる(表15-4参照)0

このような複数の要素が組み合わさることで､体制の時間稼ぎである｢制度的なクッショ

ン｣が作られると考えられる｡もちろんそれはすぐに変わる可能性のあるものであるo

Gustafssonらは､主観的な貧困の概念を議論する場合に､分析対象のグループがどのような

欲望と野心を抱いているかの重要性について指摘している(Gustafsson(2006)､ p･156)o農村

からの移民は自らの過去と現在の生活を比較しても､現在自分の周りにいる人々の生活とは

比較しない｡さまざまな想像は可能であるが､彼らはより多くのものを求めているのだろうo

このような状態はやがて自分の周りの人々､さらには海外の人々との比較-変化し､結果と

して制度的なクッションを破壊するような変化が起こるのだろうか?

表15-4子どもの教育に対する期待

Fp7.子どあ/I/iどのレ^1/I,の教育まで受lJT/れいd'?

回答 回答数
有効回答数に

占める割合

1(小学校)
5 1.0

2(中学校)
4 0.8

3(高校)
19 3.8

4(大学)
276 55.3

5(大学院)
114 22.8

6(海外留学)
81 16.2

有効回答数 499 loo.0

無効回答数 285

全回答数 784

資料:深別家計調査2006｡
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3.なぜ中国は臨界点に至っていないか

中国のエリートたちは､ある種の社会的要請にこたえる意思を非常に明確にもっているo

彼らは西欧､東欧や旧ソ連でそのような要請を無視したときに何が起きたのかをよく見てお

けばよい｡これらの問題を解決するためにさまざまな法律の改正や政策の施行が行われてい

る｡

さらに中国政府は反対派になりうる相手を取り込む努力を行ってきたQ
Pei (2006)によれ

ば､ ｢新社会的エリート層(知識人､各種専門家､企業経営者)｣を政府の味方につけること

に成功してきたという｡ Dickson(2007)は｢このようなエリート層は､社会と政府の架け橋

となるように仕組まれており､政府は日常生活のあらゆる場面を直接コントロールしなくて

も何が起きているのかを監視できる｣と述べたoしかしPeiは､
｢この取り込み戦略はすぐ

に限界に達し､知識人階級を買収したり企業家を喜ばせたりする手段を維持できなくなるだ

ろう｣と警告している｡

中間層の形成､自己満足度の高さ､未来-の大きな希望､子どもの教育レベル-の大きな

期待といった社会的な特徴は､深研ドリーム､または体制的な時間稼ぎの重要な鍵の一つで

ぁる｡表15-5によれば､ 36%の人が自分は中間層に属し､約40%の人が中間層以上の階層

に属していると考えているoさらに表15-6によれば､ 70%近くの人が将来の生活に対し楽

観的な見通しをもっているoこれらはわれわれの疑問を説明する最大の要素となるo

表15-5深別の人々の経済的･社会的アイデンティティー

Fp7.G分の穿存の卓彦水準t#会修好/IついてどうJETうか?

生活水準社会階層

回答 回答数 習芸子回答数
有効回答数与-

占める割合

0.0

1(上級層)
0 o.oO

2(中の上)

3(中間層)

4(中の下)

21

256

283

2.720

33.0283

36.5254

2.6

36.6

32.9

5下級層) 216 27.8 216 27.9
(

有効回答数 776 100.0 773 100.0

無効回答数 8
ll

全回答数 784
784

資料:深別家計調査2006･

表1516将 来の生活に対する希望
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1(非常に改善する)
17 2.2

2(改善する)
518 66.8

3(変わらない)
62 8.0

4(悪化する)
24 3.1

5(わからない)
155 20.0

有効回答数 776 100.0

無効回答数 8

全回答数 784

資料:深別家計調査2006.

なぜ深別の人々が満足しているのかを考えてみると､高い収入が維持できることの魅力が

一つの答えである｡また､高収入の原因を考えると､おそらく最も重要なことは教育と所得

の間の相関関係である｡われわれの調査では､高収入の人は高学歴であるという､正の相関

関係が見られた｡

よく知られているように､深訓はその歴史もそこに住む人々も若い都市である(深別家計

調査によれば深別居住者の平均年齢は30･4歳である)o深別家計調査では､就労年齢人口の

ぉよそ30%が中等学校卒､ 25%が高等学校卒､ 26%が大学卒の学歴をもっているo教育水準

が高いほど所得は上がることが｢深訓ドリーム｣の核であり､また人々がなぜ深別の生活に

満足しているのかの中心的な要因である｡

深榔ま中国でも特に治安が悪いとされているoこのことは急激な所得不平等に原因がある

と考える人もいる｡しかしながらわれわれの調査では､たとえほとんどの人が不平等は社会

的問題であると認識していても､ 85%の人が不平等は自然であると考えているo格差の状態

が社会の限度を超えていると答えた人はわずかに14%にすぎなかった(表15-7)oわれわれの

インタビューの中で､多くのホワイトカラー労働者､企業経営者や政府上級職員は､より一

生懸命働き､より高学歴を得ることが､将来的により良くなることにつながるメカニズムを

もたらすので､不平等は決して悪いことではないと答えているoこのことは､不平等がまだ

許容範囲内にあり､一部の人々は経済成長にとってよいことだとさえ考えているo

表15-7所得格差に対する意識

G7:あ/TfL-枕席得務差をどj考iTいますカー?(2つまて溜#p7)

回答 回答数
有効回答数に

占める割合

1(経済成長を支えている)
66 9.6

2(当然のこと) 226 32.8

3(大丈夫だと思う)
300 43.5

4(社会の限界を超えている)
98 l4.2

有効回答数 690 loo.0

無効回答数 94
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全回答数

資料:深別家計調査2006･

4. ｢深耕ドリーム｣

本章は最新の深別市家計調査を使い､深別のジニ係数がo･56と推計したo現実に深別で

は､都市住民の高級住宅区と､そのすぐそばにある出稼ぎ労働者のスラムのような住宅(中

国語は城中村､ ｢城の中の村｣と呼ばれる)といった対照が見られ､深帥につの世界に分

けられているように思われる○このような状況からみれば､中国はもう臨界点に達している

のかという疑問がわいてくる｡しかし､実際の深帥ま社会的に安定しているように思われるo

っまり､学者が予測したような限界点にはまだ至っていないのであるoこうした状況は一つ

の仮説を導き出す｡それは｢深訓ドリーム｣の存在であるo深抑ままだ若い精神をもったダ

イナミックな都市であり､たとえ多くの問題があっても多くの若者があこがれる都市であるo

したがって､深訓を訪れることは価値のあることであり､そのチャンスを得た者は感謝して

いる｡加えて､その機会は共産党員であるか否かには関係なく､誰にでも平等にあるo例え

ば､若者は成功するチャンスを求めて深桝を訪れるo移民は一生懸命働き､田舎の生活と比

較して自らの生活に満足する｡貧しい人々は次の世代が良くなる期待をもって家族のために

ぉ金を稼ぐのに忙しい｡このような現在のシステムがもたらしているのは｢時間的延滞-時

間稼ぎ(BuyingTime)｣と呼べるものの存在かもしれないoわれわれは､政府がさまざまな

難題に対処するために時間稼ぎをすることができるという意味では､このことを有用である

と考える｡したがって､現存の体制が今まで時間稼ぎをするための｢制度的なクッション｣

として機能しているのである｡中国政府は時間を稼ぎ､さまざまな手段および公共政策を使

い､人々の｢深桝ドリーム｣を実現させるようにしているoこれが｢深訓ドリーム｣の解釈

である｡

ゎれわれの研究から,都市農村戸籍制度や労働者間の教育格差が不平等の最大の原因であ

ることがわかった｡不平等は経済成長をすれば起こるものではあるが､そのレベルは体制の

維持に対して危険ではないとは言えないoしかし､少なくとも今のところは､農村からの移

民が居住､健康保障､教育の面で差別を受けているにもかかわらず､体制に対して社会的な

不満をぶつけない状況にあると思われるo少なくとも､現在において､自ら発した｢社会主

義的市場経済｣は自らの夢を実現するチャンスをつかむ体制であると思われるo

しかし､すでに指摘したように､中国が必要な法律や政策改正などをしても､その法律と

政策を実行することができるかという疑問は残るo加えて､ 2007年に経験した食料(特に

豚肉と麺類)価格の急騰のように､突発的な出来事から意図しない結果が生じるかもしれな

い(BBC(2007))｡ Ram-Prasad(2007)はインドでの出来事を次のように指摘しているo

｢政治的変化は､十分な消費をできない人々によって引き起こされることがしばしばあるo

インドでの政治的行動は､極貧に属さないが､一日あたりlドルから5ドル程度で暮らす貧
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しい人々によって引き起こされる｡政党にとって貧しい人々は多数派である｡もし､近くに

適当な学校がなければ､低カーストに属する人が差別を受ければ､日照りがあれば､そして

農産物価格が暴落すれば､そういったことは明らかになる｡タミル州での健康管理､ケララ

州での教育､マハラシュトラ州の道路､西ベンガル州での農業共済はすべての貧しい労働者

を助け､それらを行った政党は他の政党より勢力を伸ばした｡｣

中国では､かつて､所得不平等､官僚の腐敗､税金の重圧､農民の貧困により農民暴動な

どの｢造反｣運動が繰り返し起こり､当時の民衆を動員するスローガンは｢均貧富｣であっ

た｡こうした過去の歴史を教訓とすれば､格差が解消しなければ社会･改治不安定の要因に

なる恐れがある｡官僚の腐敗､汚職問題に加え､所得不平等が経済､社会発展の大きな障害

となるという可能性はだれも否定できない｡

中国はおそらくこのことに気づく必要があるのかもしれない｡

(辞進軍･ Stepben Day)

･本章の作成にあたり､名古屋大学経済学研究科博士課程の済稽禎氏にデータの整理､渡

辺聡氏に日本語の翻訳などを手伝って頂いたo ここに謝意を申し上げる.
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